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は保健所に相談するように指導する。

　　　４）高まん延国での居住歴に関しては、入

学時または転入時は精密検査とする。

　　　５）自覚症状のある場合は原因が明確でな

ければ、早急に医療機関への受診を促す。

　　　６）ＢＣＧ未接種者は、精密検査の対象と

しない。

　平成17年３月まではツベルクリン反応（以下、

ツ反）とＢＣＧ接種を実施し、ツ反陽性者には予

防内服か経過観察とし、ＢＣＧ接種は実施されな

かった。このため、ＢＣＧ未接種者は感染してい

た可能性を否定できないことから、精密検査の対

象とした。しかし、平成24年度以降に就学する児

童は、ツ反を実施せず、ＢＣＧが接種されている

ため、未接種児であっても精密検査の対象とする

必要はないとした。

　以下に、結核検診の流れを示す。

あり本人の
結核罹患歴

慎重な
経過観察

保健所での
検診の対象

保健所に相談
するよう指導

保健所に相談を
指導

慎重な
経過観察

慎重な
経過観察

精密検査

慎重な
経過観察

精密検査
受検歴

医療機関
受診済

医療機関
受診勧奨

記録保存

家族の罹患歴

高まん延国居住歴
（６か月以上）

BCG
未接種

問題なし

本人の
LTBI治療歴

はい

はい

あり

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

なし

はい

他項目の確認

他項目の確認

他項目の確認

他項目の確認

いいえ・不明 はい・不明

はい・不明

あり

あり

あり

あり

あり

なし

なし

なし

なし

なし

なし

自覚症状（2週間以
上つづく咳・痰）

医療機関・保健
所での経過観察
されている・検
診を受けたこと
がある

保健所での接触者
健診や指導を受け
たことがある

保健所での接触
者健診の対象で
ある

【結核検診フローチャート】
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１．学校心臓検診の目的

　学校心臓検診は未発見の心疾患を有する児童生

徒を早期に発見し、適切な治療を受けさせるだけ

でなく、適切な日常生活の指導と管理を行うこと

を目的とする。具体的には次のような事項を実施

目標とする。

　１）心疾患を可能な限り漏れなく、かつ早期に

発見する。

　２）適切な治療を受けるように指導する。

　３）適切な指導区分を定め、過度の運動制限を避

け児童生徒のQOLを高めるよう指導する。
　４）突然死を予防する。

２．学校心臓検診の方法

　1995年度に学校保健法が改定され小学校１年生
全員、中学校１年生全員、高校１年生全員の心電

図検査が義務化された。現在、群馬県において行

われている学校心臓検診の流れを図１に示す。実

施学年に関し小学校１年と中学校１年生では間隔

が開きすぎるとの認識で、全国的には小学校４年

生で心臓検診を実施する県が増加しており、群

馬県においては平成30年度では35市町村中19市町
村、全児童数の約半数で実施されている。

　１次検診としてアンケート調査、心電図（小

１、小４、中１では省略４誘導：Ⅰ、aVF、Ｖ１、

Ｖ６、高１では12誘導）、心音図、胸部レントゲ
ン写真（小１、中１の希望者、高１は結核検診で

撮影した胸部レントゲン写真を使用し全員）を施

行する。アンケート調査で心疾患を疑わす者、心

電図、心音図で異常を認める者（自動解析）を抽

出し、主に小児循環器専門医で構成された心臓検

診判定委員会において１次検診判定基準に則り判

定区分を決定する。

　一次検診の判定区分は、①要三次検診、②要二

次検診、③要定期検診、④健康注意、⑤異常なし

の５区分で、①の要三次検診は県内の三次医療機

関（県立小児医療センター、群馬大学医学部附属

病院、県立心臓血管センター、桐生厚生総合病

院）を、②の要二次検診は県内の公的医療機関

（17施設）を受診するよう指示される。③の要定期
検診は主治医への受診の勧めで、④の健康注意は

既往症があるが受診をするほどではない児童生徒

に対する健康への自覚を促すことを目的とする。

　二次検診・三次検診は指定検診病院において精

査の上、診断・治療方針が決定される。同時に学

校生活管理区分表のＡ～Ｅの管理区分を記載し学

校への報告を行う。

　平成30年度の群馬県児童生徒心臓検診報告
書によると、一次検診有所見者は、小１：907名
（5.83％）、小 ４：397名（5.65％）、中 １：1,292名
（7.81％）、高１：1,004名（7.56％）であった。二
次・三次検診有所見者は、小１：275名（1.79％）、
小 ４：104名（1.48％）、中 １：424名（2.56％）、高
１：447名（3.37％）であり、分類として心電図異
常、先天性心疾患の順であった（図２）。疾患の内

訳としては、心電図異常は心室期外収縮（小１：

58名、小４：21名、中１：94名、高１：65名）、
心房期外収縮（小１：14名、小４：３名、中１：
13名、高１：28名）、WPW症候群（小１：９名、
小４：６名、中１：24名、高１：23名）が多く、

異常なし

一次検診
アンケート調査
心電図（小１、小４、中１：省略４誘導、高１：12誘導）
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図１　群馬県学校心臓検診の流れ
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先天性心疾患は心室中隔欠損症・術後（小１：40
名、小４：９名、中１：24名、高１：20名）、心
房中隔欠損症・術後（小１：18名、小４：10名、
中１：21名、高１：10名）の順であった。

３．学校生活管理について

　二次・三次検診病院にて診断を受けた児童生徒

は、診断と同時に疾患の重症度に応じた学校行

事・体育活動・運動部に関する管理が定められる

が、その管理は学校生活管理指導表に則って行わ

れる。

　１）学校生活管理指導表

　学校生活管理指導表は、文部科学省作成の小、

中、高等学校用体育指導要綱に取り上げられてい

る運動種目をほぼ網羅している。これらの運動種

目が同年齢の平均的児童生徒にとって、軽い、中

等度、強い運動のいずれに該当するかを、一部児

童生徒に実施した心拍数解析と体育教師、養護教

諭、運動生理学者の綿密な観察とそれに基づく経

験から以下の５段階に分類されている。

　　Ａ区分：入院または在宅医療が必要なもの

で、登校・登園はできない。

　　Ｂ区分：登校・登園はできるが運動は不可。

　　Ｃ区分：同年齢の平均的児童生徒・幼児に

とって軽い運動のみに参加可。

　　Ｄ区分：同年齢の平均的児童生徒・幼児に

とって中等度の運動にまで参加可。

　　Ｅ区分：同年齢の平均的児童生徒・幼児に

とって強い運動にも参加可。

　上記の軽い、中等度、強い運動とは以下の定義

である。

　　①　軽い運動：同年齢の平均的児童生徒に

とって、ほとんど息が弾まない程度の運

動。当尺運動は軽い運動に含めない。

　　②　中等度の運動：同年齢の平均的児童生徒

にとって、少し息が弾むが息苦しくはな

い程度の運動。パートナーがいれば楽に

会話ができる程度の運動。当尺運動で

は、強い運動ほどの力は込めて行わない

もの。

　　③　強い運動：同年齢の平均的児童生徒・幼

児にとって、息が弾み息苦しさを感じる

ほどの運動。当尺運動では、動作時に歯

を食いしばったり、大きなかけ声を伴っ

たり、動作中や動作後に顔面紅潮、心悸

亢進、呼吸促迫を伴うほどの運動。

　平成30年度の群馬県のＢ区分～Ｅ区分者数を表
１に示す。厳重な管理を要する中等度以上の運動

制限（Ｂ～Ｄ区分）の指示を受けた児童生徒は小

１：３名、中１：６名、高１：７名であり、先天

性心疾患術後、大動脈弁狭窄、肥大型心筋症、川

崎病冠動脈瘤など突然死のリスクのある疾患が多

く認められた。

　運動部への参加は、選手を目指した参加と必ず

しも選手を目指すものではない参加がある。選手

を目指した運動部への参加は、当然ながらＥ区分

の児童生徒についてのみ検討される。参加の可否

は、単に運動種目のみで決定するのではなく、試

合、競技に至るまでの練習方法や鍛錬のあり方な

ど学校差や本人の意欲・習熟度などを総合して判

定されなければならない。

　一方、選手を目指すものではない運動部への参

加もありうる。記録係、マネージャーなど必ずし

も強い身体活動を要しない参加であればＣ区分、

Ｄ区分の児童生徒にも運動部参加の機会を与え社

会性・人間性の育成に役立てることができる。

　２）学校生活管理指導表の利用について

　心疾患を有する児童生徒の生活管理指導の基本

は、「心疾患を有する児童生徒にも、安全かつ充

実した学校生活を送らせること」である。そのた

めには、身体活動を中心とした様々な指導とケア

が必要である。主治医による適切な学校生活管理

指導表における管理区分の決定が大前提になる

が、児童生徒ならびに保護者を中心に主治医、学

校医、学校関係者の綿密な連携が必要である。ま

た、学校現場に指導内容が理解されなければ、過

度な運動制限や、逆に指導内容が守られない状況

が起こりうるため、綿密な連携・情報交換が必要

になる。

　学校医の心臓検診における役割は、学校医とし

て児童生徒を診察し心疾患の早期発見に努め、心

疾患を有する児童生徒に対しては定められた学校

生活管理指導表の指導区分の把握と学校関係者へ

の指導により児童生徒のQOL向上に努めること
である。

表１　平成30年度のＢ区分～Ｅ区分者数

Ｂ区分 Ｃ区分 Ｄ区分 Ｅ禁区分 Ｅ区分

小学校１年 0 1 0 3 467

中学校１年 0 1 5 8 366

高校１年 1 1 5 8 249
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１．学校検尿の目的

　学校検尿は無症状で経過する小児の慢性腎疾患

（主に原発性糸球体腎炎）を早期に発見・治療する

ことにより末期腎不全への進行を阻止することを

目的としている。表１に小児末期腎不全の原因疾

患を示したが、最も頻度の高い先天性腎尿路奇形

であっても適切な管理により末期腎不全への進行

を遅らせることは可能である。一方で、本邦では糸

球体腎炎の末期腎不全に占める比率は欧米より明

らかに少なく、しかも経年的に減少傾向にある
２）。この成果は学校検尿の普及によるところが大

きいものと考える。また、糖尿病では早期発見に

よる治療や生活指導が可能となり、特有の合併症

の軽減が期待される。

２．学校検尿の方法

　１）学校検尿の流れ

　学校における一次検診では早朝第一尿を用いて

蛋白、潜血、糖、pHの検査を行う。第１回検尿

で蛋白、潜血のいずれかが陽性の場合は第２回検

尿を行う。群馬県児童生徒腎臓疾患対策委員会で

は検診の精度向上を目的に、平成30年度より（+）

以上を陽性とし、（±）は異常とは見なさないこ

ととした。一方で、尿糖が陽性の場合は直ちに指

定医療機関で三次検診を受けることと規定してい

る。第２回検尿でも異常が見られた場合は、二次

検診として医療機関を受診して暫定診断を受け、

医療機関は管理区分表の作成と報告を行う。さら

に要三次検診と判断された場合には、指定医療機

関において三次検診を受ける必要がある。

　また、前年度以前より尿異常の既往が明らかな

者は第１回検尿後に主治医検診を受けるものとし

ている。

　２）二次検診における診断区分および留意点

　新規発見者に対しては、問診で家族歴を聴取し

た上で、２回以上の検尿を行うことが望ましい。

家族歴は良性家族性血尿や遺伝性腎炎を鑑別する

上で重要な情報となる。また、蛋白尿単独の場合

は前夜就眠前完全排尿後の早朝第一尿を検査する

ことで、体位性蛋白尿を鑑別し得る。画像診断と

しては、腎尿路奇形や嚢胞性腎疾患を除外するた

めに、可能であれば一回は超音波検査を実施して

おきたい。下記に示すような尿異常に対しては、

三次検診を受検するよう指導すべきである。

３．三次検診の対象となる尿異常 

 （尿糖を除く）

　１）小学校３年生以降に新規に発見された血尿

　糸球体基底膜は一般に乳幼児期は成人に比して

薄く、８歳頃に成人と同等の厚さに達するとされ

ている２）。３歳児健診で指摘された血尿は成長に

伴って８歳までには約50％は自然消失するが、こ

れは基底膜のバリアー機能の成熟という観点から

説明されると思われる３）。逆に、血尿の家族歴が

なく、小学校３年生（８～９歳）以降に新たに血

尿が出現した場合には、腎臓に何らかの病変が出

現したものと推測される。IgA腎症の初期病変や

高カルシウム尿症などを考慮する必要があろう。

　２）持続性蛋白尿

　一般に蛋白尿単独症例の70～80％は体位性蛋白

尿である。二次検診で体位性蛋白尿を除外された

場合に持続性蛋白尿と診断される。このグループ

表１　小児末期腎不全の原因疾患

先天性腎尿路奇形 215 （39.8％）
遺伝性腎症 70 （12.9％）
巣状糸球体硬化症 66 （12.2％）
嚢胞性腎疾患 52 （ 9.6％）
糸球体性腎炎 32 （ 5.9％）
溶血性尿毒症性症候群 ９ （ 1.7％）
腎虚血 ９ （ 1.7％）
その他 47 （ 8.7％）
不明 40 （ 7.5％）

合　　　計　　　　　　 540 (100%)

（2006-2011全国調査；Hattori M, et al １）より引用、一部改変）

腎臓検診の目的と方法を教えてくださいＱ17
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には低形成腎や異形成腎などの先天性腎尿路奇形

や嚢胞性腎疾患、ネフローゼの初期あるいは一部

の糸球体疾患が含まれる可能性が高く、要注意で

ある。

　３）血尿＋蛋白尿

　血尿と蛋白尿を同時に呈する症例は原発性、続

発性に関わらず糸球体腎炎を発症している可能性

が極めて高い。このタイプでは経過により腎生検

を検討すべきである。表２に筆者が過去35年間に

群馬大学小児科および群馬県立小児医療センター

において経験した無症候性の血尿＋蛋白尿症例の

腎組織所見を示したが、腎生検を施行された175

例中の微小変化群と菲薄基底膜病を除いた169例

（96.6％）が糸球体腎炎と診断された。肉眼的血

尿や大量蛋白尿を認める例では特に注意が必要と

なる。

４．群馬県における学校検尿の現状

　昨今の少子化の影響により検尿の対象者は減少

傾向にあるが、治療対象となる新規発見者の頻度

は学校検尿受検者全体の0.3％前後で推移してい

る。
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膜性増殖性糸球体腎炎（Ⅰ型） 15 （ 8.6%）
　　　　　　　　　　（Ⅲ型） 4 （ 2.3%）
膜性腎症 7 （ 4.0%）
巣状糸球体硬化症 5 （ 2.9%）
微小変化群 3 （ 1.7%）
菲薄基底膜病 3 （ 1.7%）
半月体形成性糸球体腎炎 2 （ 1.1%）
Alport 症候群 4 ( 2.3%）
その他の先天性糸球体疾患 3 （ 1.7%）

合　　　計　　　　　　 175 （100%）

（群馬大学小児科：1982～1995、群馬県立小児医療センター：1995～2017）
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１．総合判定

　定期健康診断は学校保健安全法施行規則第５条

により、毎年６月30日までに行うものとされてい

る。学校医は予備調査結果や理学的診察などに

よって疾病や異常の有無を判断し、主治医や専門

医の指導、助言を得て、その結果を学校医が総合

評価する。

　総合評価は、健康相談や保健指導への活用も含

めて重要視されなければならない。

　健康診断に当たっての評価は、健康診断票の所

見欄に学校医・学校歯科医が記載するが、所見だ

けでなく、それらに基づいた指導・助言の要点を

プライバシー及び個人情報の保護に配慮し記入す

ることが望ましい。

２．事後措置

　学校保健安全法施行規則第９条により、「学校

においては、法第13条第１項の健康診断を行った

ときは、21日以内にその結果を幼児、児童また生

徒にあっては当該幼児、児童また生徒及びその保

護者に、学生にあっては当該学生に通知するとと

もに、次の各号に定める基準により、法第14条の

措置をとらなければならない」と規定されている。

　１）疾病の予防処置を行うこと

　２）必要な医療を受けるように指示すること

　３）必要な検査、予防接種等を受けるよう指示

すること

　４）療養のため必要な期間学校において学習し

ないよう指導すること

　５）特別支援学級への編入について指導及び助

言を行うこと

　６）学習又は運動・作業の軽減、停止、変更等

を行うこと

　７）修学旅行、対外運動競技等への参加を制限

すること

　８）机又は腰掛の調整、座席の変更及び学級の

編成の適正を図ること

　９）その他発育、健康状態等に応じて適当な保

健指導を行うこと

３．健康相談

　学校における健康相談は学校保健安全法第８条

において、「学校においては、児童生徒等の健康

に関し、健康相談を行うものとする」と規定して

いる。また学校保健安全法施行規則第22条学校医

の職務執行の準則により、学校医の職務として従

事しなければならない。健康相談の主な対象者は

次のとおりである。

　１）健康診断の結果、継続的な観察指導を必要

とする者

　２）保健室等での児童生徒の対応を通して健康

相談の必要性があると診断された者

　３）日常の健康観察の結果、継続的な観察指導

を必要とする者（欠席・遅刻・早退の多い

者、体調不良が続く者、心身の健康観察から

健康相談が必要と判断された者等）

　４）健康相談を希望する者

　５）保護者の依頼による者

　６）修学旅行、遠足、運動会、対外運動競技会

等の学校行事に参加させる場合に必要と認め

た者

　７）その他

　近年、メンタルヘルスに関する課題やアレル

ギー疾患等の現代的な健康問題が生ずるなど児童

生徒等の心身の健康問題が多様化、深刻化してい

る中、これらの問題に学校が適切に対応すること

が求められていることから、学校保健安全法第９

条においては、健康相談や担任教諭等の行う日常

的な健康観察による児童生徒等の健康状態の把

握、健康上の問題があると認められる児童生徒等

に対する指導や保護者に対する助言を保健指導と

して位置付け、養護教諭を中心として、関係教職

員の協力の下で実施されるべきことを明確に規定

されている。

　従って、このような保健指導の前提として行わ

健康診断における総合判定と事後措置及び

健康相談は、どのように行われるでしょうかＱ18
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れる学校保健安全法第８条の健康相談について

も、児童生徒等の多様な健康課題に組織的に対応

する観点から、従来の学校医または学校歯科医に

限らず、養護教諭、学校薬剤師、担当教諭など関

係教職員による積極的な参画が求められるもので

あることとされている。

　さらに、学校保健安全法第10条では、学校にお

いては救急処置、健康相談又は保健指導を行うに

当たっては、必要に応じ地域の医療機関その他の

関係機関との連携を図るよう努めることとされて

いる。

参考文献

１）日本学校保健会：児童生徒等の健康診断マニュアル　平成

27年度改訂，平成27年８月．
２）文部科学省：教職員のための子どもの健康相談及び保健指

導の手引，平成23年８月．
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　学校保健安全法に、市町村教育委員会は、翌学

年初めから小学校または特別支援学校の小学部に

就学させる者に、その健康診断を行わなければな

らないと定められている。さらに、市町村教育委

員会は、この健康診断結果に基づき、治療を勧告

し、保健上必要な助言を行い、就学義務の猶予若

しくは免除又は特別支援学校への就学に関し指導

を行う等適切な措置をとらなければならない。

１．時　　期

　入学する前年度の10月１日から12月１日までの

間に市町村教育委員会が実施する。一般的には、

11月中に実施される。

２．検査の項目

　１）栄養状態

　２）脊柱及び胸郭の疾病および異常の有無

　３）視力及び聴力

　４）眼の疾病及び異常の有無

　５）耳鼻咽喉疾患及び皮膚疾患の有無

　６）歯及び口腔の疾病及び異常の有無

　７）その他の疾病及び異常の有無

３．事後措置

　１）健康な者

　発育も順調で健康な者については、その旨を通

知し、今後も健康に留意し、生活を規則正しくし

て、元気で入学するように伝える。

　２）疾病又は異常を有する者

　疾病又は異常を有する者については、速やかに

必要な治療を受けるよう指導する。また発育が順

調でない者や栄養要注意の者には必要な助言を行

う。

　３）就学困難と認められる者

　病弱、発育不全などのため就学義務を猶予する

等の措置が適当と認められる者には、その手続き

をするよう保護者に指導する。

　４）特別支援学校へ就学することが適当である

と認められる者

　その旨を保護者に指導し、かつ、県教育委員会

に通知をしなければならない。

　５）特別支援学級に編入することが適当と認め

られる者

　その旨を指導する。

４．項目別事後措置

　１）予防接種

　予防接種が行われていない場合には、実施する

よう指導を行う。

　特に就学前に行う麻しん風しん混合ワクチンの

接種歴に留意する。

　２）栄養状態

　早期対応が必要となる極端な肥満ややせ、特に

何らかの基礎疾患が疑われる例（プラダー・ウイ

リー症候群など）について、医療機関の受診を勧

告する。早急に医療機関を受診する必要があるよ

うな極端な貧血を疑った場合は、その場で医療機

関の受診を勧める。身長や体重増加の停滞などネ

グレクトによる児童虐待を疑った場合には、生命

危機が及ぶ可能性があり、早急に、児童相談所等

の関係機関に通報する。

　３）脊柱及び胸郭の疾患（四肢の状態を含む）

　脊柱側弯症や漏斗胸がみられる場合には、医療

機関の受診を指導する。歩行異常が著明な場合に

は、整形外科の受診勧告を行う。

　４）内科疾患

　心臓病（先天性心疾患、後天性心疾患、心筋疾

患、不整脈、術後の心疾患）、腎臓疾患（慢性腎

炎やネフローゼ症候群）、糖尿病、アレルギー疾

患（気管支喘息、食物アレルギー）、痙攣性疾患

（中心・側頭部に棘波をもつ良性小児てんかん、

後頭部に突発波をもつ小児てんかん、小児欠神て

んかん）、運動障害をきたす疾患（脳性麻痺、筋

ジストロフィー、軟骨形成不全症、二分脊椎）等

の疾患や異常が見られる場合には医療機関の受診

就学時の健康診断について教えてくださいＱ19



─ 44 ─

を指導する。心雑音・不整脈については、緊急性

があると判断した場合は、心臓専門医の受診勧告

を行うが、そうでなければ翌春の心臓検診を待っ

ても良い。

　５）眼科疾患

　屈折異常（遠視、近視、乱視）と不同視、弱

視、眼位異常、結膜炎、アレルギー性結膜炎、眼

瞼下垂、霰粒腫、麦粒腫、眼瞼内反、睫毛乱生等

の疾患や異常が疑われる場合には、医療機関の受

診を指導する。特に斜視、弱視及び不同視等が疑

われる場合には、早急に医療機関を受診するよう

勧告を行う。

　６）耳鼻咽喉科疾患

　耳疾患（耳垢栓塞、滲出性中耳炎、慢性中耳

炎、難聴）、鼻・副鼻腔疾患（アレルギー性鼻

炎、副鼻腔炎、慢性鼻炎）、口腔咽喉頭疾患（ア

デノイド、扁桃肥大、扁桃腺炎）等の疾患が疑わ

れる場合には、医療機関の受診を勧告する。音声

言語異常の疑いと指摘された場合は、専門機関で

の指導を指示する。さらに、難聴の疑いがある場

合には、あらかじめ就学指導を担当する部局と相

談した手続きをとる。

　７）皮膚科疾患

　伝染性疾患（伝染性軟属腫、ウイルス性のイ

ボ、伝染性膿痂疹、体部白癬、頭シラミ、疥

癬）、湿疹・皮膚炎（アトピー性皮膚炎、接触性

皮膚炎）、毛髪疾患（円形脱毛症）、角化異常症、

大きな母斑などの皮膚科疾患については、就学前

に治療する必要があり、医療機関を受診するよう

勧告する。多発性外傷や打撲、熱傷など児童虐待

を疑った場合には、生命に危険が及ぶ可能性もあ

り、早急に、児童相談所等の関係機関に通報す

る。

　８）歯科・口腔外科疾患

　未処置のう歯、歯列不正・咬合異常、口腔の軟

組織異常（歯周疾患、舌小帯付着位置異常）が疑

われる場合には、歯科医が必要と認めた者につい

て歯科医療機関を受診するよう指導する。

　９）その他の疾患

　発達障害（自閉症スペクトラム、注意欠陥多動

性障害、学習障害）や知的障害の疑いがある場合

には、あらかじめ就学指導を担当する部局と相談

する。

参考文献

１）東京都医師会：学校医の手引き．第８版，東京都医師会，

東京都，2020．
２）広島県医師会：学校医の手引き．平成21年11月改訂，広島
県医師会，広島県，2009．

３）山口県医師会：学校医の手引き．第４版，山口県医師会，

山口県，2010．
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目的　職員の保健、能率向上はもとより、職員の

健康状態が児童生徒等に対する保健、教育上

の影響が大きいことを考慮し、学校の設置者

が実施する（学校保健安全法第15条）。

１．対　　象

　職員とは、校長、教頭、教諭、養護教諭等の教

員、事務職員、技術職員、助手等。

２．時　　期

　学校の設置者が定める適切な時期に行う（法施

行規則第12条）。やむを得ない理由により期日内

に受けられなかった者は、その事由のなくなった

後、速やかに行う。

３．検査項目（法施行規則第13・14条）

　１）身長・体重・腹囲測定

　２）視力・聴力検査　（原則としてオージオ

メータを使用）

　３）胸部エックス線検査（結核の有無）

　４）血圧測定

　５）尿（糖・蛋白）検査（試験紙法）

　６）胃の疾病及び異常の有無（40歳以上は必

須、妊婦は除外）

　７）貧血検査（35歳未満及び36歳以上40歳未満

は省略可能）

　８）肝機能検査（同上）

　９）血中脂質検査（同上）

　10）血糖検査（同上）

　11）心電図検査（同上）

　12）その他の疾病及び異常の有無

４．健康診断票

　１）学校の設置者は、第２号様式によって職員

健康診断票を作成しなければならない（法施

行規則第15条）。

　２）学校の設置者は当該職員が他校に移った場

合には、職員健康診断票を異動先の学校の設

置者へ送付しなければならない。

　３）職員健康診断票は、５年間保存しなければ

ならない。

５．事後措置

　１）検査結果を総合し、下表に定める生活規正

及び医療の区分を組み合わせ指導区分を決定

する（法施行規則第16条　表）。

　２）学校の設置者は前項の医師の指導区分に基

づき下記の措置を行う

　　　　Ａ．休暇又は休職等の方法で療養のた

め、必要な期間勤務させないこと

　　　　Ｂ．勤務場所又は職務の変更、休暇によ

る勤務時間の短縮等の方法で勤務を軽

減し、かつ、深夜勤務、超過勤務、休

日勤務及び宿日直勤務をさせないこと

　　　　Ｃ．超過勤務、休日勤務及び宿日直勤務

をさせないか又はこれらの勤務を制限

すること

表　指導区分表（規則第16条第２項）

区　　　分 内　　　　　容

生
活
規
正
の
面

Ａ（要休業） 勤務を休む必要のあるもの

Ｂ（要軽業）
勤務に制限を加える必要のある
もの

Ｃ（要注意）
勤務をほぼ平常に行ってよいも
の

Ｄ（健　康） 全く平常の生活でよいもの

医
　
療
　
の
　
面

１（要医療）
医師による直接の医療行為を必
要とするもの

２（要観察）
医師による直接の医療行為を必
要としないが、定期的に医師の
観察指導を必要とするもの

３（健　康）
医師による直接、間接の医療行
為を全く必要としないもの

職員の健康診断と健康管理について教えて

くださいＱ20
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　　　　Ｄ．勤務に制限を加えないこと

　　　　　　　１．必要な医療を受けるよう指示

すること

　　　　　　　２．必要な検査、予防接種等を受

けるように指示すること

　　　　　　　３．医療又は検査等の措置を必要

としないこと

６．臨時の健康診断

　学校の設置者は感染症や食中毒の発生したとき

や、感染症の発生の恐れがある場合など必要があ

るときは、児童生徒等と同様に健康診断を行う

（法第15条第２項）。

７．学校医と産業医

　職員健康診断は、学校保健安全法と労働安全衛

生法の二法に基づき規定されている。労働安全衛

生法第13条では一定規模（職員50人以上）の事業

場は「産業医」を選任し、職員の健康管理等に当

たらせることとなっている。また、労働安全衛生

法第13条の２において、産業医の選任義務のない

職員数50人未満の事業場についても、医師等に労

働者の健康管理を行わせるよう努めなければなら

ないとしている。

８．職員の健康管理

　１）長時間労働対策

　労働安全衛生法等の一部改正（平成31年４月１

日施行）により、事業者は労働者の労働時間の状

況を把握し、時間外労働が月80時間を超えた労働

者からの申出により医師の面接指導を実施しなけ

ればならない（労働安全衛生法第66条の８）。

　２）メンタルヘルス

　社会経済環境が大きく変化する中、過重労働や

職業生活上の強いストレスなどから精神疾患によ

り休職する教員の割合が増加傾向にあり、病気休

職者の約６割を占める。厚生労働省は、平成26年

度に法改正を行い、ストレスチェック制度（平成

27年12月１日施行）を創設した（労働安全衛生法

第66条の10）。

　３）医師による面接指導

　労働安全衛生法では、長時間労働者とストレス

チェックの高ストレス者を対象に産業医等の医師

による面接指導を規定している。これらの面接指

導は、過労やストレスによる労働者の脳・心臓疾

患やメンタル不調の未然防止を目的とするもので

あり、産業医等の医師は、学校長からの要請が

あった場合、職員の面接指導を実施し、健康を保

持するために必要な措置について意見を述べる。

校長は、面接指導実施後、産業医等の医師から意

見を聴取し、健康管理上必要な措置を行う。

参考文献

１）広島県医師会：学校医の手引き．平成21年11月改訂，広島
県医師会，広島県，2009．

２）山口県医師会：学校医の手引き．第４版，山口県医師会，

山口県，2010．
３）東京都医師会：学校医の手引き．第８版，東京都医師会，

東京都，2020．
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※アレルギー疾患用学校生活管理指導表（R2.8.31改訂版）を掲載する。

アレルギー疾患用

学校生活管理指導表
（令和２年度改訂版）

主治医 様

学校(園)生活において、アレルギー疾患で特別な配慮や管理が必要な子どもの健康管理を適

切に行うため、裏面の「活用のしおり～主治医用～」をご覧いただき、必要事項の御記入をお

願いいたします。（学校管理下での管理が不要な場合は、提出する必要はありません。）

なお、症状などの状況に応じて指導内容に変更などがある場合は、再度御記入をお願いいた

します。

【様式】

１．気管支ぜん息

２．アトピー性皮膚炎

３．アレルギー性結膜炎

４．アレルギー性鼻炎

５－１．食物アレルギー・アナフィラキシー

５－２．食物アレルギー・アナフィラキシー発症時の対応

＊下記は学校で記入してください。

名 前 性 男
・

生 年 月 日 年 月 日生まれ 別 女

学 校(園) 名

学 年 １ ２ ３ ４ ５ ６

組

＊下記は保護者が内容を確認し、サインをしてください。

学校における日常の取組及び緊急時の対応に活用するため、本票に記載された内容を学校の全教職員及

び関係機関等で共有することに同意します。

保護者氏名

群 馬 県 教 育 委 員 会
群 馬 県 医 師 会

アレルギー疾患用学校生活管理指導表に

ついて教えてくださいＱ21
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活 用 の し お り ～ 主 治 医 用 ～

１． 学校生活管理指導表について
本表を活用して管理を行ってきた児童生徒については、「令和２年度改訂版」の後に「平

成27年度改訂版」の学校生活管理指導表を添付いたします。「平成27年度改訂版」を参考に
「令和２年度改訂版」の学校生活管理指導表に御記入いただきますようお願いいたします。

２． 主な改訂点
（１）内容について

医学的な進歩を取り入れた内容に改められました。
また、治療薬も最近の進歩を反映して、新しい薬剤が加えられました。

（２）「学校生活上の留意点」について
「保護者と相談し決定」という文言が、「管理必要」という文言に改められました。

（３）食物アレルギー・アナフィラキシーについて
「原因食品・診断根拠」という文言から、「原因食品・除去根拠」という文言に改めら
れました。

（４）気管支ぜん息について
「重症度分類（発作型）」から「症状のコントロール状態」に改められました。

３． 記入上の注意

食物アレルギー

C. 原因食物・除去根拠
・診断根拠として重要なのは①明らかな症状の既往、②食物経口負荷試験陽性です。
・③摂取可能であるにもかかわらず、血液検査陽性だけを根拠に原因食物の除去を指示する
ことは適切ではありません。

・④未摂取で除去が必要な食物がある場合のみ記入してください。

E. 原因食物を除去する場合に、より厳しい除去が必要なもの
・ここに記載されている食材は、極微量のアレルゲンが含有されている程度であり、症状誘

発の原因となりにくいため、基本的に除去する必要はありません。
・本欄に○がついた場合には、給食対応が困難となりますので慎重に考慮してください。

気管支ぜん息

A. 症状のコントロール状態 （ 小児気管支喘息治療・管理ガイドライン 2017より）

コントロール状態（最近１ヶ月程度）

評 価 項 目

良好 比較的良好 不良

（全ての項目が該当） （いずれかの項目が該当）

軽微な症状 ※１ なし （1≧回／月）＜ 1回／週 ≧ 1回／週

明らかな急性憎悪（発作） ※２ なし なし ≧ 1回／月

日常生活の制限 なし なし（あっても軽微） ≧ 1回／月

β 2刺激薬の使用 なし （1≧回／月）＜ 1回／週 ≧ 1回／週

※ 1 軽微な症状とは、運動や大笑い、啼泣の後や起床時などに一過性に認められるが、すぐに消失する咳

やぜん鳴、短時間で覚醒することのない夜間の咳き込みなど、見落とされがちな軽い症状を指す。

※２ 明らかな急性憎悪（発作）とは、咳き込みやぜん鳴が昼夜にわたって持続あるいは反復し、呼吸困難

を伴う定型的な喘息症状を指す。
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１【気管支ぜん息】 （あり・なし）

〔病型・治療〕該当するものに○印を付けてください。また、必要事項を記入してください。

Ａ．症状のコントロール Ｂ-１.長期管理薬（吸入） Ｂ-２.長期管理薬（内服）

１．良好 １．ステロイド吸入薬 １．ロイコトリエン受容体拮抗薬

２．比較的良好 （薬剤名 ） （薬剤名 ）

３．不良 （投与量／日 ） ２．その他

２．ステロイド吸入薬／長期間作 （薬剤名 ）

用性吸入ベータ刺激薬配合剤

（薬剤名 ）

（投与量／日 ）

３．その他

（薬剤名 ）

（投与量／日 ）

Ｂ-３.長期管理薬（注射） Ｃ．発作時の対応

１．生物学的製剤 １．ベータ刺激薬吸入

（薬剤名 ） （薬剤名 ）（投与量／日 ）

２．ベータ刺激薬内服

（薬剤名 ）（投与量／日 ）

〔学校生活上の留意点〕該当するものに○印を付けてください。また、必要事項を記入してください。

Ａ．運動（体育・部活動等） Ｂ．動物との接触やホコリ等 Ｃ．宿泊を伴う校外活動
の舞う環境での活動

１．管理不要 １．管理不要 １．管理不要

２．管理必要 ★ ２．管理必要 ★ ２．管理必要 ★

Ｄ．配慮事項や管理事項について（★印に○をつけた場合は具体的に記入してください。）

◇◇◇緊 急 時 連 絡 先◇◇◇ 医療機関名：

保護者名前 電話番号：

電 話 番 号 医 師 名： 印

記 載 日：令和 年 月 日

－１(表)－
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※変更ありの際は、変更内容を（空欄に） 記載願います。

受診年月日 病型・治療 学校生活上の留意点

2 年生 変更なし 変更なし・ 変更あり（追加あり・管理不要）

令和 年 月 日 変更あり

医療機関名

医師名

3 年生 変更なし 変更なし・ 変更あり（追加あり・管理不要）

令和 年 月 日 変更あり

医療機関名

医師名

4 年生 変更なし 変更なし・ 変更あり（追加あり・管理不要）

令和 年 月 日 変更あり

医療機関名

医師名

5 年生 変更なし 変更なし・ 変更あり（追加あり・管理不要）

令和 年 月 日 変更あり

医療機関名

医師名

6 年生 変更なし 変更なし・ 変更あり（追加あり・管理不要）

令和 年 月 日 変更あり

医療機関名

医師名

－１(裏)－
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２【アトピー性皮膚炎】 （あり・なし）

〔病型・治療〕該当するものに○印を付けてください。また、必要事項を記入してください。

Ａ．重症度のめやす（厚生労働科学研究班）

１．軽 症：面積に関わらず、軽度の皮疹のみ見られる。

２．中等症：強い炎症を伴う皮疹が体表面積の１０％未満に見られる。

３．重 症：強い炎症を伴う皮疹が体表面積の１０％以上、３０％未満に見られる。

４．最重症：強い炎症を伴う皮疹が体表面積の３０％以上に見られる。

＊軽症の皮疹：軽度の紅斑、乾燥、落屑主体の病変

＊強い炎症を伴う皮疹：紅斑、丘疹、びらん、浸潤、苔癬化などを伴う病変

Ｂ-１．常用する外用薬 Ｂ-２．常用する内服薬 Ｂ-３．常用する注射薬

１．ステロイド外用薬 １．抗ヒスタミン薬 １．生物学的製剤

２．タクロリムス軟膏 ２．その他

（プロトピック®）

３．保湿剤

４．その他（ ）

〔学校生活上の留意点〕該当するものに○印を付けてください。また、必要事項を記入してください。

Ａ．プール指導及び長時間 Ｂ．動物との接触 Ｃ．発汗後
の紫外線下での活動

１．管理不要 １．管理不要 １．管理不要

２．管理必要 ★ ２．管理必要 ★ ２．管理必要 ★

Ｄ．配慮事項や管理事項について（★印に○を付けた場合は具体的に記入してください。）

医療機関名：

電話番号：

医 師 名： 印

記 載 日：令和 年 月 日

－２(表)－
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※変更ありの際は、変更内容を（空欄に） 記載願います。

受診年月日 病型・治療 学校生活上の留意点

2 年生 変更なし 変更なし・ 変更あり（追加あり・管理不要）

令和 年 月 日 変更あり

医療機関名

医師名

3 年生 変更なし 変更なし・ 変更あり（追加あり・管理不要）

令和 年 月 日 変更あり

医療機関名

医師名

4 年生 変更なし 変更なし・ 変更あり（追加あり・管理不要）

令和 年 月 日 変更あり

医療機関名

医師名

5 年生 変更なし 変更なし・ 変更あり（追加あり・管理不要）

令和 年 月 日 変更あり

医療機関名

医師名

6 年生 変更なし 変更なし・ 変更あり（追加あり・管理不要）

令和 年 月 日 変更あり

医療機関名

医師名

－２（裏）－
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３【アレルギー性結膜炎】 （あり・なし）

〔病型・治療〕該当するものに○印を付けてください。また、必要事項を記入してください。

Ａ．病 型 Ｂ．治 療

１．通年性アレルギー性結膜炎 １．抗アレルギー点眼薬

２．季節性アレルギー性結膜炎（花粉症） ２．ステロイド点眼薬

３．春季カタル ３．免疫抑制点眼薬

４．アトピー性角結膜炎 ４．その他（ ）

５．その他 （ ）

〔学校生活上の留意点〕該当するものに○印を付けてください。また、必要事項を記入してください。

Ａ．プール指導 Ｂ．屋外活動

１．管理不要 １．管理不要

２．管理必要 ★ ２．管理必要 ★

Ｃ．配慮事項や管理事項について （★印に○を付けた場合は具体的に記入してください。）

医療機関名：

電話番号：

医 師 名： 印

記 載 日：令和 年 月 日

－３(表)－
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※変更ありの際は、変更内容を（空欄に） 記載願います。

受診年月日 病型・治療 学校生活上の留意点

2 年生 変更なし 変更なし・ 変更あり（追加あり・管理不要）

令和 年 月 日 変更あり

医療機関名

医師名

3 年生 変更なし 変更なし・ 変更あり（追加あり・管理不要）

令和 年 月 日 変更あり

医療機関名

医師名

4 年生 変更なし 変更なし・ 変更あり（追加あり・管理不要）

令和 年 月 日 変更あり

医療機関名

医師名

5 年生 変更なし 変更なし・ 変更あり（追加あり・管理不要）

令和 年 月 日 変更あり

医療機関名

医師名

6 年生 変更なし 変更なし・ 変更あり（追加あり・管理不要）

令和 年 月 日 変更あり

医療機関名

医師名

－３（裏）－
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４【アレルギー性鼻炎】 （あり・なし）

〔病型・治療〕該当するものに○印を付けてください。また、必要事項を記入してください。

Ａ．病 型 Ｂ．治 療

１．通年性アレルギー性鼻炎 １．抗ヒスタミン薬・抗アレルギー薬（内服）

２．季節性アレルギー性鼻炎（花粉症） ２．鼻噴霧用ステロイド薬

〔主な症状の時期〕 ３．アレルゲン免疫療法

舌下免疫療法（ダニ・スギ）

春 ・ 夏 ・ 秋 ・ 冬 皮下免疫療法（ダニ・スギ・その他 ）

４．その他（ ）

〔学校生活上の留意点〕該当するものに○印を付けてください。また、必要事項を記入してください。

Ａ．屋外活動

１．管理不要

２．管理必要 ★

Ｂ．配慮事項や管理事項について（★印に○を付けた場合は具体的に記入してください。）

医療機関名：

電話番号：

医 師 名： 印

記 載 日：令和 年 月 日

－４（表）－
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※変更ありの際は、変更内容を（空欄に） 記載願います。

受診年月日 病型・治療 学校生活上の留意点

2 年生 変更なし 変更なし・ 変更あり（追加あり・管理不要）

令和 年 月 日 変更あり

医療機関名

医師名

3 年生 変更なし 変更なし・ 変更あり（追加あり・管理不要）

令和 年 月 日 変更あり

医療機関名

医師名

4 年生 変更なし 変更なし・ 変更あり（追加あり・管理不要）

令和 年 月 日 変更あり

医療機関名

医師名

5 年生 変更なし 変更なし・ 変更あり（追加あり・管理不要）

令和 年 月 日 変更あり

医療機関名

医師名

6 年生 変更なし 変更なし・ 変更あり（追加あり・管理不要）

令和 年 月 日 変更あり

医療機関名

医師名

－４（裏）－
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５ｰ１【食物アレルギｰ】（あり･なし）【アナフィラキシｰ】（あり･なし）

〔病型・治療〕該当するものに○印を付けてください。また、必要事項を記入してください。

Ａ．食物アレルギー病型 Ｂ．アナフィラキシー病型
（食物アレルギーありの場合のみ記入する） （アナフィラキシーの既往ありの場合のみ記入する）

１．即時型 １．食物（原因： ）

２．口腔アレルギー症候群 ２．食物依存性運動誘発アナフィラキシー

３．食物依存性運動誘発アナフィラキシー ３．運動誘発アナフィラキシー

４．昆虫

５．医薬品

６．その他 （ ）

Ｃ．原因食物・除去根拠 〔除去根拠〕該当するもの全てを《 》内に記載
＊該当する食品の番号に○印を付け、かつ ①明らかな症状の既往 ②食物経口負荷試験陽性
《 》内に除去根拠を記入してください。

＊ ( ) 内に具体的な食品名を記載してください。 ③ IgE抗体等検査結果陽性 ④未摂取

１．鶏卵 《 》 ７．木の実類《 》（すべて・クルミ・

２．牛乳・乳製品 《 》 カシュー・アーモンド ）

３．小麦 《 》 ８．果物類 《 》（ ）
４．ソバ 《 》 ９．魚類 《 》（ ）
５．ピーナッツ 《 》 10．肉類 《 》（ ）
６．甲殻類 《 》 11．その他１《 》（ ）

（すべて・エビ・カニ ） 12．その他２《 》（ ）

Ｄ．緊急時に備えた処方薬

１．内服薬（抗ヒスタミン薬、ステロイド薬）

２．アドレナリン自己注射薬（エピペン®）

３．その他 （ ）

〔学校生活上の留意点〕該当するものに○印を付けてください。また、必要事項を記入してください。

Ａ．給 食 Ｂ．食物・食材を Ｃ．運 動 Ｄ．宿 泊 を 伴 う
扱う授業・活動 （体育・部活動等） 校 外 活 動

１．管理不要 １．管理不要 １．管理不要 １．管理不要

２．管理必要 ★ ２．管理必要 ★ ２．管理必要 ★ ２．管理必要 ★

Ｅ．原因食物を除去する場合に、より厳しい除去が必要なもの

※本欄に○がついた場合、該当する食品を使用した料理については、給食対応が困難となる場合があります。
１．鶏卵：卵殻カルシウム ５．ゴマ：ゴマ油
２．牛乳：乳糖・乳清焼成カルシウム ６．魚類：かつおだし・いりこだし・魚醤
３．小麦：醤油・酢・味噌 ７．肉類：エキス
４．大豆：大豆油・醤油・味噌

F．配慮事項や管理事項について（★印に○を付けた場合は具体的に記入してください。）

◇◇◇緊 急 時 連 絡 先◇◇◇ 医療機関名：

保護者名前 電話番号：

電 話 番 号 医 師 名： 印

記 載 日：令和 年 月 日

－５（表）－
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※変更あり ・解除の際は、変更・解除内容を（空欄に） 記載願います。

受診年月日 病型・治療 学校生活上の留意点

2 年生 変更なし 変更なし ・変更あり（解除・追加あり）

令和 年 月 日 変更あり

医療機関名

医師名

3 年生 変更なし 変更なし ・変更あり（解除・追加あり）

令和 年 月 日 変更あり

医療機関名

医師名

4 年生 変更なし 変更なし ・変更あり（解除・追加あり）

令和 年 月 日 変更あり

医療機関名

医師名

5 年生 変更なし 変更なし ・変更あり（解除・追加あり）

令和 年 月 日 変更あり

医療機関名

医師名

6 年生 変更なし 変更なし ・変更あり（解除・追加あり）

令和 年 月 日 変更あり

医療機関名

医師名

－５（裏）－
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第４章　学校感染症
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　学校感染症とは、学校で特に予防すべき感染症

である。集団生活の場である学校が、感染症媒介

の場となり、蔓延していく危険性があることか

ら、学校保健安全法により規定されている。

１．学校感染症の分類と出席停止期間（表１）

表１　学校感染症と出席停止期間（文献１より引用、一部改変）

感染症の種類 出席停止期間の基準

第
　
　
　
１
　
　
　
種

* エボラ出血熱

治癒するまで

*クリミア・コンゴ出血熱
*痘そう
*南米出血熱
*ペスト
*マールブルグ病
*ラッサ熱
*急性灰白髄炎（ポリオ）
*ジフテリア
*重症急性呼吸器症候群（SARS）
* 中東呼吸器症候群（MERS）
*特定鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１、Ｈ７Ｎ９型）

第
　
　
　
２
　
　
　
種

インフルエンザ
（特定鳥インフルエンザ及び新型イン
フルエンザ等感染症を除く）

発症した後５日を経過し、かつ、解熱した後２日（幼児は３日）
を経過するまで

*百日咳 特有の咳が消失するまで又は５日間の適正な抗菌性物質製剤によ
る治療が終了するまで

*麻疹 解熱した後３日を経過するまで

*風疹 発しんが消失するまで

流行性耳下腺炎（おたふくかぜ）
耳下腺、額下腺または舌下腺の腫脹が発現した後５日を経過し、
かつ、全身状態が良好になるまで

水痘（みずぼうそう） すべての発しんが痂皮化するまで

咽頭結膜熱 主要症状が消退した後２日を経過するまで

*結核
感染のおそれがなくなるまで

*髄膜炎菌性髄膜炎

第
　
３
　
種

* コレラ

感染のおそれがなくなるまで

*細菌性赤痢
*腸管出血性大腸菌感染症
*腸チフス
*パラチフス
流行性角結膜炎

急性出血性結膜炎

その他の感染症

　＊は、保健所への届出が必要な疾患。

　※感染症法の「新型インフルエンザ等感染症」「指定感染症」「新感染症」に指定されたものは第１種とみなさ

れるため、新型コロナウイルス感染症は第１種の感染症として取り扱う（令和４年８月１日時点）。

学校において予防すべき感染症について

教えてくださいＱ22
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　１）第１種の感染症

　感染症予防法に規定する一類感染症と二類感染

症（結核を除く）である。

　出席停止期間としては、「治癒するまで」であ

る。これは、第一類および第二類感染症だけでは

なく、新型インフルエンザ等感染症、指定感染症

および新感染症も第１種の感染症とみなし、適用

となる。

　２）第２種の感染症

　飛沫感染するもので、児童生徒等の罹患が多

く、学校において流行を広げる可能性が高い感染

症である。

　学校保健安全法施行規則の一部改正があり、平

成24年４月１日より、髄膜炎菌性髄膜炎が追加と

なり、インフルエンザ、百日咳および流行性耳下

腺炎の出席停止の期間の基準が改正された。

　３）第１種及び第２種の学校感染症について

は、以下の場合も、出席停止とすることがで

きる（学校保健安全法施行規則第19条）。

　　⑴　第１種若しくは第２種の学校感染症患者

のある家に居住する者またはこれらの感染

症にかかっている疑いがある者について

は、予防処置の施行の状況その他の事情に

より必要と認めたとき、学校医その他の医

師において感染の恐れがないと認めるま

で。

　　⑵　第１種または第２種の学校感染症が発生

した地域から通学する者については、その

発生状況により必要と認めたとき、学校医

の意見を聞いて適当と認める期間。

　　⑶　第１種または第２種の学校感染症の流行

地を旅行した者については、その状況によ

り必要と認めたとき、学校医の意見を聞い

て適当と認める期間。

　４）第３種の感染症

　学校活動を通じ、学校において流行を広げる可

能性がある感染症である。腸管出血性大腸菌感染

症等の経口感染症及び眼の感染症と「その他の感

染症」に分類される。

　「その他の感染症」は、学校で通常見られない

ような重大な流行が起こった場合に、その感染拡

大を防ぐために、必要があるときに限り、校長が

学校医の意見を聞き、あるいは必要に応じて、県

教育委員会と相談し、第３種の感染症として緊急

的に措置をとることができる疾患である。よって

「その他の感染症」については、具体的な疾患名

は定めていない。

　「その他の感染症」の登校の目安を表２に示す。

表２　第３種の学校感染症の「その他の感染症」の登校（園）基準

感染性胃腸炎（ノロウイルス感染症、ロタウ
イルス感染症、アデノウイルス感染症など）

症状のある間が主なウイルスの排出期間なので、下痢、嘔吐症
状が軽減した後、全身状態がよい者は登校（園）可能である。

サルモネラ感染症（腸チフス、パラチフスを
除く）、カンピロバクター感染症

下痢が軽減すれば登校（園）可能である。

マイコプラズマ感染症 症状が改善し、全身状態がよい者は登校（園）可能である。

インフルエンザ菌感染症、肺炎球菌感染症
発熱、咳などの症状が安定し、全身状態がよい者は登校（園）
可能である。

溶連菌感染症
（主にＡ群溶血性レンサ球菌感染症）

適切な抗菌薬療法開始後24時間以内に感染力は消失するので、
それ以降は登校（園）可能である。

伝染性紅斑（りんご病）
発しんが出現して本症と診断された時点では他への感染力はな
く、登校（園）禁止は不要である（日本小児科学会の見解）。

RSウイルス感染症
発熱・咳などの症状が安定し、全身状態のよい者は登校（園）
可能である。

EBウイルス感染症 解熱し、全身状態が回復した者は登校（園）可能である。
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２．感染症サーベイランス

　群馬県では、学校等での感染症の発生状況を把

握し、早期に感染症の流行を探知するために、平

成24年度から「学校欠席者情報収集システム」を

導入した。

　（ログイン IDおよびパスワードについては、校

医をしている学校に連絡する。）

３．感染症届出基準の変更

　１）侵襲性髄膜炎菌感染症および麻しん

　　　届出は、「診断後７日以内」から「診断後

直ちに」と変更となった。

 （平成27年５月21日より）

　２）百日咳

　　　これまで定点把握疾患であったが、全数把

握疾患となり、診断した医師すべてに診断後

７日以内の届出が義務付けられた。

 （平成30年１月１日より）

参考文献

１）東京都医師会：学校医の手引き．第８版，東京都医師会，

東京都，2020．
２）広島県医師会：学校医の手引き．平成21年11月改訂，広島
県医師会，広島県，2009．

３）日本学校保健会：学校において予防すべき感染症の解説．

平成30（2018）年３月発行．

単純ヘルペスウイルス感染症
口唇ヘルペス・歯肉口内炎のみであれば、マスクなどをして登
校（園）可能。発熱や全身性の水疱がある場合は欠席して治療
が望ましい。

帯状疱しん
すべての発しんが痂疲化するまでは感染力があるものの、初感
染の水痘ほどは感染力は強くない。可能な範囲で被覆してあれ
ば接触感染は防げるため登校（園）は可能。

手足口病、ヘルパンギーナ
ウイルスの排出期間は２～４週間と長期であり、また不顕性感
染も多く、有症者だけを登校（園）停止にすることは集団内で
の感染予防に有効ではない（日本小児科学会の見解）。

Ａ型肝炎
病初期を過ぎれば感染力は急速に消失するので、肝機能が正常
になった者は登校（園）可能である。

Ｂ型肝炎

急性肝炎の急性期でない限り、登校（園）は可能である。

HBVキャリアの登校（園）を制限する必要はない。ただし、
血液に触れる場合は手袋を着用する。

HBVキャリア児が非常に攻撃的でよく噛みつく、全身性の皮
膚炎がある、出血性疾患があるなど、血液媒介感染を引き起こ
すリスクが高い場合は、主治医、担任、施設責任者が個別にそ
のリスクを評価して対応する必要がある。

伝染性膿痂疹（とびひ）
登校（園）に制限はないが、炎症症状の強い場合や、化膿した
部位が広い場合は、傷に直接触らないように指導する。

伝染性軟属腫（みずいぼ） 登校（園）可能である。

あたまじらみ症 適切な治療を行えば登校（園）は可能である。

疥癬
治療をはじめれば出席停止は不要。ただし手をつなぐなどの遊
戯・行為は避ける。角化型は感染力が強いので治癒するまでは
外出を控える。

皮膚真菌症

①カンジダ感染症
登校（園）可能である。
②白癬、とくにトンズランス感染症
登校（園）可能である。ただし、接触の多い格闘技の練習・試
合などは、感染のおそれがなくなるまでは休ませる。
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　学校における保健教育は学校保健の一分野であ

る。学校保健は児童生徒等が学校で将来多くの保

健組織活動の知識を学ぶ為の健康な体・心の成長

を支える大きな一つの柱である。その中で学校医

は、学校保健安全法で規定された地域の専門家と

して、学校保健にかかわっていくことになる。

　学校保健に関する法律には教育基本法、学校教

育法、学習指導要領ならびに学校保健安全法があ

る。また、学校保健は保健教育と保健管理の二つ

の大きな領域に分かれ、それに保健組織活動が加

わった構造になっている。

１．保健教育

　学校における保健教育の最終目的は、児童生徒

が自分の健康について阻害する因子や条件を知り

これを除き、自らの健康をさらに保持増進する方

法を身につけることにある。

　これまで、保健教育は「保健学習」と「保健指

導」に分類されていたが、平成28年12月21日の中

央教育審議会の答申において、学習指導要領等の

改善に言及する中で、教職員や国民が理解できる

教科等の名称で説明することとなり、「保健教育」

とひとくくりで示すことになった。

　保健教育は教育課程に位置づけられている教科

等と日常生活における指導や子どもの実態に応じ

た個別指導がある。

図　学校教育の体系

保健教育

体育科
保健領域
（低学年の体づくりの運動遊びも例示）

特別活動
学級活動、児童会活動、学校行事等
における保健の指導

総合的な学習の
時間

保健に関する横断的・総合的な学習
（福祉・健康）

その他関連する教科等
社会科、理科、生活科、家庭科、道徳科

本書において指導例を取り上げる内容

日常生活における指導及び子供の実態に応じた個別指導

学校における保健教育の学校医の役割に

ついて教えてくださいＱ23
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　１）教科等における保健教育は、通常学級担任

または保健体育科教諭が当たっている。これ

は、教科を中心とし児童生徒が今後直面する

と思われる健康課題に対し、体系的、系統的

学習によりデザインされたものである。ここ

で、学校医は特別非常勤講師として直接子ど

も達に語りかけることができ、学級担任や保

健体育科教諭に指導・助言ができる。

　２）日常生活における指導や子どもの実態に応

じた個別指導は、学級担任や養護教諭等の日

常勤務及び健康管理に携わる人々によっても

行われている。ここでも、学校医の指導・助

言が重要である。

　３）保健組織活動は、学校保健委員会の活性化

が重要であり、学校長を始めとする学校関係

者の熱意が第一とされているが、学校医はそ

の原動力にならなくてはならない。

　　　保健組織活動には、以下のものがある。

　　⑴　学校保健委員会

　　⑵　教職員研修会

　　⑶　保護者対象の会合

２．学校における保健教育の学校医の役割

　１）学校の保健教育計画を立案する際の指導・

助言

　２）環境衛生の維持及び改善に関しての指導・

助言

　３）健康相談の機会における保健指導

　４）定期又は臨時の健康診断に従事し、その結

果を学校の教育計画の中に取り入れ、措置す

る場合の指導・助言

　５）健康診断・予防接種などの機会も生かした

随時の指導

　６）感染症及び食中毒の予防に関して必要な指

導・助言

　７）伝染病発生時の際の児童生徒に対する個別

指導あるいは集団の保健教育

　８）教諭の保健に関する資質を向上させるため

の指導・助言

　　　学校医は児童生徒の保健教育を直接実施す

る機会が限られているので、教諭を通じて間

接的に児童生徒に効果を及ぼすことにも留意

する。

　９）保健行事に際し、児童生徒の保健委員会活

動等の指導・助言

　10）PTAの会合、成人教育講座、母親学級な

どにおける保護者への啓発や就学時の健康診

断の機会を利用して、当該学校の保健計画を

示し、保護者としての留意事項を講話によっ

て周知させる。

参考文献

１）日本医師会：日本医師会学校保健委員会答申．平成24年３
月，日本医師会，東京都，2012．

２）文部科学省：国際教育協力懇談会資料集　平成14年７月，
文部科学省，東京都，2002．

３）東京都医師会：学校医の手引き．第８版，東京都医師会，

東京都，2020．
４）山口県医師会：学校医の手引き．第４版，山口県医師会，

山口県，2010．
５）文部科学省：改訂「生きる力」を育む小学校保健教育の手

引．平成31年３月．



─ 68 ─

　保健教育とは、学校教育法によると「健康、安

全で幸福な生活のために必要な習慣を養い、心身

の調和的な発展を図ること。」を目的として行わ

れる教育である。そこで、幼稚園と保育所（園）

において実施される教育内容として、それぞれの

監督官庁である文部科学省と厚生労働省が、学校

教育法に基づく「幼稚園教育要領」と児童福祉法

に基づく「保育所保育指針」の中で、健康と安全

に関連する内容を提示している。各々の実質的な

保健教育に関わる内容は共通なものとなっている

ので、幼稚園教育要領に沿って概説し、園医とし

ての関わりについて述べる。

　保健教育に関連すると思われる部分は、幼稚園

教育要領「第２章　ねらい及び内容」の中の「健

康」の項と思われる。この項からは、遊びを通じ

て身体を動かすことで健康な心と体を育むこと、

楽しく食べることの中からすぐれた食習慣を獲得

すること、身体や健康への関心を契機にして疾患

の予防に努めること、安全についての心構えを身

に付けることなどの内容が読み取れる。遊びや食

事といった幼稚園や保育所（園）内での生活を通

じて、生涯にわたって有用となる健康や安全に関

する基礎的知識と技術を獲得できるよう働きかけ

ることが求められている。幼児期の子ども達に単

調で受動的な教育を行ってもその習得は困難であ

ることは当然であるし、個人によって発達の状況

や習得の速度は様々であるから、子ども達が楽し

みながら自発的に行動できるように遊びの要素を

交えながら教育を進めていくことは言うまでもな

い。

　幼稚園医あるいは保育所（園）の嘱託医として

我々は、前述のような保健教育を幼稚園教諭・保

育士や保護者などの関係者と協力して実践してい

くことになる。幼稚園医あるいは保育所の嘱託医

の職務は、学校医のそれに準じると考えることが

でき、学校保健安全法施行規則第４章／第22条の

学校医の職務執行の準則には、さまざまな指導や

助言などを通じて幼稚園医・嘱託医が保健教育に

参画することが可能となっている。幼稚園医ある

いは保育所（園）の嘱託医は、健康や安全にかか

わる知識や技術を幼稚園教諭・保育士や保護者に

も共有できるように働きかける。集団の中で保健

健　　康

　健康な心と体を育て，自ら健康で安全な生活をつくり出す力を養う。

１．ねらい

　１）明るく伸び伸びと行動し、充実感を味わう。

　２）自分の体を十分に動かし、進んで運動しようとする。

　３）健康、安全な生活に必要な習慣や態度を身に付け、見通しをもって行動する。

２．内　容

　１）先生や友達と触れ合い、安定感をもって行動する。

　２）いろいろな遊びの中で十分に体を動かす。

　３）進んで戸外で遊ぶ。

　４）様々な活動に親しみ、楽しんで取り組む。

　５）先生や友達と食べることを楽しみ、食べ物への興味や関心をもつ。

　６）健康な生活のリズムを身に付ける。

　７）身の回りを清潔にし、衣服の着脱、食事、排泄などの生活に必要な活動を自分でする。

　８）幼稚園における生活の仕方を知り、自分たちで生活の場を整えながら見通しをもって行動する。

　９）自分の健康に関心を持ち、病気の予防などに必要な活動を進んで行う。

　10）危険な場所、危険な遊び方、災害時などの行動の仕方が分かり、安全に気を付けて行動する。

表　幼稚園教育要領「第２章　ねらいおよび内容」より抜粋

幼稚園と保育所（園）における保健教育に

ついて教えてくださいＱ24
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教育による「気づき」から進んで、子ども達が日

常生活の中での「実践」に結び付いていくために

は、関係者の理解と協力は不可欠である。子ども

達にとって身近な大人達は生活の模範そのもので

あり、大人達が健康や安全に対してとっている行

動を子ども達は気づかないうちに模倣している。

子ども達の発達の状況にばらつきがあるのと同様

に、大人達の健康や安全に関する取り組み方や姿

勢も多様であるが、目の前の子ども達の規範とな

るような言動に努めるよう、関係者への啓発が重

要であろう。子ども達にだけ健康や安全を強いる

のではなく、大人を含めた家族、ひいては社会全

体を健康で安全にしていくことこそ肝要である。

　「早寝、早起き」・「バランスのとれた食事」な

ど基本的な生活習慣の乱れや、テレビやゲームの

長時間視聴による影響、登園中の災害への対応な

ど、子ども達を取り巻いている今日的な問題のど

れをとっても保健教育と無関係なものはない。ま

た、医師として我々が、幼稚園・保育所（園）に

関わりをもつことは、保健教育の要素を含んでい

るといってもよい。幼稚園医や保育所の嘱託医に

求められる職責はますます重要性が増していくで

あろう。ややもすると健診医としての関係だけに

なりがちであるところから一歩進んで、どんなこ

とでも関わりを持とうとすることが保健教育の第

一歩と思われる。
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認定こども園とは？

　認定こども園は教育・保育を一体化して行う施設で、幼稚園と保育所両方の機能を併せ

持っている施設である。少子化と共働き家庭が増えた結果、１日約４時間程度しか預けら

れない幼稚園を避け、長時間預けられる保育所のニーズが高まっている。幼稚園は入園者

数の減少により経営状況が厳しくなり、保育所は待機児童数の増加が問題となっている。

幼稚園・保育所で出来ること、出来ないこと、充足している部分と不足している部分をそ

れぞれ補うことにより２つの問題点を一度に解決できるよう2006年に認定こども園が創設

された。都道府県が条例を定め認定基準を満たした場合に知事から認定されることとなっ

ている。①教育基本法の学校定義に基づき幼児期の学校教育を行う、②児童福祉法などに

従い必要な保育を行う、③地域の事情や保護者の要請により必要な子育て支援を行うこと

の３条件を満たしていて、尚且つ文部科学大臣、厚生労働大臣が協議の結果定めた施設設

備及び運営に関する基準を満たした場合に認定される。

　認定こども園には、Ａ．幼保連携型＝幼稚園・保育所の施設・設備が一体的に設置、運

営されているもの、Ｂ．幼稚園型＝保育所的な機能を備えているもの、Ｃ．保育所型＝幼

稚園的な機能を備えたタイプ、Ｄ．地方裁量型＝都道府県の認定基準により認定を受けた

タイプの４つがある。認可基準は各タイプにより要件がそれぞれ異なっている。

　認定こども園の管轄は内閣府である。当然、園医が必要になり、園長の求めに応じて適

切な助言・指導を行う。健康診断は、幼稚園は年１回、保育所は年２回となっていたが、

認定こども園では幼保連携型および幼稚園型の短時間利用児については年１回以上、その

他の園児については年２回以上が望ましいとされている。

【ワンポイントメモ】
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１．群馬県における高校生の性交経験累積率

　図１、２は、ぐんま思春期研究会の調査によ

る2000年～2008年の４年おきの高３男女別の性

交経験累積率である。2000年では、高３男子の

46.1％、高３女子の42.2％が性交を経験してお

り、無防備な性交や間違った知識によって、望ま

ない妊娠や性感染症にかかる人が増えた。

　この頃、10代～20代前半女子のクラミジア感染

率は30％を超え、群馬県は全国で５位以内に入っ

ていた。これを受け、群馬県産婦人科医会、群馬

産科婦人科学会では性感染症対策委員会を立ち

上げ、群馬県、群馬県医師会と協力し、主に公立

高校に性教育の講師派遣事業を始めた。この事業

により2008年の性交経験率では男子34.0％、女子

28.3％にまで低下し、性教育の重要性を示唆して

いると考えられる。その後の群馬県のデータはな

いが、他県の統計をみると、性交経験率が低下し

ていることは間違いない。
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ついて教えてください
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２．成長段階に応じた性教育

　１）幼児期～小学校低学年

　この時期の教育のポイントは、生命の大切さ、

友達との共同作業と触れ合い、身体の発育、赤

ちゃんとの触れ合い、動物の温かさを触れて確か

める、健康（食べる、寝る、手を洗う、うがいを

する）、相手を思いやる（老人や障害者との触れ

合い）、自尊心の育成、男の子と女の子の身体の

違いなど性教育の骨子となる内容を理解させるこ

とである。

　２）小学校中学年～小学校高学年

　図１、２に示される通り、小学生の性交経験が

男女とも２％前後にみられる。中学生以前の初

交相手は、男子の５％、女子の14％が社会人であ

る。携帯電話やインターネットが発達した現代社

会において、正しい知識を教えることが重要であ

る。

　学校教育では、受精については教えるが、性交

に関しては教えていない。本来、性教育は家庭で

行うものと考えるが、親が学校まかせにしている

のが現状である。小学５～６年生に「あかちゃん

はどうしたらできますか？」という質問をする

と、ほとんどの生徒は「精子と卵子がくっつい

て」「受精をして」と答える。性交について答え

てくる生徒はごくわずかである。性交については

学校医が教えるべきであるが、産婦人科医以外の

学校医が教えるのは難しいかもしれない。

　受精に関しては、様々な資料が出ているので省

略する。性交に関しては、アーニ出版のだれもお

しえなかったえほんシリーズにペル・ホルム・ク

ヌーセン / 北沢杏子著の「あかちゃんはこうして

できる」という幼児向けの絵本が出ている。おと

うさんとおかあさんが手を握り、キスをして性交

をし、あかちゃんが生まれるまでが描かれてい

る。内容的には、はずかしがる生徒もいるが、正

しい知識を教えることが必要である。学校医が男

の子と女の子の身体の違い、二次性徴、性情報の

正しい選択の仕方等をプリントやスライドで説明

した後、保健の先生にOHP等を用い、この絵本

を読んでもらう方法がいいと思う。

　３）中学校～高校

　この時期のポイントは⑴望まない妊娠、⑵性感

染症を防ぐことである。純潔教育という方法もあ

るかもしれないが、現代社会において生徒の行動

をみてみると、様々な間違った情報により不幸な

結果を招いていることが多いため、２つに絞って

述べる。

　　⑴　望まない妊娠を防ぐには

　正しい避妊法を教えることである。10歳代の人

工妊娠中絶数は高く、妊娠に気づかず中絶するタ

イミングを逃がすことのないように妊娠の成立に

ついて教え、コンドームの使用を促し、正しい使

用方法を教えることが重要である。また、緊急避

妊や低用量ピルの服用も考慮し教えるべきであ

る。思春期における望まない妊娠・出産の結果

は、学業の中断や心身の障害のほか、生まれた子

どもへの虐待へつながることも指摘されている。

　　⑵　性感染症について

　性感染症とは、性行為あるいはそれに類似した

行為によって感染する病気の総称である。主な病

気はエイズ、クラミジア感染症、ウイルス肝炎、

淋病、梅毒、ヘルペス感染症、膣トリコモナス

症、外陰・膣カンジダ症、ケジラミ等であるが、

近年、子宮頸がんの原因であるヒトパピローマウ

イルス（HPV）も重要である。10歳代の女子に

多いのがクラミジア感染症であり、無症状で経過

するため発見が遅れ、将来の不妊症につながる。

また、クラミジア感染があると、感染防御機構が

低下し、HIV感染を起こし易くすることも知ら

れている。思春期の子どもたちはセックスパート

ナーが複数いたり、短期間で変わることも多く、

病気が蔓延しやすいため、コンドーム教育が必要

である。若年者の子宮頸がんが増えており、子宮

頸がんワクチンの接種が重要であるが、積極的勧

奨が中止されていた。2022年４月より積極的勧奨

が再開されたので、小学６年生から高校１年生ま

での間に全員がワクチンを打つように指導するこ

とが大切である。

　また、性暴力被害にあわれた方を総合的に支援

する「Save ぐんま」が立ち上がった。ひとりで

悩まず、まず相談することが重要である。

　Tel 027-329-6125
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１．がん教育の背景

　生涯のうち国民の二人に一人がかかると推測さ

れ、日本人の死亡原因として最も多いがんをめぐ

る状況（図　群馬県の死因別死亡者数）を踏まえ

ると、学校における健康教育においてがん教育を

推進することは健康教育を推進する上で意義のあ

ることである。また、国におけるがん対策は、が

ん対策基本法（平成18年法律第98号）の下、政府

が策定した第三期のがん対策推進基本計画（平成

30年３月）に基づいて行われている。

２．学校におけるがん教育の基本的な考え方

　がんについては、がんそのものの理解やがん患

者に対する正しい認識を深める教育は不十分であ

ると指摘されている。学校教育を通じてがんにつ

いて学ぶことにより、健康に対する関心をもち、

正しく理解し、適切な態度や行動をとることがで

きるようにすることが求められている。

　なお、「がん教育」は、がんをほかの疾病等と

区別して特別に扱うことが目的ではなく、がんを

扱うことを通じて、ほかの様々な疾病の予防や望

ましい生活習慣の確立等も含めた健康教育そのも

のの充実を図るものでなければならない。

　１）がん教育の定義

　がん教育は、健康教育の一環として、がんにつ

いて正しい理解と、がん患者や家族などのがんと

向き合う人々に対する共感的な理解を深めること

を通して、自他の健康と命の大切さについて学

び、共に生きる社会づくりに寄与する資質や能力

の育成を図る教育である。

　２）がん教育の目標

　　⑴　がんについて正しく理解することができ

るようにする

　　　　がんが身近な病気であることや、がんの

予防、早期発見・検診等について関心をも

ち、正しい知識を身に付け、適切に対処で

きる実践力を育成する。また、がんを通じ

て様々な病気についても理解を深め、健康

の保持増進に資する。

　　⑵　健康と命の大切さについて主体的に考え

ることができるようにする

　　　　がんについて学ぶことや、がんと向き合

う人々と触れ合うことを通じて、自他の健

康と命の大切さに気付き、自己の在り方や

生き方を考え、共に生きる社会づくりを目

指す態度を育成する。

３．がん教育の具体的な内容

　具体的な内容については、例えば以下のような

ことについて学ぶことが考えられる。

　ア　がんとは（がんの要因等）

　イ　がんの種類とその経過

　ウ　我が国のがんの状況

　エ　がんの予防

　オ　がんの早期発見・がん検診

　カ　がんの治療法

　キ　がん治療における緩和ケア

　ク　がん患者の生活の質

　ケ　がん患者への理解と共生

　１）内容の取扱い

　　⑴　ア～ケの内容を適宜関連付けて、一次予

防（生活習慣の改善等）、二次予防（がん

検診等）について理解できるようにする。

　　⑵　現在及び将来に直面するがんに関する課

題に対して、適切な思考・判断を行い、自
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らの健康管理や健康的な生活行動の選択が

できるようにする。

　　⑶　がん教育の二つの目標を達成するため

に、がんを通して健康や命のかけがえのな

さに気付き、がん患者や家族などのがんと

向き合う人々の取組に関心をもつととも

に、健康な社会の実現に努めることができ

るように留意する。

　２）留意点

　　⑴　学校教育活動全体での推進

　　　がん教育が健康教育の一環として行われる

ことから、保健体育科を中心に学校の実情に

応じて教育活動全体を通じて適切に行うこと

が大切である。

　　⑵　発達の段階を踏まえた指導

　　　①「がんに関する科学的根拠に基づいた理

解」については、中学校・高等学校において

取り扱うことが望ましいと考えられる。

　　　②「健康や命の大切さの認識」については、

小学校を含むそれぞれの校種で発達の段

階を踏まえた内容での指導が考えられる。

　　⑶　外部講師の参加・協力など関係諸機関と

の連携について

　　　①がんに関する科学的根拠に基づいた知識

などの専門的な内容を含むがん教育を進

めるに当たっては、地域や学校の実情に

応じて、学校医やがんの専門医等の外部

講師の参加・協力を推進するなど、多様

な指導方法の工夫を行うよう配慮する。

　　　②がんを通して健康と命の大切さを考える

教育を進めるに当たっては、がん経験者

等の外部講師の参加・協力を推進する。

その際、各教科担任が実施する授業と、専

門家等の外部講師の協力を得て実施する

学校行事等を関連させて指導することで

より成果を上げるよう留意する。授業計

画の作成に当たっては、授業を行う教職

員が主体となるよう留意すべきである。

４．がん教育で配慮が必要な事項について

　１）小児がんの当事者、小児がんにかかったこ

とのある児童生徒等がいる場合

　２）家族にがん患者がいる児童生徒等や、家族

をがんで亡くした児童生徒等がいる場合

　３）生活習慣が主な原因とならないがんもある

ことから、特に、これらのがん患者が身近に

いる場合

　４）がんに限らず、重病・難病等にかかったこ

とのある児童生徒等や、家族に該当患者がい

たり家族を亡くしたりした児童生徒等がいる

場合

　　※上記事例に該当する児童生徒等の存在が把

握できない場合についても、授業を展開す

る上で配慮が求められる。

５．外部講師の派遣について

　群馬県では、外部講師の派遣について、県内の

がんの診療等を行う病院（がんに関する専門的な

内容について）及び群馬県健康福祉部　感染症・

がん疾病対策課（がん経験者による経験談等につ

いて）を相談窓口として整備を進め、外部講師を

活用したがん教育の進め方やがん教育に係る指導

教材等を内容とした「がん教育の手引き」を作成

した。手引きについては、群馬県医師会ホーム

ペ ー ジ（https://www.gunma.med.or.jp/Citizen/

gankyouiku_tebiki/）にも掲載されている。
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文部科学省．
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１．児童生徒等に対する薬物乱用防止対策

　近年、スマートフォンの普及等により、手軽に

インターネットを利用できる環境となったこと

で、匿名性の高いインターネットを利用した薬物

密売が行われるなど密売・購入手法について潜在

化・巧妙化が一層進行している。

　このような状況を踏まえ、「第五次薬物乱用防

止五か年戦略（平成30年８月３日策定）」におい

ては、児童生徒等の薬物乱用の根絶に向けた規範

意識の向上を図るため、「青少年を中心とした広

報・啓発を通じた国民全体の規範意識の向上によ

る薬物乱用未然防止」を目標の一つに掲げ、引き

続き小学校、中学校及び高等学校における薬物乱

用防止に関する指導の徹底、教育内容の充実を図

るなど、学校における薬物乱用防止教育の一層の

推進が求められている。

○「第五次薬物乱用防止五か年戦略」（平成30年８月）における留意事項

１　学校における薬物乱用防止教育は、小学校の体育科、中学校及び高等学校の保健体育科、特別活動の

時間はもとより、道徳、総合的な学習の時間等の学校の教育活動全体を通じて指導を行うこと。

２　児童生徒が、薬物乱用の危険性・有害性のみならず、薬物乱用は、好奇心、投げやりな気持ち、過度

のストレスなどの心理状態、断りにくい人間関係、宣伝・広告や入手しやすさなどの社会環境などに

よって助長されること、また、それらに適切に対処する必要があることを理解できるようにするため、

指導方法の工夫を行うこと。その際、都道府県教育委員会等においては、教職員に対する研修機会の拡

充を図ること。

３　薬物乱用防止教室は、学校保健計画に位置付け、すべての中学校及び高等学校において年１回は開催

するとともに、地域の実情に応じて小学校においても開催に努めること。その際、都道府県教育委員会

においては、私立学校主管部課等と十分な連携を取り、私立学校主管部課等においては所管する私立学

校において薬物乱用防止教室の開催を促進すること。

４　薬物等に関する専門知識を有する警察職員、麻薬取締官、学校薬剤師、矯正施設職員、保健所職員、

税関職員等と連携し、学校等における薬物乱用防止教室の充実強化を図ること。なお、薬物乱用防止教

室は、外部専門家による指導が望ましいものの、国や都道府県教育委員会等が開催する研修会等におい

て研修を受けた薬物乱用防止教育に造けいの深い指導的な教員の活用も考えられること。

５　学校警察連絡協議会、研修、講演等を通じて、地域における青少年の薬物乱用について情報交換を行

うなど、学校と警察等の関係機関との連携を一層強化すること。

６　都道府県等が開催する薬物乱用防止教室指導者研修会等は、教員以外の指導者による効果的な指導に

必要な薬物乱用に関する最新の知見のみならず、児童生徒の発達段階、学校における指導状況等への理

解を深めるよう、内容を充実すること。その際、公益財団法人日本学校保健会が作成・配布している

「薬物乱用防止教室マニュアル」を参考にしつつ、外部専門家の参加を得るため、関係機関等との連携の

充実を図ること。

７　大学等の学生に対して、薬物乱用防止に関する啓発を推進するため、大学等においては、入学時のガ

イダンスなど様々な機会を通じ学生に対して薬物乱用防止に係る啓発及び指導の徹底に努めること。そ

の際、文部科学省が作成・配布している「薬物のない学生生活のために」が活用できること。

図　文部科学省通知一部抜粋〔薬物乱用防止教育の充実について（平成30年12月19日）〕

喫煙、飲酒、薬物乱用防止教育について

教えてくださいＱ27
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２．喫煙、飲酒、薬物乱用防止に関する 

指導の目標

　学校で行われる喫煙、飲酒、薬物乱用防止に関

する指導は、児童生徒の喫煙、飲酒、薬物乱用を

防止するために行われることは当然のことである

が、「生きる力」の形成にも寄与するものでなけ

ればならない。青少年期は、たばこやアルコール

に手を出したり、さらには依存症薬物を使用した

りするきっかけが起こりやすい時期である。ま

た、心身の発育・発達段階にあるため、依存状態

に陥ると、人格形成が妨げられるなど、薬物の影

響が深刻な形で現れることがある。したがって、

学校における薬物乱用防止に関する指導が極めて

重要な意味をもつ。

３．喫煙、飲酒、薬物乱用防止に関する 

指導の機会

　健康教育や生徒指導として学校の教育活動全体

を通じて行われるものであるが、主として体育

科、保健体育科、教科保健体育（科目保健）や道

徳、特別活動、総合的な学習（探究）の時間など

において行うことができる。

４．発達段階を踏まえた指導の必要性

　児童生徒の喫煙、飲酒、薬物乱用に対する意識

は、年齢とともに変化し、中学生期以降特に好ま

しくない方向へと変化する。学校教育において

は、実態を踏まえ、どの校種でも一律に実施する

のではなく、発達段階に応じた内容で重点化を図

り、継続的に指導を進めていくことが必要であ

る。児童生徒が、この学習を通して健康の大切さ

を認識し、生涯を通じて自らの健康を適切に管理

し、改善していくために必要な資質や能力の基礎

を培い、実践力を身に付けるようにすることが極

めて重要である。

　１）小学校における指導

　喫煙、飲酒、薬物乱用が健康を損なう原因と

なることについて正確な知識の定着を図るとと

もに、危険行動に結び付かないようセルフエス

ティーム（自尊心または自尊感情）を育て、自分

の健康は自分で守るという意識を高め、健康によ

い生活行動を自ら実践できるようにすることが重

要である。

　２）中学校及び高等学校における指導

　正確な知識を提供するにとどまらず、思春期特

有の行動や考え方が喫煙、飲酒、薬物乱用という

危険行動に結び付かないよう、セルフエスティー

ムを育て、様々な人間関係の中で適切な意志決定

や行動選択を行い、実践できる行動力を身に付け

るよう指導する必要がある。

５．薬物乱用防止教育に必要な内容

　１）薬物乱用は限られた人や特別な場合の問題

ではなく、誰の身近にも起こり得る問題であ

ることが明快に述べられていること

　２）「乱用される薬物は、使用することはもち

ろん、所持することも禁止されている」とい

う曖昧さのないメッセージが必ず含まれるこ

と

　３）講師が伝えたい内容で一方的に構成するの

ではなく、対象となる児童生徒の興味・関心

や理解力など、発育・発達段階を十分考慮し

た内容や指導方法であること

　４）害や怖さのみを強調するのではなく、「薬

物等の誘惑に負けない気持ちをもつことが充

実した人生につながる」という積極的なメッ

セージが含まれること

　５）児童生徒がおかれている地域や家庭環境を

非難したり、酒やたばこを販売する職業を悪

と決めつけたりするようなことはしないな

ど、児童生徒や家族を傷つける可能性のある

内容を避ける
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１．どのような “メディア ”に対して 
 

対策をとればよいですか？

　1970年にテレビがほぼ全世帯に普及、1993年に
は日本で初めてインターネット（以下、ネット）

の商業利用が開始、2008年に米国 iPhone の日本
上陸、2013年にはスマホの世帯保有率が50％を突
破。そして今や、全世帯の約８割がスマホを保有

し、13歳～59歳の年齢層ではネット利用率が９割
を超えるまでになった。しかし、この社会の変化

が発育過程にある子どもの心身に重大な影響を及

ぼしつつあり、現在、「子どものメディア対策」

といえば“ネット対策”と言っても過言ではない。

２．日本の青少年のネット利用の実態は？

　平成30年度の調査（参考文献２）によれば、
10～17歳の93.2％がネットを利用（小学生；
85.6％、中学生；95.1％、高校生；99.0％）して
おり、利用機器では、スマホ79.6％、携帯ゲー
ム機45.2％、タブレット39.6％が上位。スマホで
ネットを利用する者の割合は小・中学生で増加し

ている。ネットの利用内容では、小学生はゲー

ム、動画視聴。中学生では動画視聴、ゲーム、コ

ミュニケーション。高校生では、コミュニケー

ション、動画視聴、音楽視聴が上位。平成26年度

以降と比べると動画視聴が増加傾向。平日１日あ

たりのネットの平均利用時間（図）では、特に小

学生で利用時間の増加が著しく、ネット視聴の低

年齢化と長時間化が問題である。保護者も１日２

時間以上ネットを利用している。

３．群馬県の児童生徒の現状は？

　平成30年度に群馬県警が実施した携帯電話の利
用状況等に関するアンケート調査（県内の小学校

５年生から高校２年生対象）では、自分専用の携

帯・タブレット端末を所有しているのは小学生

42.3％、中学生65.8％、高校生98.3％であった。ま
た、初めて携帯電話等を所持した時期は、小学生

は４～５年生から、中学生は小６～中１、高校生

は中３～高１にかけての割合が高く、携帯電話等

を進学にあわせて所持することが多くなっている。

４．長時間の電子メディアへの接触が 
 

子どもの心身に与える影響は？

　１）脳への影響：長時間ゲームによる言語発達

の遅れ、認知機能に関連した領域の白質の発

達の遅れ。長時間スマホ使用による前頭葉機

能の抑制・障害。小児期の頻回のネット使用

習慣による、言語知能の相対的低下や脳の灰

白質・白質容積の増加の相対的減少など。

　２）メンタルヘルスの問題：不適切なネット使

用による、うつ症状スコアの増加。思春期の

子どもの幸福度・自己肯定感・満足度の低下

が、長時間の電子メディア接触に関連。特に

スマホの与える負の影響が大きいと推測。

　３）眼科的問題：VDT症候群（IT眼症）。近視の
進行と増加。ブルーライト（スマホ等のLED
液晶ディスプレイから発せられる光に含まれ

る380～495nmの青色光。可視光線の中で最
も波長が短く、エネルギーが強い）による網膜

障害（加齢黄斑変性など）の発症リスク。ICT
機器の過剰使用による急性後天性内斜視。

　４）耳鼻科的問題：スマホなどの携帯音楽機器

で長時間、大音量の音楽を聴くことによる難

聴リスク。
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　５）運動機能：スマホの使用時間が長くなると

体力が低下傾向になり、特に使用時間が３時

間以上の子どもでは体力低下が顕著。一方、

体力テストの成績上位群の子どもはテレビ視

聴時間が１時間未満。

　６）学力：スマホ等の長時使用による学力低

下。特に LINEの使用が学力低下に与える影
響は大きい。逆にスマホ等の使用を中止する

と学力がアップ。

　７）睡眠：長時間メディア接触による睡眠時間

の減少、睡眠の質の低下。ブルーライトがメ

ラトニン分泌を抑制し、概日リズム障害・睡

眠障害を引き起こす。

　８）暴力・攻撃性：メディアの暴力シーンへの

暴露、暴力的なゲーム使用は攻撃的行動を増

大させ、暴力に対する罪悪感を麻痺させる。

　９）性の問題：メディアを通しての早期からの

過激な性表現への接触が、性行動の低年齢化

や問題行動を引き起こす。

　10）喫煙・アルコール・違法薬物：メディアで
繰り返し見ることがその使用を促す。

　11）成人期の健康への影響：小児期の視聴時間
が成人期の運動不足・肥満・喫煙・高コレス

テロール・高血圧と関連。

　12）ネット依存とゲーム障害：2017年の調査
で、ネット依存が疑われる中高生は、中学男

子の10.6％、中学女子の14.3％。高校生男子
の13.2％、高校生女子の18.9％で、全国で約
93万人（中高生の７人に１人）と推計。2012
年度調査の1.8倍に増加。中でもゲーム（特
にオンラインゲーム）依存は深刻で、疾病化

するだけの医学的エビデンスがあることか

ら、ゲーム障害が国際疾病分類 ICD-11に収
載。ゲーム開始年齢が低いほど、その後のメ

ディア依存のリスクは高い。ネット・ゲーム

依存には発達障害や精神症状の合併も多い。

　13）ネットトラブル：オンラインゲームでの高
額課金。アダルトサイトやネット取引上のト

ラブル、ネットいじめ、不適切投稿。

　14）犯罪の加害者・被害者に：SNSを通じて
児童ポルノや児童売春、自画撮り被害のトラ

ブルに巻き込まれる。個人情報流出、誤った

情報の拡散による被害。出会い系サイトでの

トラブル。

　15）事故：“ながらスマホ ”による重大事故。

５．学校医として、どのようなことが 
 

できますか？

　１）学校での児童生徒のネット・スマホ使用の

実態調査・把握。

　２）ネット等の不適切使用による健康への影響

を科学的根拠に基づいて正しく伝える。

　３）各自の生活記録（食事、睡眠、運動、勉

強、メディア接触時間）やネット依存のスク

リーニングテスト（参考文献12,13参照）を
基に、お互いに話し合うことにより、自らの

メディア接触に関する気付きと意識変容を促

す。同時に、スマホ・ネット使用に関して自

らルールを決めさせる。

　４）家族全体の基本的生活習慣の見直しを促す。

　５）保護者自身もスマホ等の使用状況を振り返

り、子どもの良きロールモデルとなることを

促す。

　６）保護者と子どもの間でスマホ等の使用に関

する基本的な約束事項の取り決めを促す。

　７）「食事」・「睡眠」・「運動」など学校保健の

基本的テーマの陰に、しばしばスマホ等の不

適切使用が隠れていることを忘れない。

　７）学校・警察との情報共有・連携；群馬県で

はセーフネット標語「おぜのかみさま」の普

及・啓発に取り組んでいる。

　８）保護者に対しては、フィルタリング設定の

勧め。

参考文献

１）平成30年通信利用動向調査の結果．総務省HP．
２）青少年のインターネット利用実態調査．総務省HP．
３）群馬県警察本部生活安全部少年課「携帯電話の利用状況等

に関するアンケート調査結果について」（平成30年度調査）
４）清川輝基・内海裕美．スマホ社会の落とし穴．東京：少年

写真新聞社，2018．
５）佐藤和夫．ITの功罪：電子メディアの子どもへの影響と
その対応．小児保健研究　2018；77：18-22．

６）ブルーライトとは．ブルーライト研究会HP．
７）富田香．スマートフォン（スマホ）と子どもの目．チャイ

ルドヘルス2019；22：444-446．
８）川島隆太．スマホが学力を破壊する．東京：集英社，

2018．
９）樋口進．スマホゲーム依存症．東京：内外出版社，2018．
10）日本小児連絡協議会「子どもと ICT ～子どもたちの健や
かな成長を願って～」委員会．子どもと ICT（スマート
フォン・タブレット端末など）の問題についての提言．日

児誌2015；119：１-４．
11）日本小児科医会「子どもとメディア委員会」HP．
12）ネット依存症のスクリーニングテスト．久里浜医療セン

ターHP．
13）尾崎米厚．厚労科研「飲酒や喫煙等の実態調査と生活習慣

病予防のための減酒の効果的な介入方法開発に関する研

究」．平成29年度総括・分担研究報告書．2018．
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　放射線と私達の日常生活との関わりはとても密

接で、有史以来人類は宇宙線や大地から受ける放

射線、食事や呼吸で体内に取り込むアイソトープ

（放射性物質）から放出される放射線を受ける環

境の中で生活をしてきた。また、現在の便利な生

活を支える工業、医療、原子力発電などの分野で

放射線の有効利用が行われ、その恩恵を受けてい

る。

　自然界にもともとある放射性物質に加えて、平

成23年３月の東京電力福島第一原子力発電所の事

故により揮発しやすいため遠方まで飛散し環境

中に放出された放射性ヨウ素（I-131）、放射性セ

シウム（Cs-134、Cs-137）などにより私達の生活

環境が少量ではあるものの放射能汚染され、私た

ちは追加の放射線被ばくを少量だが受けている。

I-131は、半減期は８日間と短く、現在はほとん

ど考慮する必要はないが、Cs-137は、半減期が約

30年と長く長期にわたる環境のモニタリングが必

要である。

　放射能汚染による被ばくは、一般公衆の被ばく

として分類され、医療被ばくや職業被ばくとは分

けて考えている。医療被ばくは、医療上の有益性

が被ばくによる不利益を上回ること、職業被ばく

も社会的使命を遂行するために受けることにより

許容される。図１の基準値の様に、我々が生活や

仕事で受ける被ばく線量には、健康への悪影響が

出ないことを配慮し一定の基準値があり、被ばく

がそれ以下になるように法律により厳重に管理さ

れている。一般公衆の被ばくは、被ばく線量の管

理が行えないため、非常に厳しい基準で管理され

ており、安全性を十分考慮した年間１mSv以下

という基準線量が設けられている。

　放射性物質からの被ばくの受け方には２通りあ

る。外部被ばくは、環境中の放射性物質が出す

主にγ線による被ばくであり、内部被ばくは摂

取する食品中に含まれる放射性カリウム（K-40）

や汚染された Cs-137などによる被ばくである。

これらにより、通常の生活を行っていると世界

平均では、2.4mSv 程度の自然被ばくを受けてい

る事になる（図２）。その他、飛行機に乗っても

0.2mSv 程度の被ばくがあり、医療でも、胸部

CT検査では6.9mSv など安全ではあるが一定線

 一般公衆

一般公衆の線量限度 １mSv/ 年 ICRP（国際放射線防護委員会）1990勧告

緊急時被ばくの状況における線量限度 20～100mSv/ 年 ICRP（国際放射線防護委員会）の2011年３月21
日の声明（緊急時被ばくの状況における公衆の

防護のための助言）
事故収束後の状況における線量限度 １～20mSv/ 年

放射線業務従事者

放射線業務従事者の線量限度

100mSv/５年
（単年度で50mSv/ 年が上限）

文部科学省告示第74号
女子　５mSv/３ヶ月

緊急作業に係る線量限度 100mSv（積算線量）

図１　線量限度データ一覧

胸部Ｘ線集団検診 0.05mSv/ 回

資源エネルギー庁「原子力2002」をもとに文部
科学省にて作成

航空機で東京とニューヨーク間を１往復 0.2mSv/ 往復

胃のバリウム集団検診 0.6mSv/ 回

世界平均の年間自然放射線 2.4mSv/ 年

胸部Ｘ線 CT検査 6.9mSv/ 回

ブラジル・ガラバリの年間自然放射線 10mSv/ 年

日本人の年間平均被ばく線量
5.3mSv/ 年
（うち医療診断による被ばく：3.8mSv/年）

放射線医学総合研究所発表

図２　日常生活と放射線

放射能汚染について教えてくださいＱ29
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量の被ばくは日常的に受けている。

　放射線の人体への影響には、確定的影響と確率

的影響がある。前者には閾値があり、ある線量以

下の被ばくではこれらの影響は現れない。つま

り、250mSv以下ではほとんど臨床症状は現れず、

500mSv 以上の被ばくで一時的な白血球減少など

が見られ始める。１Svを超えると吐き気や嘔吐

や全身倦怠などが見られ、２Svでは５％の人が

死亡し、４Svでは30日以内に50％の人が死亡す

る。これに対して確率的影響は、閾値のない被ば

く線量の増加により直線的に癌などになるリスク

が増加する影響である。広島・長崎の被爆生存者

のデータからは一回に100mSv 以上の被ばくを受

けた場合の生涯の癌発生リスクは直線的に容量依

存性に上昇することが知られている。しかし、

100mSv 以下の低線量被ばくにおいては容量依存

性の発がんリスク増加があるかは実証されていな

い。従って、放射線防護対策としては、高線量被

ばくのモデルを当てはめて100mSv 以下の低線量

被ばくでも発がんリスクが容量依存性に増加する

という立場を取ることになり、合理的に可能な範

囲で低線量被ばくを極力小さくするための対策が

取られることになる。

　外部被ばくについては、空間放射線量などが常

時モニタリングされそのデータは公開されてお

り、群馬県では降雨等により一時的に数値が上が

ることがあるものの、全地点が生活圏において除

染が必要な0.23μ Sv/ ｈを下回る値で推移してお

り安全性は保たれている。一方、内部被ばくは体

内に摂取した食品からの被ばくでその影響が長期

に及ぶため、より慎重な対応が必要である。図３

は、食品中の Cs-137の基準値の一覧である。東

京電力福島第一原子力発電所の事故後、厚生労働

省では、食品中の放射性物質の暫定基準値を設定

し、これを超える食品の出荷制限などの措置を

とっており、この基準でも健康への影響はないと

一般的に評価されていた。平成24年４月１日から

は、より一層の食品の安全と安心を確保するため

にさらに厳密な新基準値を設定し、長期的な観点

で安全性を担保する体制が敷かれている。この基

準値により推計される食品中の Cs-137から受け

る被ばく線量は、いずれの調査方法でも１mSv/

年の１％（0.01mSv/ 年）以下であり、これは食

品中に自然に含まれる放射性カリウムからの線量

（約0.2mSv/ 年）と比較しても極めて小さいこと

が確かめられ、流通している食品は安心して食べ

られる状況にある。

　放射線の健康への影響は、成人よりも小児の方

が大きいため慎重な被ばく低減対策は必要だが、

安全性を担保する対策が取られていれば放射線を

過剰に恐れる必要もない。放射線の被ばくには、

悪い面ばかりでなく少量であれば、ホルミシスと

いいホルモンの様に作用し健康増進に役立つとい

う仮説もあるくらいである。ラドン温泉が健康増

進に役立つというのはこういう考え方によるもの

である。具体的な基準値とあわせてどの程度のリ

スクであるのかを具体的な感覚としてとらえ、冷

静に行動することが肝要である。

放射線セシウムの暫定基準値（従来の基準）

飲料水 200Bq/㎏

牛乳・乳製品 200Bq/㎏

野菜類

500Bq/㎏穀類

肉・卵・魚・その他

放射性セシウムの新基準値（Ｈ24.４.１～）

飲料水 10Bq/㎏

牛乳 50Bq/㎏

一般食品 100Bq/㎏

乳児用食品 50Bq/㎏

➡

図３　食品中の放射性物質の新たな基準値（放射性セシウム：Cs-137）
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１．精神疾患の大きな分類

　精神疾患を大きく分けると外因性疾患、内因性

疾患、心因性疾患に分類される。

　外因性疾患は器質性精神障害で脳疾患、脳外

傷、その他の損傷など基礎に大脳の機能不全をき

たす明らかな病因がある。認知症や薬物・アル

コールなどの神経毒による損傷、身体疾患にまつ

わる障害などを含むものである。

　内因性疾患は統合失調症、うつ病、躁病、双極

性障害など脳に生来脆弱性を持つと考えられる疾

患である。

　心因性疾患とは心理的原因が関連しており、神

経症といわれるものが多くを占める。

　この他に発達障害という生来からの特徴を持つ

一群があると考えられる。

２．神経症と考えられる障害

　先ほど述べた心理的原因や環境要因が関連する

障害で、以下のような分類がされている。

　１）恐怖症性不安障害

　２）他の不安障害

　３）強迫性障害

　４）重症ストレス反応

　５）解離性（転換性）障害

　６）身体表現性障害

　７）他の神経性障害

３．神経症について

　恐怖とはそれを恐れる存在がある程度明確なも

のである。広場恐怖、社会恐怖などその存在が大

きく不明瞭なものから高所恐怖、閉所恐怖などそ

の対象が特定されているものがある。これらはそ

の対象を回避しようとする反応を起こすものであ

る。

　不安とはその対象が漠然としていて特定できな

いものである。動悸、胸痛、窒息感、めまい、振

戦、筋緊張、発汗、頭のふらつきなどの自律神経

症状を含む症状が突然起こるもので、パニック障

害が含まれる。

　強迫とは「わかっちゃいるけどやめられない」

もので、それは考えても仕方がないと思っても繰

り返し考える強迫観念と、こんなことをしても仕

方がないと思う行動を繰り返す強迫行為がある。

　ストレスは人間の生活の中で常に感じられてい

るもので、その感じ方は個人個人によって異な

る。強いストレスと感じて症状が出現する。その

ストレスが自分の力では回避できない出来事から

生じるものが心的外傷後ストレス障害（PTSD）

となり、その状況に順応することが難しい状態が

適応障害となる。

　従来ヒステリーと呼ばれる状態は、解離性障害

と身体表現性障害の一部を含んでいた。身体的コ

ントロールや感覚の異変を感じること、意識の変

容（意識障害ではない）が起こるものを解離性障

害と考える。

　一方で診察や検査を重ねても身体的異常が見つ

からず、しかし、身体症状が持続し、それに執着

するような状態を身体表現性障害と呼んでいる。

　また、これらの症状群は重なって起こることも

多くみられ、必ずしも明確に一つの診断名に収束

するわけではないと考えられる。

　前に述べた器質性精神障害、統合失調症、うつ

病、躁病、双極性障害、発達障害においても神経

症的な症状発現は見られ、これも必ずしも重なっ

て診断されてはならないものとは考えられない。

４．小児神経症について

　「小児における特別な神経症が存在するか」と

問われると、それは前述した成人の神経症の分類

に準ずるものとなる。

　国際疾患分類　第10版（ICD－10）によると

「小児に特異的に発症する情緒障害」として分類

している。

小児神経症について教えてくださいＱ30
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　１）小児期の分離不安障害

　２）小児期の恐怖症性不安障害

　３）小児期の社会（社交）不安障害

　４）同胞葛藤症

　５）他の小児期の情緒障害

　分離不安障害は愛着の対象から離れること、別

れることにまつわる過度の不安で、分離する対象

が特定できることもあり、分離恐怖と呼んでもよ

いかもしれない。恐怖症は広い範囲の事物や状況

に対して恐怖を持つものである。社会不安は新し

い環境や社会的な脅威に対して不安になることを

指す。同胞葛藤の多くはすぐ下の同胞が生まれた

後に起こす情緒障害である。

　これらの症状は多かれ少なかれ正常発達におい

てもみられることが多く、そのこと自体が即座に

異常な現象ととらえるべきではない。しかし、そ

の症状が過度で生活自体にも影響を及ぼすような

状態となったときにこれらの診断が下されること

となる。症状が過度になると小児の場合、退行現

象（こども返り）が関わっていることが多い。よ

り年齢の幼い状態になることでそのストレスから

逃れる反応と考えられる。

　基本的に神経症とは、だれもが持つ防御反応の

なかでそれが際立って症状として現れることをい

う。そのためその症状が出現することで自分を

守っている部分もあり、治療に際してその症状が

単になくなればよいというものではない。環境調

整を含め生活全般を考えての対応が必要となり、

症状に関しては生活上不都合があまりない状態を

目指していくことがよいのではないかと考えられ

る。

参考文献

１）融　道男，中根允文，小見山　実，岡崎祐士，大久保善朗

監訳：ICD-10　精神および行動の障害　臨床記述と診断
ガイドライン，医学書院，東京都，2005．
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　文科省は「不登校とは年間30日以上の長期欠席

者のうち、何らかの心理的、情緒的、身体的、あ

るいは社会的要因・背景により児童生徒が登校し

ない、あるいはしたくとも登校できない状況にあ

ること（病気や経済的理由によるものを除く）を

いう」としている。同省の統計では、数年前まで

の漸減傾向から転じて、この５年は児童生徒数の

減少傾向にもかかわらず10数万人と、毎年増えて

いる。ここでは、そこにカウントされない子た

ち、保健室や相談室など、教室以外への登校とい

う状態も考慮して話を進める。具体的には、身体

的愁訴や不安やうつ気分が生じ、自宅から出られ

ないような状態から、出られるが教室に入れない

ような児童生徒までを意識して述べる。

１．対応における原則は何か（その子が 

支援を必要としているという視点）

　対応を考える前に、その子が何らかの不快・不

本意な体験をし、そのようなことがまた起きはし

ないか、あるいは起き続けていて強い不安を抱え

ている、すなわちストレス状態になっている可能

性を思いやることが必要と考える。その上で「不

登校」状態に至った背景因子を一人一人に添って

検討することが対応原則である。例えば、その

子の持ち合わせた能力の問題（発達障害の項参

照）、家庭の保護機能の問題（虐待の項参照）な

どの因子が顕著な場合は、そこに焦点を当てた対

策ということになろうが、いくつかの因子が交絡

している場合や、各因子においては顕著な程度と

は言えないような場合は、関係者の共通理解が得

難くなりがちなこともあり、対応の途を探ること

はなかなか難しい。いずれにせよ、個々の条件や

状態を、その子を巡る複数の立場から検討し、そ

の児童生徒に添って対応することが原則である。

２．学校医としては具体的にどう対応すべ

きか（役割を意識した連携形成を！）

　児童生徒が通常の学校生活を続けられない状態

で相談された時、我が子ならどうするかと考えて

みるとわかりやすい。身近であるほど大人の感情

も湧きやすく、「どうなってしまうのか」「これで

独り立ちできるのか」というような不安が生ず

る。こうした不安をそのまま出すと、「どうして

行けないのだ」「学校くらい行きなさい」といっ

た「登校刺激」を加えることになる。ただ、そう

した登校刺激が必ずしも有効ではなく、むしろ対

応の悪循環となってしまい家庭内が険悪になった

り、その子が自室に籠もったり、暴力的事件が生

じたり、といった事態になることが周知されるよ

うになった。不安を抱えている子にしてみれば、

助けが必要な状態に追い打ちをかけられ、周囲へ

の不安・不信が重なり、ますます孤立することに

なりかねない、ということを学校医としては心し

て置く必要があろう。

　不幸な事態が繰り返された中で、文科省は「登

校刺激」に関する否定的見解を十数年前に示し

た。その後、「登校刺激」一本槍の対応は以前よ

りは控えられるようになったが、学校へ行けず、

家にいる状態が続く児童生徒はどうなるのであろ

うか。日々、不安を感じている家族が、つい、登

校刺激を加えがちになる心情もわからなくはな

く、学校医として相談された場合、悩ましい問題

である。

　例えば、何らかの不安を一人で抱え、我慢しが

ちな子は症状という形で不安が表出するが、登校

できず自宅にいると多くの場合、症状は軽減す

る。家族としては「怠けている」「甘えている」

と感じさせられることにもなる。一方、その子に

登校する考えが少し湧いたとしても「行ってなけ

れば行き難い」「勉強が遅れ、不安」「みんなが何

と思うか」など、登校の閾は高い。こうした、本

人や家族の不安を大きくしないためにも、子ども

が動き出すための程よいきっかけを探ることも必

不登校の対応はどのようにすれば

良いでしょうかＱ31



─ 85 ─

要であろう。こうした想定は、「登校刺激」は控

えるという方針とは一見矛盾することになるが、

どのように考えるべきなのだろうか。

　多くの場合、子どもの気持ちを聞いて休ませた

り、あるいは、もう少し頑張ったらと励ましたり

というように、時に受け止め、時には促しつつ子

どもに接している。ただ、不安が強くなってい

る状態では、家族がいわば、「一人二役」をする

と「言うことが変わる」「本当には自分のことを

わかってくれてない」「大人の思うように動かし

たいだけ」と不信感を抱くようになってしまうこ

とも少なくない。しかしながら、その子には不安

な気持ちをわかってくれる人も、とるべき行動や

とれそうな行動のきっかけを作ってくれる人も、

実はどちらも必要なのである。とすれば、一人の

大人でその子を抱えるのではなく複数の大人が役

割を意識した連携をしてその子を育てていくしか

ない。例えば、母親が受け止め役、担任の先生は

適切な促し役、さらに、学校での受け止め役とし

て養護教諭やスクールカウンセラー、それぞれの

方々が、役割を分担し合う。例えば、担任からは

本人が応じられそうな促しを、母親はその時、本

人に生じるはずの不安を肯定的・共感的に聞く。

そのような関わりと見守りのなかで、その子が自

分の気持ちや不安を言葉にできる力を育ててい

く、このことを当面の子育て目標と意識する。

　このような連携態勢を、誰がどう作っていく

か。そこで一定の役割を果たすことができるのが

学校医であろう。学校医は親や教師という、いわ

ば当事者とはまた違った立場から客観的に助言す

ることができるし、当事者の方々もおそらくその

ような助言を必要としている。不登校の背景因子

如何に関わらず、調整役、あるいは、繋ぎ役（専

門機関紹介など情報提供）としての学校医の役割

は重要であると考えられる。

３．そうした対応の意味合いは何か 

（子育て目標を意識し本人を孤立させない）

　「ヒト」は相矛盾する要素を内包している存在

である。生まれた社会文化に適応できる賢い脳神

経系と、動物としての「快不快原則」、さらに前

頭葉レベルでの快不快もあり、社会的負荷に伴

い、内的葛藤や不安を抱え易い複雑な存在であ

る。そして、不安が強くなった時、それは行動や

症状という形で表出されるものなのである。

　不登校状態になった子は、むしろ「手がかから

なかった子」も多く、幼少期の行動的表出があま

りなく、「表出」が程よい「表現」に育っていな

いことが少なくない（保護者からみると手がかか

らなかった子）。表現は、通常は言語を用いてで

きるようになってほしいわけで、不登校状態を呈

した時は、見方を変えれば、そこを育てる機会で

もある。そして、言語を使えるようになるために

は、言えばわかってもらえそうと思える人がいる

ことが肝要で、その意味での受け止め役が必要な

のである。不登校状態に出会った時の周囲の不

安・焦りは、受け止め役を本人からなくしてしま

い、かえってその子の症状や行動を助長すること

になってしまうと、意識しておくべきである。例

えば、希死念慮など、うつ状態が重度の場合や幻

聴や乖離など「精神病様症状」が考慮される場

合、当面「登校刺激」を控えることになる。た

だ、実際的にはこのような状態は必ずしも多くは

ないと考えられるが、むしろ、そうした状態に追

い込まないためにも、早めに受け止め役をしっか

り作り、本人を孤立させないことが重要である。

４．不登校になった子の予後と学校医の 

役割は？

　社会への適応が難しい状態が続き、閉居状態や

精神疾患発症に至ることもあるが、多くの場合、

少しずつ適応的になっていくという印象を持って

いる。焦りや、一方向的期待や価値観でその子を

追い込むのではなく、双方向的人間関係を保障し

その子を孤立させないことがまず重要である。そ

のためにも、子育て目標として社会への適応力と

ともに、将来も必ず生じうる不安（ストレス）へ

の対処力（言語化力）を育てるという視点が大切

である。不登校状態がこじれないうちに２．で述

べたような連携態勢を作りたいが、そこでの学校

医の助言は意味を持つと考える。
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１．子ども虐待の種類

　児童虐待の防止等に関する法律（以下、児童虐

待防止法）の定義上、子ども虐待は「身体的虐

待」、「性的虐待」、「ネグレクト」、「心理的虐待」

の４類型に定められている（表１）。ただし実際

の臨床上は、複数のタイプが混在している事例

や、いわゆるMSBP（代理によるミュンヒハウゼ
ン症候群）等の明確に分類しがたい事例も稀では

ない。そもそも心理的虐待（親の権利・感情が最

優先され、子どもの権利・感情の優先順位が極め

て低い状態）はあらゆる虐待の根底にある。

　子ども虐待（child abuse）の概念を端的に言
うならば、「養育者と子どもとの圧倒的な “power
（腕力・立場・選択権等）”の差異が誤用・乱用

（ab-use）され、子どものwell-being（健康的に
実存すること）が侵害された状態」である。この

本質を理解するならば、虐待の判断は、親の認識

（「躾である」等）を斟酌すべきではなく、あくま

で子どもが心身の健康上の被害を負っているのか

否か、という基準で判断すべきであることが理解

されよう。

　虐待への気付きは、何をもって虐待と捉えるか

により大きく異なる。死亡や後遺障害を生じうる

損傷を負う被害児（レッド症例）に限れば、その

頻度は地域に１人であるが、医療機関受診を要す

る何らかの健康被害（直接の身体的損傷の他、虐

待の結果としての情緒・行動障害や不適応、身体

症状症等）を生ずる子ども（イエロー症例）と捉

えるとその頻度は学校に１人となる。不適切な養

育環境下におり、支援を要する子ども（グレー）

にまで感度を上げたならば、その頻度はクラスに

１人にまで拡大する。

　虐待は子どもの身体・精神上の健康を大きく脅

かすものであり、その意味で小児期の重大疾病で

ある。適切な支援がなされない場合、慢性進行性

の経過を取り、さらには２/３の症例で次世代に
その影響が伝播する。自然軽快することを、根拠

なく期待してはならない。予防医学的にも、学校

医は重度事例のみを虐待と捉え対応（危機管理の

視点）するのではなく、軽症事例も要支援児童と

捉え対応（子育て支援の視点）することが望まれ

る。

２．子ども虐待への対応

　学校医に相談がある時点で、学校はその子ど

も・家庭に対し何らかの危機を感じていると考

えてよい。ただ、「これは虐待か？」等と質問さ

れ、困惑することもあるかもしれない。しかしそ

のような質問には明確な答えはないし、学校医が

結論を必ず学校にフィードバックする必要性もな

い。虐待の判断は児童相談所が総合的に行うもの

であり、学校医のなすべき仕事は、生じている医

学的状態を客観的に記録し（損傷であれば写真を

記録）、子どもと養育者の説明を逐語録的に記録

し、医学的常識に照らし合わせ矛盾がないか判断

し、虐待の可能性が否定できない場合に、地域に

その事例を繋げる（通告する）ことである。

　虐待の可能性判断を行う場合、親の説明を「そ

ういうこともあるのかもな」と自己の中で合理

化して判断するのではなく、客観的なエビデン

スに基づいて行う（図１）。医学的な判断に迷う

場合、群馬県では「虐待防止医療アドバイザー

制度」を運用しており、利用可能である。通告

に迷う事例であれば積極的に連絡し、活用して

虐待の種類 定　　　　義 例

身体的虐待
児童の身体に外傷が生
じ、又は生じるおそれの
ある暴行を加えること

打撲傷、あざ（内出血）、骨折、頭部外傷、たばこによる火傷など
外見的に明らかな傷害を生じさせる行為。首を絞める、殴る、蹴
る、投げ落とす、熱湯をかける、布団蒸しにする、溺れさせる、
逆さ吊りにする、異物を飲ませる、冬の戸外に閉め出す、縄などに
より身体的に拘束するなどの外傷を生じさせるおそれのある行為

性 的 虐 待
児童にわいせつな行為を
すること又は児童にわい
せつな行為をさせること

子どもへの性交、性的暴行、性的行為の強要・教唆
性器や性交を見せる。ポルノグラフィーの被写体などに子どもを
強要するなど

ネグレクト
（養育の放棄・
怠慢）

児童の心身の正常な発達
を妨げるような著しい減
食又は長時間の放置その
他の保護者としての監護
を著しく怠ること

子どもへの健康・安全への配慮を怠る。子どもに対して継続的に
無視し続けるなど子どもにとって必要な情緒的欲求に応えていな
い。食事、衣服、住居などの極端に不適切で健康状態を損なうほ
どの無関心・怠慢など

心理的虐待 児童に著しい心理的外傷
を与える言動を行うこと

ことばによる脅かし、脅迫をする
子どもを無視したり、拒否的な態度を示す
子どもの心を傷つけることを繰り返し言う
子どもの自尊心を傷つけるような言動をする
他のきょうだいとは著しく差別的な扱いをする
DVの環境下で子どもを養育する

表１　児童虐待の種類

子どもの虐待の種類と対応について教えて

くださいＱ32
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いただきたい（こどもホットライン電話：0120-
783884）。
　身体診察と合わせ、子ども・親への面接は虐待

の判断に極めて重要である。しかし、学校医が根

掘り葉掘り聞く必要はない。虐待の可能性判断に

は「Who」 did 「What」が分かれば十分である。
その上で虐待の重症度トリアージ（図２）を行

い、速やかに対応すべきと判断される場合、その

ことを通告時に申し添える。詳細な被害事実の確

認は、入院や一時保護等で子どもの安全が担保さ

れた後、専門機関が調査を尽くせばいい。

　また、虐待行為が明白であったとしても、学校

医が親にそのことを告げる必要はない（特に、関

係性の基盤が何らない状況で、虐待をしないよう

に親に指導を行うことはかえって子どもを危険に

さらすこととなる）。学校医が行う虐待対応上の

使命はあくまで、虐待の可能性のある子どもを地

域に繋げ事例化することである。

　本邦ではいまだに虐待を疑い通告することに、

“密告 ” という負のイメージが強く存在し、確証

がなければ通告をしないという判断を学校が下す

ことも少なくない。しかし、虐待を疑うことは、

真の親子のニーズを見つめるために必要な “診断

技術 ”であり、通告は支援を開始するための、“治

療行為 ”である。学校医は、子どもの健康問題に

責任を持つ医師として、通告を積極的に行うこと

の意義を学校と共有し、助言を行う立場にある。

３．将来的なネットワーク構築

　北九州市では、学校医が積極的に学校からの虐

待疑い例の相談を医療的問題として引き受け、学

校医と連携した地域の中核病院へ繋ぎ、病院の院

内虐待対応組織が、医学的精査や通告を組織とし

て行う、という取り組みを開始している。

　群馬県でもそのような体制を将来的に実施可能

とすべく、受諾側の二次医療機関の体制整備に向

けた取り組みを進めることが望まれるが、そのた

めには、学校医の積極的な参与も欠かすことが出

来ない。

　地域の子ども虐待二次予防（早期発見、早期支

援開始）上、学校医は極めて重要な責務を負って

おり、また大きな可能性を秘めている。

図１　虐待を疑うべき身体症状

項　　　目 虐 待 の 可 能 性 が 高 い

皮膚損傷

挫 傷 多発性
新旧混合
不自然な分布
感染合併

手形・物の形
挫傷・熱傷の存在部位

＊被服部位、手背、足底、大腿内側に存在した場
合も虐待を考慮

熱 傷 辺縁明瞭で深い

頭部損傷

頭蓋内出血 硬膜下血腫、新旧血腫の併存

頭蓋骨骨折 多発性、両側性、骨折線離開
頭頂部陥没

骨 折

部 位 骨幹端骨折、肋骨・棘突起骨折
胸骨骨折、肩甲骨骨折

形 態 らせん状骨折、鉛管骨折

年 齢 ２歳未満

そ の 他 CPA-OA
治療奏功しない慢性頭痛・腹痛等

虐待の可能性が高い 虐待の可能性は低い

最 重 度
身 体 的 ●頭部・腹部意図的外傷の可能性　●意図的窒息の可能性　●心中企図

ネ グ レ ク ト ●脱水症状や低栄養で衰弱
●重度の急性・慢性疾患等を放置（障害児の受容拒否に注意）

重　 度

性 虐 待 ●性的行動化・性器外傷・性虐待の告白（性虐待の対応は、原則分離保護）

身 体 的 ●医療を必要とする外傷
●外傷の重症度は高くないが、子どもが執拗に傷つけられている

ネ グ レ ク ト ●（器質的疾患によらない）著明な成長障害・発達の遅れ　●家に監禁（登校禁止）
●必要な衣食住が保障されていない

心 理 的 ●子どもに医療ケアを要する精神症状

中 等 度
身 体 的 ●外傷を負う可能性のある暴力を受けている

ネ グ レ ク ト ●大人の監護がない状況で長時間放置
●生活環境・育児条件が極めて不良で改善が望めない

軽 度
身体・ネグレクト ●外傷にならない暴力　●子どもへの健康問題を起こすほどではないネグレクト

ネ グ レ ク ト ●家庭内にDVあり　●顕著なきょうだい間差別　●暴言・罵倒・脅迫
●長期にわたり情緒的ケアを受けていない

図２　虐待の重症度判定目安
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１．発達障害の定義

　平成17年に発達障害者支援法が施行された。こ

の法律での発達障害の定義は、発達障害とは、自

閉症、アスペルガー症候群などの広汎性発達障

害、学習障害、注意欠陥多動性障害などの脳機能

の障害で、症状が通常低年齢で発現し、できるだ

け早期に心理機能の適正な発達、円滑な社会生活

の促進のための支援が特に重要であるものと定め

られている。

　１）自閉症、高機能自閉症、アスペルガー症候

群などの広汎性発達障害

　自閉症とは、３歳位までに現れ（１）他人との

社会的関係の形成の困難さ（２）言葉の発達の遅

れ（３）興味や関心が狭く特定のものにこだわる

ことを特徴とする行動の障害であり、中枢神経系

に何らかの要因による機能不全があると推定され

る。高機能自閉症は、そのうち知的発達の遅れを

伴わないものをいう。また、アスペルガー症候群

は、知的発達も言葉の発達の遅れも伴わないもの

をいう。広汎性発達障害は、自閉的な特徴を持つ

状態を総称した概念である。

　２）注意欠陥多動性障害

　年齢あるいは発達に不釣り合いな注意力、およ

び又は衝動性、多動性を特徴とする行動の障害

で、社会的な活動や学業の機能に支障をきたすも

のである。また、７歳以前に現れ、その状態が継

続し中枢神経系に何らかの要因による機能不全が

あると推定される。

　３）学習障害

　基本的には全般的な知的発達には遅れはない

が、聞く、話す、読む、書く、計算する又は推論

する能力のうち特定の物の習得と使用に著しい困

難を示す様々な状態を指すものである。その原因

として、中枢神経系に何らかの機能障害があると

推定されるが、視覚障害、聴覚障害、知的障害、

情緒障害などの障害や、環境的な要因が直接の原

因となるものではない。

　発達障害とは上記の基本特性があり、そのため

に生活上に困難を生じている状態であり、大切な

ことは、基本特性自体が障害なのではないという

ことである。

２．学校で問題となる状態

　１）小学校に入学後まず問題になるのは、授業

中に勝手な行動をする、協調性が乏しい、対

人トラブルを起こすといった行動である。わ

かりやすい指示の出し方を工夫したり、席を

前にしたりして対応しても改善しないと、学

校では発達障害の存在について意識すること

になる。しかし、家庭ではそのことを理解す

ることは難しい。そのため、意識のずれが生

じ、対応に苦慮することもある。

　２）中学生あるいは高校生になって初めて問題

に気づかれる場合は、個々の基本特性がそれ

ほど目立たず、知的にも境界レベル以上のこ

とが多い。思春期年代になり学校生活や仲間

関係が複雑になるにつれて、徐々に周囲の子

どもたちとの違いが明らかになる。他生徒か

らのいじめやからかいの的にされることもあ

る。学業不振は、自尊感情の低下につながり

やすい。その結果、不登校やうつ状態にな

り、医療機関を受診するきっかけになること

は少なくない。

３．学校医としてどのように対応すれば 

良いか

　１）発達障害は、１つの障害だけでなく、他の

障害もあわせもっていることもあり（図）、

うつ状態や強迫性障害などの併存症状を示す

こともある。大切なことは、一人一人の特性

をきちんと把握し、今何に困っているのか具

体的にすることである。診断が確定しないか

ら支援が始められないというのではない。そ

の子が伸びていくためにはどうすれば良い

か、また将来を見据えて今どんな支援をすべ

発達障害の定義と対応について教えてくださいＱ33
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きかを考えていくことである。環境調整とし

て、気になる刺激を取り除く、席順を工夫す

る、スケジュールや手順表の使用などを工夫

する。また、適切な行動を学べるように支援

することも必要である。具体的には、長所や

できたことに注目して認め、ほめる。「して

はいけない」という否定的な言葉を使うより

も、肯定的にとるべき行動を「こうしよう

ね」と具体的に伝えることが重要である。そ

して適切な行動ができたら必ずその場で認め

ることをしていく。自尊感情が損なわれない

ようにする。

　２）子どもの不登校・反抗・非行の背景に発達

障害が存在することは少なくない。虐待環境

や保護者の精神疾患などがその背景にある場

合には、不良な経過をたどりやすく、慎重な

対応が必要である。また、逆に虐待環境があ

ると、発達障害と似た症状を示すことがある

ことにも注意が必要である。

　３）行動障害や不安障害、強迫性障害、チック

や睡眠障害、昼間遺尿、選択性緘黙などの併

存障害やてんかん発作の出現に対する対応も

必要である。必要に応じて、専門の医療機関や

相談機関につなげていくことが必要である。

　４）気づかれにくい発達障害として学習障害が

ある。学習面での問題があっても行動面の問

題がなければ周囲からはあまり問題視される

ことがないため、注意が必要である。

４．相談機関の利用や、医療機関の受診に

ついて

　１）入学してから気付いた場合

　校内のコーディネーターを中心に話し合いを持

ち、児童の理解に努める。そこで提案された支援

を実践し、保護者と連絡をとる。この際に、保護

者の心情に十分配慮する必要がある。その上で、

必要に応じて各市町村の教育委員会、通級指導教

室の担当者に相談する。市町村独自に発達支援セ

ンターがあるところは、そこと連携することも必

要である。

　群馬県の相談機関としては、群馬県発達障害者

支援センターがあり、生涯にわたって相談するこ

とができる。また、児童相談所では、家庭のことも

含めて対応してもらえる。診断をきちんとする必

要がある場合や、投薬の必要性について検討が必

要な場合は、医療機関の受診を勧める必要がある。

　２）就学前から医療機関や相談機関に通ってい

る場合

　まず、保護者の今までの努力と思いを十分配慮

した上で、きちんと話し合うことが必要である。

そして必要に応じて、担当の医療機関や相談機関

と連絡を取り合うことが大切である。投薬の有無

や指導方針などを確かめ、共通の理解をもつこと

である。

群馬県総合教育センター

伊勢崎市今泉町１-233-２　電話0270-26-9211

群馬県発達障害者支援センター

前橋市新前橋町13-12　電話027-254-5380

児童相談所

　中央児童相談所

前橋市野中町360-１　電話027-261-1000

　中央児童相談所北部支所

渋川市金井394　電話0279-20-1010

　西部児童相談所

高崎市高松町６　電話027-322-2498

　東部児童相談所

太田市新田木崎町369-５　電話0276-57-6111
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１．特別支援教育とは

　平成19年４月１日に学校教育法が改正され、従

来の特殊教育は、特別支援教育へと変わった。特

別支援教育は、障害のある幼児児童生徒の自立や

社会参加に向けた主体的な取組を支援するという

視点に立ち、幼児児童生徒一人一人の教育的ニー

ズを把握し、その持てる力を高め、生活や学習上

の困難を改善又は克服するため、適切な指導及び

必要な支援を行うものである。

　また、特別支援教育は、これまでの特殊教育の

対象の障害だけでなく、知的な遅れのない発達障

害も含め、特別の支援を必要とする幼児児童生徒

が在籍するすべての学校において実施されるもの

である。

２．特別支援教育の対象

　１）特別支援学校

　障害の程度が比較的重い子どもを対象とした学

校である。学校により幼稚部、小学部、中学部、

高等部が設置されており、一人一人の子どもたち

がもつ能力を高め、生活や学習をする上での困難

さを改善・克服するための専門性の高い教育を

行っている。対象は、視覚障害、聴覚障害、知的

障害、肢体不自由、病弱・身体虚弱である。

　※平成19年の学校教育法の改正により、従来の

障害種ごとに分けられた盲・聾・養護学校から、

複数の障害種に対応することができる特別支援学

校に替わった（これまで通り障害種ごとの学校を

設置することもできる）。

　２）特別支援学級

　通常の学級における指導では十分な成果を上げ

ることが困難な児童生徒に対し、一人一人の障害

の種類や程度に応じた指導を行うため、小中学校

に設置をされた学級である。対象は、知的障害、

肢体不自由、病弱・身体虚弱、弱視、難聴、言語

障害、自閉症、情緒障害である。

図１　特別支援教育の対象の概念図　文部科学省資料

特別支援教育について教えてくださいＱ34
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　３）通級による指導

　小中高等学校の通常の学級に在籍する比較的障

害の程度が軽度な児童生徒で、ほとんどの授業を

通常の学級で受けながら、障害の状況に応じて週

８時間を超えない範囲で特別の指導を行う。対象

は、言語障害、自閉症、情緒障害、弱視、難聴、

学習障害、注意欠陥多動性障害、肢体不自由、病

弱・身体虚弱である。

　４）通常の学級における特別支援教育

　通常の学級に在籍する障害のある児童生徒につ

いて、一人一人の障害の状態に応じた指導内容や

方法を工夫した指導や支援を行う。

３．特別支援教育の充実

　１）学校における医療的ケア

　喀痰吸引や経管栄養等の医療的ケアが日常的に

必要な児童生徒等（以下「医療的ケア児」とい

う。）が学校において教育を受ける機会を確保す

るため、特別支援学校等に看護師を配置して学校

内で医療的ケアを実施している。

　群馬県では、教育委員会が設置する医師や看護

師等の専門家や保護者、大学教授等で構成される

群馬県医療・教育連携推進協議会及び医療的ケア

等安全対策チームにおける協議を通じた助言に基

づき、県立特別支援学校の医療的ケアを実施して

いる。

　医療的ケアの実施については、県教育委員会が

委嘱する指導医の指導の下、学校に配置した看護

師が教育活動の一環として行っている。また、法

令に基づく一定の研修を修了し、群馬県知事の認

定を受けた教員が看護師と協働で医療的ケアを行

うケースもある。

　各学校は校内委員会等を設置し、養護教諭を中

心として、実施体制を構築し、保護者との連携・

協力のもと医療的ケアを行っている。

　医療的ケア児の在籍する学校においては、指導

医と学校医、主治医の連携も必要であり、医療的

ケアの実施要領や個別マニュアル等の確認や、緊

急時に係る指導・助言、など連携の内容も多岐に

わたる。

　近年では、小学校や中学校においても医療的ケ

アを必要とする児童生徒の就学が進んでおり、市

町村の教育委員会が、対応にあたっている。今後

群馬県全体で医療的ケア児の支援について検討

し、より安全安心な実施体制を構築していく必要

がある。

　２）入院児童生徒に対する教育保障

　群馬県では、唯一の病弱特別支援学校であり、

県内８カ所の病院に教場を設置する県立赤城特別

支援学校（本校：群馬大学医学部附属病院隣接）

が、病気療養等により入院する児童生徒に対し

て、学習の空白を生じさせないように教育の保障

を行っている。

　入院が長期にわたる場合は在籍を移すことを基

本としているが、入院期間が３週間未満の児童生

徒については、本人保護者の希望がある場合、特

別支援学校のセンター的機能による「訪問指導」

図２　学校における医療的ケアの実施体制（例）
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を行っている。

　また、教場が設置されている指定病院（図３）

以外の医療機関に入院した場合にも、教員を派遣

して教育を行う「訪問教育」を実施している。

４．特別支援教育を推進する仕組み

　１）特別支援学校のセンター的機能の活用

　特別支援学校は、在籍する幼児児童生徒への専

門性の高い教育を行う他に、地域の幼稚園、保育

所、小学校、中学校、高等学校等からの要請に基

づいて、障害のある子どもの理解や指導及び支援

方法、個別の教育支援計画・個別の指導計画の作

成及び活用等に関する相談・助言、特別支援教育

に関する研修の提供等、特別支援教育のセンター

としての機能を積極的に果たすことになってい

る。

　群馬県では、県立特別支援学校の特別支援教育

コーディネーターを「専門アドバイザー」と名付

け、小中学校等からの相談業務に当たっている。

　また、特別支援学校のセンター的機能を強化す

るとともに、より専門的な見地から相談・助言を

行うため、外部専門家（作業療法士、理学療法

士、言語聴覚士、臨床心理士、臨床発達心理士）

と連携し、小中学校等へ派遣している。

　２）交流及び共同学習の推進

　平成23年８月５日に障害者基本法が改正され

た。この中では、「国及び地方公共団体は、障害

者である児童及び生徒と障害者でない児童及び生

徒との交流及び共同学習を積極的に進めることに

よって、その相互理解を促進しなければならな

い。」と明記されている。

　また、平成25年９月に学校教育法施行令が改正

され、就学基準（特別支援学校への就学が適当と

判断される障害の状態）に該当する障害のある児

童生徒等は原則特別支援学校に就学するという従

来の仕組みを改め、障害の状態の他、医師等の専

門家や保護者の意見等を踏まえた総合的な観点か

ら就学先を決定する仕組みへ変わった。これによ

り、障害のあるなしにかかわらず、すべての子ど

もが地域で学ぶことを基盤とするインクルーシブ

教育システムの構築がより一層進められることに

なった。

　障害のある子どもと障害のない子どもの交流及

び共同学習を推進することは、障害のある幼児児

図３　赤城特別支援学校の指定病院

本 校 群馬大学医学部附属病院（隣接、院内）

分 校 県立小児医療センター

院内教室 前橋赤十字病院

群馬中央病院

桐生厚生総合病院

伊勢崎市民病院

公立藤岡総合病院

公立富岡総合病院

特別支援学校は、地域の特別支援教育のセンター的役割を担う

特別支援学校

特別支援学校

医療福祉
労働大学

保育所 幼稚園

高校小学校
中学校

連携

支援

学校教育法等の一部改正（H19.４～）

センター的機能の具体例

①小・中学校等の教員への支援

②特別支援教育等に関する相談・情報提供

③障害のある児童生徒等への指導・支援

④福祉、医療、労働関係機関等との連絡・調整

⑤小・中学校等の教員に対する研修協力

⑥障害のある児童生徒等への施設設備等の提供

特別支援学校のセンター的機能

図４　特別支援学校のセンター的機能　文部科学省資料



─ 93 ─

童生徒の自立と社会参加を促進するとともに、社

会を構成するすべての人々がお互いに助け合い、

支え合って生きていくことを学ぶ機会となる。ま

た、このことは、我が国が目指す「誰もが相互に

人格と個性を尊重し合える共生社会の形成」に大

いに役立つものである。

　群馬県では、平成30年４月に策定された第２期

特別支援教育推進計画において、「基本目標５共

に生き、共に学ぶ環境の実現」として、「学校に

おける交流および共同学習の充実を図り、障害の

あるなしにかかわらず、共に触れ合い、共感し合

うことを通して、すべての子どもたちが共に生

き、共に学ぶ地域社会の実現を目指していきま

す。」を定め、交流および共同学習の推進を図っ

ている。

５．特別支援教育の充実に向けた 

 関係機関の連携

　特別支援教育を充実させるためには、早期から

の相談・支援体制の整備や学校卒業後の生活も視

野においたキャリア教育の推進等、ライフステー

ジに応じた一貫性のある支援を行うことが求めら

れている。そのためには、日頃から、教育、医

療、保健、福祉、労働等の幼児児童生徒の支援に

かかわる者が「顔の見える」関係づくりを進め、

チームによる支援を行うことが大切である。その

場合、本人及び保護者のニーズに応じた適切な支

援を行うため、学校が保護者と共に作成する「個

別の教育支援計画」や市町村が作成する「相談支

援ファイル」等の引継ぎや活用に努めることが必

要である。

図５　ライフステージに応じた連続性のある支援システム
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学校保健安全法

 （昭和33年４月10日　法律第56号）

 最終改正：平成27年６月24日法律第46号

第１章　総　則

（目　的）

第１条　この法律は、学校における児童生徒等及

び職員の健康の保持増進を図るため、学校にお

ける保健管理に関し必要な事項を定めるととも

に、学校における教育活動が安全な環境におい

て実施され、児童生徒等の安全の確保が図られ

るよう、学校における安全管理に関し必要な事

項を定め、もって学校教育の円滑な実施とその

成果の確保に資することを目的とする。

（定　義）

第２条　この法律において「学校」とは、学校教

育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する

学校をいう。

２　この法律において「児童生徒等」とは、学校

に在学する幼児、児童、生徒又は学生をいう。

（国及び地方公共団体の責務）

第３条　国及び地方公共団体は、相互に連携を図

り、各学校において保健及び安全に係る取組が

確実かつ効果的に実施されるようにするため、

学校における保健及び安全に関する最新の知見

及び事例を踏まえつつ、財政上の措置その他の

必要な施策を講ずるものとする。

２　国は、各学校における安全に係る取組を総合

的かつ効果的に推進するため、学校安全の推進

に関する計画の策定その他所要の措置を講ずる

ものとする。

３　地方公共団体は、国が講ずる前項の措置に準

じた措置を講ずるように努めなければならな

い。

第２章　学校保健

　第１節　学校の管理運営等

（学校保健に関する学校の設置者の責務）

第４条　学校の設置者は、その設置する学校の児

童生徒等及び職員の心身の健康の保持増進を図

るため、当該学校の施設及び設備並びに管理運

営体制の整備充実その他の必要な措置を講ずる

よう努めるものとする。

（学校保健計画の策定等）

第５条　学校においては、児童生徒等及び職員の

心身の健康の保持増進を図るため、児童生徒等

及び職員の健康診断、環境衛生検査、児童生徒等

に対する指導その他保健に関する事項について

計画を策定し、これを実施しなければならない。

（学校環境衛生基準）

第６条　文部科学大臣は、学校における換気、採

光、照明、保温、清潔保持その他環境衛生に

係る事項（学校給食法（昭和29年法律第160号）

第９条第１項（夜間課程を置く高等学校におけ

る学校給食に関する法律（昭和31年法律第157

号）第７条及び特別支援学校の幼稚部及び高等

部における学校給食に関する法律（昭和32年法

律第118号）第６条において準用する場合を含

む。）に規定する事項を除く。）について、児童

生徒等及び職員の健康を保護する上で維持され

ることが望ましい基準（以下この条において

「学校環境衛生基準」という。）を定めるものと

する。

２　学校の設置者は、学校環境衛生基準に照らし

てその設置する学校の適切な環境の維持に努め

なければならない。

３　校長は、学校環境衛生基準に照らし、学校の

環境衛生に関し適正を欠く事項があると認めた

場合には、遅滞なく、その改善のために必要な

措置を講じ、又は当該措置を講ずることができ

ないときは、当該学校の設置者に対し、その旨

を申し出るものとする。

（保健室）

第７条　学校には、健康診断、健康相談、保健指

導、救急処置その他の保健に関する措置を行う

ため、保健室を設けるものとする。

　第２節　健康相談等

（健康相談）

第８条　学校においては、児童生徒等の心身の健

康に関し、健康相談を行うものとする。
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（保健指導）

第９条　養護教諭その他の職員は、相互に連携し

て、健康相談又は児童生徒等の健康状態の日常

的な観察により、児童生徒等の心身の状況を把

握し、健康上の問題があると認めるときは、遅

滞なく、当該児童生徒等に対して必要な指導を

行うとともに、必要に応じ、その保護者（学校

教育法第16条に規定する保護者をいう。第24条

及び第30条において同じ。）に対して必要な助

言を行うものとする。

（地域の医療機関等との連携）

第10条　学校においては、救急処置、健康相談又

は保健指導を行うに当たっては、必要に応じ、

当該学校の所在する地域の医療機関その他の関

係機関との連携を図るよう努めるものとする。

　第３節　健康診断

（就学時の健康診断）

第11条　市（特別区を含む。以下同じ。）町村の

教育委員会は、学校教育法第17条第１項の規定

により翌学年の初めから同項に規定する学校に

就学させるべき者で、当該市町村の区域内に住

所を有するものの就学に当たって、その健康診

断を行わなければならない。

第12条　市町村の教育委員会は、前条の健康診断

の結果に基づき、治療を勧告し、保健上必要な

助言を行い、及び学校教育法第17条第１項に規

定する義務の猶予若しくは免除又は特別支援学

校への就学に関し指導を行う等適切な措置をと

らなければならない。

（児童生徒等の健康診断）

第13条　学校においては、毎学年定期に、児童生

徒等（通信による教育を受ける学生を除く。）

の健康診断を行わなければならない。

２　学校においては、必要があるときは、臨時

に、児童生徒等の健康診断を行うものとする。

第14条　学校においては、前条の健康診断の結果

に基づき、疾病の予防処置を行い、又は治療を

指示し、並びに運動及び作業を軽減する等適切

な措置をとらなければならない。

（職員の健康診断）

第15条　学校の設置者は、毎学年定期に、学校の

職員の健康診断を行わなければならない。

２　学校の設置者は、必要があるときは、臨時

に、学校の職員の健康診断を行うものとする。

第16条　学校の設置者は、前条の健康診断の結果

に基づき、治療を指示し、及び勤務を軽減する

等適切な措置をとらなければならない。

（健康診断の方法及び技術的基準等）

第17条　健康診断の方法及び技術的基準について

は、文部科学省令で定める。

２　第11条から前条までに定めるもののほか、健

康診断の時期及び検査の項目その他健康診断に

関し必要な事項は、前項に規定するものを除

き、第11条の健康診断に関するものについては

政令で、第13条及び第15条の健康診断に関する

ものについては文部科学省令で定める。

３　前２項の文部科学省令は、健康増進法（平成

14年法律第103号）第９条第１項に規定する健

康診査等指針と調和が保たれたものでなければ

ならない。

（保健所との連絡）

第18条　学校の設置者は、この法律の規定による

健康診断を行おうとする場合その他政令で定め

る場合においては、保健所と連絡するものとす

る。

　第４節　感染症の予防

（出席停止）

第19条　校長は、感染症にかかっており、かかっ

ている疑いがあり、又はかかるおそれのある児

童生徒等があるときは、政令で定めるところに

より、出席を停止させることができる。

（臨時休業）

第21条　学校の設置者は、感染症の予防上必要が

あるときは、臨時に、学校の全部又は一部の休

業を行うことができる。

（文部科学省令への委任）

第21条　前２条（第19条の規定に基づく政令を含

む。）及び感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律（平成10年法律第114号）

その他感染症の予防に関して規定する法律（こ

れらの法律に基づく命令を含む。）に定めるも

ののほか、学校における感染症の予防に関し必

要な事項は、文部科学省令で定める。

　第５節　学校保健技師並びに学校医、学校歯科

医及び学校薬剤師

（学校保健技師）

第22条　都道府県の教育委員会の事務局に、学校

保健技師を置くことができる。
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２　学校保健技師は、学校における保健管理に関

する専門的事項について学識経験がある者でな

ければならない。

３　学校保健技師は、上司の命を受け、学校にお

ける保健管理に関し、専門的技術的指導及び技

術に従事する。

（学校医、学校歯科医及び学校薬剤師）

第23条　学校には、学校医を置くものとする。

２　大学以外の学校には、学校歯科医及び学校薬

剤師を置くものとする。

３　学校医、学校歯科医及び学校薬剤師は、それ

ぞれ医師、歯科医師又は薬剤師のうちから、任

命し、又は委嘱する。

４　学校医、学校歯科医及び学校薬剤師は、学校

における保健管理に関する専門的事項に関し、

技術及び指導に従事する。

５　学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の職務執

行の準則は、文部科学省令で定める。

　第６節　地方公共団体の援助及び国の補助

（地方公共団体の援助）

第24条　地方公共団体は、その設置する小学校、

中学校、義務教育学校、中等教育学校の前期課

程又は特別支援学校の小学部若しくは中学部の

児童又は生徒が、感染性又は学習に支障を生ず

るおそれのある疾病で政令で定めるものにかか

り、学校において治療の指示を受けたときは、

当該児童又は生徒の保護者で次の各号のいずれ

かに該当するものに対して、その疾病の治療の

ための医療に要する費用について必要な援助を

行うものとする。

１　生活保護法（昭和25年法律第144号）第６条

第２項に規定する要保護者

２　生活保護法第６条第２項に規定する要保護者

に準ずる程度に困窮している者で政令で定める

もの

（国の補助）

第25条　国は、地方公共団体が前条の規定により

同条第１号に掲げる者に対して援助を行う場合

には、予算の範囲内において、その援助に要す

る経費の一部を補助することができる。

２　前項の規定により国が補助を行う場合の補助

の基準については、政令で定める。

第３章　学校安全

（学校安全に関する学校の設置者の責務）

第26条　学校の設置者は、児童生徒等の安全の確

保を図るため、その設置する学校において、事

故、加害行為、災害等（以下この条及び第29条

第３項において「事故等」という。）により児

童生徒等に生ずる危険を防止し、及び事故等に

より児童生徒等に危険又は危害が現に生じた場

合（同条第１項及び第２項において「危険等発

生時」という。）において適切に対処すること

ができるよう、当該学校の施設及び設備並びに

管理運営体制の整備充実その他の必要な措置を

講ずるよう努めるものとする。

（学校安全計画の策定等）

第27条　学校においては、児童生徒等の安全の確

保を図るため、当該学校の施設及び設備の安全

点検、児童生徒等に対する通学を含めた学校生

活その他の日常生活における安全に関する指

導、職員の研修その他学校における安全に関す

る事項について計画を策定し、これを実施しな

ければならない。

（学校環境の安全の確保）

第28条　校長は、当該学校の施設又は設備につい

て、児童生徒等の安全の確保を図る上で支障と

なる事項があると認めた場合には、遅滞なく、

その改善を図るために必要な措置を講じ、又は

当該措置を講ずることができないときは、当該

学校の設置者に対し、その旨を申し出るものと

する。

（危険等発生時対処要領の作成等）

第29条　学校においては、児童生徒等の安全の確

保を図るため、当該学校の実情に応じて、危険

等発生時において当該学校の職員がとるべき措

置の具体的内容及び手順を定めた対処要領（次

項において「危険等発生時対処要領」という。）

を作成するものとする。

２　校長は、危険等発生時対処要領の職員に対す

る周知、訓練の実施その他の危険等発生時にお

いて職員が適切に対処するために必要な措置を

講ずるものとする。

３　学校においては、事故等により児童生徒等に

危害が生じた場合において、当該児童生徒等及

び当該事故等により心理的外傷その他の心身の

健康に対する影響を受けた児童生徒等その他の
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関係者の心身の健康を回復させるため、これら

の者に対して必要な支援を行うものとする。こ

の場合においては、第10条の規定を準用する。

（地域の関係機関等との連携）

第30条　学校においては、児童生徒等の安全の確

保を図るため、児童生徒等の保護者との連携を

図るとともに、当該学校が所在する地域の実情

に応じて、当該地域を管轄する警察署その他の

関係機関、地域の安全を確保するための活動を

行う団体その他の関係団体、当該地域の住民そ

の他の関係者との連携を図るよう努めるものと

する。

第４章　雑　則

（学校の設置者の事務の委任）

第31条　学校の設置者は、他の法律に特別の定め

がある場合のほか、この法律に基づき処理すべ

き事務を校長に委任することができる。

（専修学校の保健管理等）

第32条　専修学校には、保健管理に関する専門的

事項に関し、技術及び指導を行う医師を置くよ

うに努めなければならない。

２　専修学校には、健康診断、健康相談、保健指

導、救急処置等を行うため、保健室を設けるよ

うに努めなければならない。

３　第３条から第６条まで、第８条から第10条ま

で、第13条から第21条まで及び第26条から前条

までの規定は、専修学校に準用する。
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学校保健安全法施行令

 （昭和33年６月10日　政令第174号）

 最終改正：平成27年12月16日政令第421号

　内閣は、学校保健法（昭和33年法律第56号）第

10条第２項、第12条、第17条、第18条第３項及び

第20条の規定に基き、この政令を制定する。

（就学時の健康診断の時期）

第１条　学校保健安全法（昭和33年法律第56号。

以下「法」という。）第11条の健康診断（以下

「就学時の健康診断」という。）は、学校教育法

施行令（昭和28年政令第340号）第２条の規定

により学齢簿が作成された後翌学年の初めか

ら４月前（同令第５条、第７条、第11条、第14

条、第15条及び第18条の２に規定する就学に関

する手続の実施に支障がない場合にあっては、

３月前）までの間に行うものとする。

２　前項の規定にかかわらず、市町村の教育委員

会は、同項の規定により定めた就学時の健康診

断の実施日の翌日以後に当該市町村の教育委員

会が作成した学齢簿に新たに就学予定者（学校

教育法施行令第５条第１項に規定する就学予定

者をいう。以下この項において同じ。）が記載

された場合において、当該就学予定者が他の市

町村の教育委員会が行う就学時の健康診断を受

けていないときは、当該就学予定者について、

速やかに就学時の健康診断を行うものとする。

（検査の項目）

第２条　就学時の健康診断における検査の項目

は、次のとおりとする。

　１．栄養状態

　２．脊柱及び胸郭の疾病及び異常の有無

　３．視力及び聴力

　４．眼の疾病及び異常の有無

　５．耳鼻咽頭疾患及び皮膚疾患の有無

　６．歯及び口腔の疾病及び異常の有無

　７．その他の疾病及び異常の有無

（保護者への通知）

第３条　市（特別区を含む。以下同じ。）町村の

教育委員会は、就学時の健康診断を行うに当

たって、あらかじめ、その日時、場所及び実施

の要領等を法第11条に規定する者の学校教育法

（昭和22年法律第26号）第16条に規定する保護

者（以下「保護者」という。）に通知しなけれ

ばならない。

（就学時健康診断票）

第４条　市町村の教育委員会は、就学時の健康診

断を行ったときは、文部科学省令で定める様式

により、就学時健康診断票を作成しなければな

らない。

２　市町村の教育委員会は、翌学年の初めから15

日前までに、就学時健康診断票を就学時の健康

診断を受けた者の入学する学校の校長に送付し

なければならない。

（保健所と連絡すべき場合）

第５条　法第18条の政令で定める場合は、次に掲

げる場合とする。

　１．法第19条の規定による出席停止が行われた

場合

　２．法第20条の規定による学校の休業を行った

場合

（出席停止の指示）

第６条　校長は、法第19条の規定により出席を停

止させようとするときは、その理由及び期間を

明らかにして、幼児、児童又は生徒（高等学校

（中等教育学校の後期課程及び特別支援学校の

高等部を含む。以下同じ。）の生徒を除く。）に

あってはその保護者に、高等学校の生徒又は学

生にあっては当該生徒又は学生にこれを指示し

なければならない。

２　出席停止の期間は、感染症の種類等に応じ

て、文部科学省令で定める基準による。

（出席停止の報告）

第７条　校長は、前条第１項の規定による指示を

したときは、文部科学省令で定めるところによ

り、その旨を学校の設置者に報告しなければな

らない。

（感染性又は学習に支障を生ずるおそれのある疾病）

第８条　法第24条の政令で定める疾病は、次に掲

げるものとする。
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　１．トラコーマ及び結膜炎

　２．白癬、疥癬及び膿痂疹

　３．中耳炎

　４．慢性副鼻腔炎及びアデノイド

　５．齲歯

　６．寄生虫病（虫卵保有を含む。）

（要保護者に準ずる程度に困窮している者）

第９条　法第24条第２号の政令で定める者は、当

該義務教育諸学校（小学校、中学校、義務教育

学校、中等教育学校の前期課程又は特別支援学

校の小学部若しくは中学部をいう。）を設置す

る地方公共団体の教育委員会が、生活保護法

（昭和25年法律第144号）第６条第２項に規定す

る要保護者（以下「要保護者」という。）に準

ずる程度に困窮していると認める者とする。

２　教育委員会は、前項に規定する認定を行うた

め必要があるときは、社会福祉法（昭和26年法

律第45号）に定める福祉に関する事務所の長及

び民生委員法（昭和23年法律第198号）に定め

る民生委員に対して、助言を求めることができ

る。

（補助の基準）

第10条　法第25条第１項の規定による国の補助

は、法第24条の規定による同条第１号に掲げる

者に対する援助に要する経費の額の２分の１に

ついて行うものとする。ただし、小学校、中学

校及び義務教育学校並びに中等教育学校の前期

課程又は特別支援学校の小学部及び中学部の別

により、文部科学大臣が毎年度定める児童及び

生徒１人一疾病当たりの医療費の平均額に、都

道府県に係る場合にあっては次項の規定により

文部科学大臣が当該都道府県に配分した児童及

び生徒の被患者の延数をそれぞれ乗じて得た

額、市町村に係る場合にあっては第３項の規定

により都道府県の教育委員会が当該市町村に配

分した児童及び生徒の被患者の延数をそれぞれ

乗じて得た額の２分の１を限度とする。

２　文部科学大臣は、毎年度、別表イに掲げる算

式により算定した小学校、中学校及び義務教育

学校並びに中等教育学校の前期課程又は特別支

援学校の小学部及び中学部の児童及び生徒の被

患者の延数を各都道府県に配分し、その配分し

た数を各都道府県の教育委員会に通知しなけれ

ばならない。

３　都道府県の教育委員会は、文部科学省令で定

めるところにより、毎年度、文部科学大臣が、

別表ロに掲げる算式により算定した小学校、中

学校及び義務教育学校並びに中等教育学校の前

期課程又は特別支援学校の小学部及び中学部の

児童及び生徒の被患者の延数を基準として各都

道府県ごとに定めた児童及び生徒の被患者の延

数を、各市町村立の小学校、中学校及び義務教

育学校並びに中等教育学校の前期課程又は特別

支援学校の小学部及び中学部の児童及び生徒の

うち教育扶助を受けている者の数を勘案して、

各市町村に配分し、その配分した数を文部科学

大臣及び各市町村の教育委員会に通知しなけれ

ばならない。

４　前項の規定により都道府県が処理することと

されている事務は、地方自治法（昭和22年法律

第67号）第２条第９項第１号に規定する第１号

法定受託事務とする。

（専修学校への準用）

第11条　第５条から第７条までの規定は、法第32

条第３項において法第18条及び第19条の規定を

専修学校に準用する場合について準用する。こ

の場合において、第５条第２号中「法第20条」

とあるのは「法第32条第３項において準用する

法第20条」と、第６条第１項中「幼児、児童又

は生徒（高等学校（中等教育学校の後期課程及

び特別支援学校の高等部を含む。以下同じ。）

の生徒を除く。）にあってはその保護者に、高

等学校の生徒又は学生にあっては当該生徒又は

学生」とあるのは「生徒」と読み替えるものと

する。
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附　則　抄

（施行期日）

１　この政令中第７条、第８条及び第９条第１

項から第３項までの規定は昭和33年10月１日か

ら、その他の規定は公布の日から施行する。

（学校医及幼稚園医令等の廃止）

３　次に掲げる勅令は、廃止する。

　１．学校医及幼稚園医令（昭和４年勅令第９

号）

　２．学校歯科医及幼稚園歯科医令（昭和６年勅

令第144号）

別表　（第10条関係）

イ 都道府県が要保護者に対して援助を行う場合 X1×（p1／ P1）

ロ 市町村が要保護者に対して援助を行う場合 X2×（p2／ P2）

備考　この表における算式中次に掲げる各記号の意義は、それぞれ次に掲げるとおりとする。

　Ｘ1  文部科学大臣が毎年度予算の範囲内で定める全国の都道府県立の小学校、中学校及び義務教育学校
並びに中等教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部及び中学部の児童及び生徒のうちその保

護者が要保護者である被患者の見込延数

　Ｘ2  文部科学大臣が毎年度予算の範囲内で定める全国の市町村立の小学校、中学校及び義務教育学校並
びに中等教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部及び中学部の児童及び生徒のうちその保護

者が要保護者である被患者の見込延数

　Ｐ1  前年度の７月１日現在において全国の都道府県立の小学校、中学校及び義務教育学校並びに中等教
育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部及び中学部の児童及び生徒のうち教育扶助（生活保護

法に規定する教育扶助をいう。以下同じ。）を受けている者の総数

　Ｐ2  前年度の７月１日現在において全国の市町村立の小学校、中学校及び義務教育学校並びに中等教育
学校の前期課程又は特別支援学校の小学部及び中学部の児童及び生徒のうち教育扶助を受けている

者の総数

　ｐ1  前年度の７月１日現在において当該都道府県立の小学校、中学校及び義務教育学校並びに中等教育
学校の前期課程又は特別支援学校の小学部及び中学部の児童及び生徒のうち教育扶助を受けている

者の総数

　ｐ2  前年度の７月１日現在において当該都道府県の区域内の市町村立の小学校、中学校及び義務教育学

校並びに中等教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部及び中学部の児童及び生徒のうち教育

扶助を受けている者の総数
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学校保健安全法施行規則

 （昭和33年６月13日　文部省令第18号）

 最終改正：令和２年11月13日文部科学省令第39号

　学校保健法（昭和33年法律第56号）第10条、第

14条及び第16条第５項並びに学校保健法施行令

（昭和33年政令第174号）第４条第１項、第５条第

２項、第６条及び第９条第３項の規定に基き、及

び同法の規定を実施するため、学校保健法施行規

則を次のように定める。

第１章　環境衛生検査等

（環境衛生検査）

第１条　学校保健安全法（昭和33年法律第56号。

以下「法」という。）第５条の環境衛生検査

は、他の法令に基づくもののほか、毎学年定期

に、法第六条に規定する学校環境衛生基準に基

づき行わなければならない。

２　学校においては、必要があるときは、臨時

に、環境衛生検査を行うものとする。

（日常における環境衛生）

第２条　学校においては、前条の環境衛生検査の

ほか、日常的な点検を行い、環境衛生の維持又

は改善を図らなければならない。

第２章　健康診断

　第１節　就学時の健康診断

（方法及び技術的基準）

第３条　法第11条の健康診断の方法及び技術的基

準は、次の各号に掲げる検査の項目につき、当

該各号に定めるとおりとする。

　１．栄養状態は、皮膚の色沢、皮下脂肪の充

実、筋骨の発達、貧血の有無等について検査

し、栄養不良又は肥満傾向で特に注意を要す

る者の発見につとめる。

　２．脊柱の疾病及び異常の有無は、形態等につ

いて検査し、側わん症等に注意する。

　３．胸郭の異常の有無は、形態及び発育につい

て検査する。

　４．視力は、国際標準に準拠した視力表を用い

て左右各別に裸眼視力を検査し、眼鏡を使用

している者については、当該眼鏡を使用して

いる場合の矯正視力についても検査する。

　５．聴力は、オージオメータを用いて検査し、

左右各別に聴力障害の有無を明らかにする。

　６．眼の疾病及び異常の有無は、感染性眼疾患

その他の外眼部疾患及び眼位の異常等に注意

する。

　７．耳鼻咽頭疾患の有無は、耳疾患、鼻・副鼻

腔疾患、口腔咽喉頭疾患及び音声言語異常等

に注意する。

　８．皮膚疾患の有無は、感染性皮膚疾患、アレ

ルギー疾患等による皮膚の状態に注意する。

　９．歯及び口腔の疾病及び異常の有無は、齲

歯、歯周疾患、不正咬合その他の疾病及び異

常について検査する。

　10．その他の疾病及び異常の有無は、知能及び

呼吸器、循環器、消化器、神経系等について

検査するものとし、知能については適切な検

査によって知的障害の発見につとめ、呼吸

器、循環器、消化器、神経系等については臨

床医学的検査その他の検査によって結核疾

患、心臓疾患、腎臓疾患、ヘルニア、言語障

害、精神神経症その他の精神障害、骨、関節

の異常及び四肢運動障害等の発見につとめ

る。

（就学時健康診断票）

第４条　学校保健安全法施行令（昭和33年政令第

174号。以下「令」という。）第４条第１項に規

定する就学時健康診断票の様式は、第１号様式

とする。

　第２節　児童生徒等の健康診断

（時　期）

第５条　法第13条第１項の健康診断は、毎学年、

６月30日までに行うものとする。ただし、疾病

その他やむを得ない事由によって当該期日に健

康診断を受けることのできなかった者に対して

は、その事由のなくなった後すみやかに健康診

断を行うものとする。

２　第１項の健康診断における結核の有無の検査
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において結核発病のおそれがあると診断された

者（第６条第３項第４号に該当する者に限る。）

については、おおむね６か月の後に再度結核の

有無の検査を行うものとする。

（検査の項目）

第６条　法第13条第１項の健康診断における検査

の項目は、次のとおりとする。

　１．身長及び体重

　２．栄養状態

　３．脊柱及び胸郭の疾病及び異常の有無並びに

四肢の状態

　４．視力及び聴力

　５．眼の疾病及び異常の有無

　６．耳鼻咽頭疾患及び皮膚疾患の有無

　７．歯及び口腔の疾病及び異常の有無

　８．結核の有無

　９．心臓の疾病及び異常の有無

　10．尿

　11．その他の疾病及び異常の有無

２　前項各号に掲げるもののほか、胸囲及び肺活

量、背筋力、握力等の機能を、検査の項目に加

えることができる。

３　第１項第８号に掲げるものの検査は、次の各

号に掲げる学年において行うものとする。

　１．小学校（義務教育学校の前期課程及び特別

支援学校の小学部を含む。以下この条、第７

条第６項及び第11条において同じ。）の全学

年

　２．中学校（義務教育学校の後期課程、中等教

育学校の前期課程及び特別支援学校の中学部

を含む。以下この条、第７条第６項及び第11

条において同じ。）の全学年

　３．高等学校（中等教育学校の後期課程及び特

別支援学校の高等部を含む。以下この条、第

７条第６項及び第11条において同じ。）及び

高等専門学校の第１学年

　４．大学の第１学年

４　第１項各号に掲げる検査の項目のうち、小学

校の第４学年及び第６学年、中学校及び高等学

校の第２学年並びに高等専門学校の第２学年及

び第４学年においては第４号に掲げるもののう

ち聴力を、大学においては第３号、第４号、第

７号及び第10号に掲げるものを、それぞれ検査

の項目から除くことができる。

（方法及び技術的基準）

第７条　法第13条第１項の健康診断の方法及び技

術的基準については、次項から第９項までに定

めるもののほか、第３条の規定（同条第10号中

知能に関する部分を除く。）を準用する。この

場合において、同条第４号中「検査する。」と

あるのは「検査する。ただし、眼鏡を使用して

いる者の裸眼視力の検査はこれを除くことがで

きる。」と読み替えるものとする。

２　前条第１項第１号の身長は、靴下等を脱ぎ、

両かかとを密接し、背、臀部及びかかとを身長

計の尺柱に接して直立し、両上肢を体側に垂

れ、頭部を正位に保たせて測定する。

３　前条第１項第１号の体重は、衣服を脱ぎ、体

重計のはかり台の中央に静止させて測定する。

ただし、衣服を着たまま測定したときは、その

衣服の重量を控除する。

４　前条第１項第３号の四肢の状態は、四肢の形

態及び発育並びに運動器の機能の状態に注意す

る。

５　前条第１項第８号の結核の有無は、問診、胸

部エックス線検査、喀痰検査、聴診、打診その

他必要な検査によって検査するものとし、その

技術的基準は、次の各号に定めるとおりとす

る。

　１．前条第３項第１号又は第２号に該当する者

に対しては、問診を行うものとする。

　２．前条第３項第３号又は第４号に該当する者

（結核患者及び結核発病のおそれがあると診

断されている者を除く。）に対しては、胸部

エックス線検査を行うものとする。

　３．第１号の問診を踏まえて学校医その他の担

当の医師において必要と認める者であって、

当該者の在学する学校の設置者において必要

と認めるものに対しては、胸部エックス線検

査、喀痰検査その他の必要な検査を行うもの

とする。

　４．第２号の胸部エックス線検査によって病変

の発見された者及びその疑いのある者、結核

患者並びに結核発病のおそれがあると診断さ

れている者に対しては、胸部エックス線検査

及び喀痰検査を行い、更に必要に応じ聴診、

打診その他必要な検査を行う。

６　前条第１項第９号の心臓の疾病及び異常の有
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無は、心電図検査その他の臨床医学的検査に

よって検査するものとする。ただし、幼稚園

（特別支援学校の幼稚部を含む。以下この条及

び第11条において同じ。）の全幼児、小学校の

第２学年以上の児童、中学校及び高等学校の第

２学年以上の生徒、高等専門学校の第２学年以

上の学生並びに大学の全学生については、心電

図検査を除くことができる。

７　前条第１項第10号の尿は、尿中の蛋白、糖等

について試験紙法により検査する。ただし、幼

稚園においては、糖の検査を除くことができ

る。

８　身体計測、視力及び聴力の検査、問診、胸部

エックス線検査、尿の検査その他の予診的事項

に属する検査は、学校医又は学校歯科医による

診断の前に実施するものとし、学校医又は学校

歯科医は、それらの検査の結果及び第11条の保

健調査を活用して診断に当たるものとする。

（健康診断票）

第８条　学校においては、法第13条第１項の健康

診断を行ったときは、児童生徒等の健康診断票

を作成しなければならない。

２　校長は、児童又は生徒が進学した場合におい

ては、その作成に係る当該児童又は生徒の健康

診断票を進学先の校長に送付しなければならな

い。

３　校長は、児童生徒等が転学した場合において

は、その作成に係る当該児童生徒等の健康診断

票を転学先の校長、保育所の長又は認定こども

園の長に送付しなければならない。

４　児童生徒等の健康診断票は、５年間保存しな

ければならない。ただし、第２項の規定により

送付を受けた児童又は生徒の健康診断票は、当

該健康診断票に係る児童又は生徒が進学前の学

校を卒業した日から５年間とする。

（事後措置）

第９条　学校においては、法第13条第１項の健康

診断を行ったときは、21日以内にその結果を幼

児、児童又は生徒にあっては当該幼児、児童又

は生徒及びその保護者（学校教育法（昭和22年

法律第26号）第16条に規定する保護者をいう。）

に、学生にあっては当該学生に通知するととも

に、次の各号に定める基準により、法第14条の

措置をとらなければならない。

　１．疾病の予防処置を行うこと。

　２．必要な医療を受けるよう指示すること。

　３．必要な検査、予防接種等を受けるよう指示

すること。

　４．療養のため必要な期間学校において学習し

ないよう指導すること。

　５．特別支援学級への編入について指導及び助

言を行うこと。

　６．学習又は運動・作業の軽減、停止、変更等

を行うこと。

　７．修学旅行、対外運動競技等への参加を制限

すること。

　８．机又は腰掛の調整、座席の変更及び学級の

編制の適正を図ること。

　９．その他発育、健康状態等に応じて適当な保

健指導を行うこと。

２　前項の場合において、結核の有無の検査の結

果に基づく措置については、当該健康診断に当

たった学校医その他の医師が別表第１に定める

生活規正の面及び医療の面の区分を組み合わせ

て決定する指導区分に基づいて、とるものとす

る。

（臨時の健康診断）

第10条　法第13条第２項の健康診断は、次に掲げ

るような場合で必要があるときに、必要な検査

の項目について行うものとする。

　１．感染症又は食中毒の発生したとき

　２．風水害等により感染症の発生のおそれのあ

るとき

　３．夏季における休業日の直前又は直後

　４．結核、寄生虫病その他の疾病の有無につい

て検査を行う必要のあるとき

　５．卒業のとき

（保健調査）

第11条　法第13条の健康診断を的確かつ円滑に実

施するため、当該健康診断を行うに当たって

は、小学校、中学校、高等学校及び高等専門学

校においては全学年において、幼稚園及び大学

においては必要と認めるときに、あらかじめ児

童生徒等の発育、健康状態等に関する調査を行

うものとする。

第３節　職員の健康診断

（時　期）

第12条　法第15条第１項の健康診断の時期につい
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ては、第５条の規定を準用する。この場合にお

いて、同条第１項中「６月30日までに」とある

のは、「学校の設置者が定める適切な時期に」

と読み替えるものとする。

（検査の項目）

第13条　法第15条第１項の健康診断における検査

の項目は、次のとおりとする。

　１．身長、体重及び腹囲

　２．視力及び聴力

　３．結核の有無

　４．血圧

　５．尿

　６．胃の疾病及び異常の有無

　７．貧血検査

　８．肝機能検査

　９．血中脂質検査

　10．血糖検査

　11．心電図検査

　12．その他の疾病及び異常の有無

２　妊娠中の女性職員においては、前項第６号に

掲げる検査の項目を除くものとする。

３　第１項各号に掲げる検査の項目のうち、20歳

以上の職員においては第１号の身長を、35歳未

満の職員及び36歳以上40歳未満の職員、妊娠中

の女性職員その他の職員であって腹囲が内臓脂

肪の蓄積を反映していないと診断されたもの、

BMI（次の算式により算出した値をいう。以下

同じ。）が20未満である職員並びに自ら腹囲を

測定し、その値を申告した職員（BMI が22未

満である職員に限る。）においては第１号の腹

囲を、20歳未満の職員、21歳以上25歳未満の職

員、26歳以上30歳未満の職員、31歳以上35歳未

満の職員又は36歳以上40歳未満の職員であって

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律施行令（平成10年政令第420号）第

12条第１項第１号又はじん肺法（昭和35年法律

第30号）第８条第１項第１号若しくは第３号に

掲げる者に該当しないものにおいては第３号に

掲げるものを、40歳未満の職員においては第６

号に掲げるものを、35歳未満の職員及び36歳以

上40歳未満の職員においては第７号から第11号

に掲げるものを、それぞれ検査の項目から除く

ことができる。

　　BMI ＝体重（kg）／身長（ｍ）2

（方法及び技術的基準）

第14条　法第15条第１項の健康診断の方法及び技

術的基準については、次項から第９項までに定

めるもののほか、第３条（同条第10号中知能に

関する部分を除く。）の規定を準用する。

２　前条第１項第２号の聴力は、1,000ヘルツ及

び4,000ヘルツの音に係る検査を行う。ただし、

45歳未満の職員（35歳及び40歳の職員を除く。）

においては、医師が適当と認める方法によって

行うことができる。

３　前条第１項第３号の結核の有無は、胸部エッ

クス線検査により検査するものとし、胸部エッ

クス線検査によって病変の発見された者及びそ

の疑いのある者、結核患者並びに結核発病のお

それがあると診断されている者に対しては、胸

部エックス線検査及び喀痰検査を行い、更に必

要に応じ聴診、打診その他必要な検査を行う。

４　前条第１項第４号の血圧は、血圧計を用いて

測定するものとする。

５　前条第１項第５号の尿は、尿中の蛋白及び糖

について試験紙法により検査する。

６　前条第１項第６号の胃の疾病及び異常の有無

は、胃部エックス線検査その他の医師が適当と

認める方法により検査するものとし、癌その他

の疾病及び異常の発見に努める。

７　前条第１項第７号の貧血検査は、血色素量及

び赤血球数の検査を行う。

８　前条第１項第８号の肝機能検査は、血清グル

タミックオキサロアセチックトランスアミナー

ゼ（GOT）、血清グルタミックピルビックトラ

ンスアミナーゼ（GPT）及びガンマ―グルタ

ミルトランスペプチダーゼ（γ―GTP）の検

査を行う。

９　前条第１項第９号の血中脂質検査は、低比重

リポ蛋白コレステロール（LDLコレステロー

ル）、高比重リポ蛋白コレステロール（HDLコ

レステロール）及び血清トリグリセライドの量

の検査を行う。

（健康診断票）

第15条　学校の設置者は、法第15条第１項の健康

診断を行ったときは、第２号様式によって、職

員健康診断票を作成しなければならない。

２　学校の設置者は、当該学校の職員がその管理

する学校から他の学校又は幼保連携型認定こど
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も園へ移った場合においては、その作成に係る

当該職員の健康診断票を異動後の学校又は幼保

連携型認定こども園の設置者へ送付しなければ

ならない。

３　職員健康診断票は、５年間保存しなければな

らない。

（事後措置）

第16条　法第15条第１項の健康診断に当たった医

師は、健康に異常があると認めた職員について

は、検査の結果を総合し、かつ、その職員の職

務内容及び勤務の強度を考慮して、別表第２に

定める生活規正の面及び医療の面の区分を組み

合わせて指導区分を決定するものとする。

２　学校の設置者は、前項の規定により医師が

行った指導区分に基づき、次の基準により、法

第16条の措置をとらなければならない。

　「Ａ」　休暇又は休職等の方法で療養のため必要

な期間勤務させないこと

　「Ｂ」　勤務場所又は職務の変更、休暇による勤

務時間の短縮等の方法で勤務を軽減し、か

つ、深夜勤務、超過勤務、休日勤務及び宿

日直勤務をさせないこと

　「Ｃ」　超過勤務、休日勤務及び宿日直勤務をさ

せないか又はこれらの勤務を制限すること

　「Ｄ」　勤務に制限を加えないこと

　「１」　必要な医療を受けるよう指示すること

　「２」　必要な検査、予防接種等を受けるよう指

示すること

　「３」　医療又は検査等の措置を必要としないこ

と

（臨時の健康診断）

第17条　法第15条第２項の健康診断については、

第10条の規定を準用する。

第３章　感染症の予防

（感染症の種類）

第18条　学校において予防すべき感染症の種類

は、次のとおりとする。

　１．第一種　エボラ出血熱、クリミア・コンゴ

出血熱、痘そう、南米出血熱、ペスト、マー

ルブルグ病、ラッサ熱、急性灰白髄炎、ジフ

テリア、重症急性呼吸器症候群（病原体が

ベータコロナウイルス属 SARS コロナウイ

ルスであるものに限る。）、中東呼吸器症候群

（病原体がベータコロナウイルス属MERS コ

ロナウイルスであるものに限る。）及び特定

鳥インフルエンザ（感染症の予防及び感染症

の患者に対する医療に関する法律（平成10年

法律第114号）第６条第３項第６号に規定す

る特定鳥インフルエンザをいう。次号及び第

19条第２号イにおいて同じ。）

　２．第二種　インフルエンザ（特定鳥インフル

エンザを除く。）、百日咳、麻しん、流行性耳

下腺炎、風しん、水痘、咽頭結膜熱、結核及

び髄膜炎菌性髄膜炎

　３．第三種　コレラ、細菌性赤痢、腸管出血性

大腸菌感染症、腸チフス、パラチフス、流行

性角結膜炎、急性出血性結膜炎その他の感染

症

２　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法律第６条第７項から第９項までに規

定する新型インフルエンザ等感染症、指定感染

症及び新感染症は、前項の規定にかかわらず、

第一種の感染症とみなす。

（出席停止の期間の基準）

第19条　令第６条第２項の出席停止の期間の基準

は、前条の感染症の種類に従い、次のとおりと

する。

　１．第一種の感染症にかかった者については、

治癒するまで。

　２．第二種の感染症（結核及び髄膜炎菌性髄膜

炎を除く。）にかかった者については、次の

期間。ただし、病状により学校医その他の医

師において感染のおそれがないと認めたとき

は、この限りでない。

　　イ　インフルエンザ（特定鳥インフルエンザ

及び新型インフルエンザ等感染症を除く。）

にあっては、発症した後５日を経過し、か

つ、解熱した後２日（幼児にあっては、３

日）を経過するまで。

　　ロ　百日咳にあっては、特有の咳が消失する

まで又は５日間の適正な抗菌性物質製剤に

よる治療が終了するまで。

　　ハ　麻しんにあっては、解熱した後３日を経

過するまで。

　　ニ　流行性耳下腺炎にあっては、耳下腺、顎

下腺又は舌下腺の腫脹が発現した後５日を

経過し、かつ、全身状態が良好になるま
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で。

　　ホ　風しんにあっては、発しんが消失するま

で。

　　ヘ　水痘にあっては、すべての発しんが痂皮

化するまで。

　　ト　咽頭結膜熱にあっては、主要症状が消退

した後２日を経過するまで。

　３．結核、髄膜炎菌性髄膜炎及び第三種の感染

症にかかった者については、病状により学校

医その他の医師において感染のおそれがない

と認めるまで。

　４．第一種若しくは第二種の感染症患者のある

家に居住する者又はこれらの感染症にかかっ

ている疑いがある者については、予防処置の

施行の状況その他の事情により学校医その他

の医師において感染のおそれがないと認める

まで。

　５．第一種又は第二種の感染症が発生した地域

から通学する者については、その発生状況に

より必要と認めたとき、学校医の意見を聞い

て適当と認める期間。

　６．第一種又は第二種の感染症の流行地を旅行

した者については、その状況により必要と認

めたとき、学校医の意見を聞いて適当と認め

る期間。

（出席停止の報告事項）

第20条　令第７条の規定による報告は、次の事項

を記載した書面をもってするものとする。

　１．学校の名称

　２．出席を停止させた理由及び期間

　３．出席停止を指示した年月日

　４．出席を停止させた児童生徒等の学年別人員

数

　５．その他参考となる事項

（感染症の予防に関する細目）

第21条　校長は、学校内において、感染症にか

かっており、又はかかっている疑いがある児童

生徒等を発見した場合において、必要と認める

ときは、学校医に診断させ、法第19条の規定に

よる出席停止の指示をするほか、消毒その他適

当な処置をするものとする。

２　校長は、学校内に、感染症の病毒に汚染し、

又は汚染した疑いがある物件があるときは、消

毒その他適当な処置をするものとする。

３　学校においては、その附近において、第一種

又は第二種の感染症が発生したときは、その状

況により適当な清潔方法を行うものとする。

第４章　学校医、学校歯科医及び学校薬剤

師の職務執行の準則

（学校医の職務執行の準則）

第22条　学校医の職務執行の準則は、次の各号に

掲げるとおりとする。

　１．学校保健計画及び学校安全計画の立案に参

与すること

　２．学校の環境衛生の維持及び改善に関し、学

校薬剤師と協力して、必要な指導及び助言を

行うこと

　３．法第８条の健康相談に従事すること

　４．法第９条の保健指導に従事すること

　５．法第13条の健康診断に従事すること

　６．法第14条の疾病の予防処置に従事すること

　７．法第２章第４節の感染症の予防に関し必要

な指導及び助言を行い、並びに学校における

感染症及び食中毒の予防処置に従事すること

　８．校長の求めにより、救急処置に従事するこ

と

　９．市町村の教育委員会又は学校の設置者の求

めにより、法第11条の健康診断又は法第15条

第１項の健康診断に従事すること

　10．前各号に掲げるもののほか、必要に応じ、

学校における保健管理に関する専門的事項に

関する指導に従事すること

２　学校医は、前項の職務に従事したときは、そ

の状況の概要を学校医執務記録簿に記入して校

長に提出するものとする。

（学校歯科医の職務執行の準則）

第23条　学校歯科医の職務執行の準則は、次の各

号に掲げるとおりとする。

　１．学校保健計画及び学校安全計画の立案に参

与すること

　２．法第８条の健康相談に従事すること

　３．法第９条の保健指導に従事すること

　４．法第13条の健康診断のうち歯の検査に従事

すること

　５．法第14条の疾病の予防処置のうち齲歯その

他の歯疾の予防処置に従事すること

　６．市町村の教育委員会の求めにより、法第11
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条の健康診断のうち歯の検査に従事すること

　７．前各号に掲げるもののほか、必要に応じ、

学校における保健管理に関する専門的事項に

関する指導に従事すること

２　学校歯科医は、前項の職務に従事したとき

は、その状況の概要を学校歯科医執務記録簿に

記入して校長に提出するものとする。

（学校薬剤師の職務執行の準則）

第24条　学校薬剤師の職務執行の準則は、次の各

号に掲げるとおりとする。

　１．学校保健計画及び学校安全計画の立案に参

与すること

　２．第１条の環境衛生検査に従事すること

　３．学校の環境衛生の維持及び改善に関し、必

要な指導及び助言を行うこと

　４．法第８条の健康相談に従事すること

　５．法第９条の保健指導に従事すること

　６．学校において使用する医薬品、毒物、劇物

並びに保健管理に必要な用具及び材料の管理

に関し必要な指導及び助言を行い、及びこれ

らのものについて必要に応じ試験、検査又は

鑑定を行うこと

　７．前各号に掲げるもののほか、必要に応じ、

学校における保健管理に関する専門的事項に

関する技術及び指導に従事すること

２　学校薬剤師は、前項の職務に従事したとき

は、その状況の概要を学校薬剤師執務記録簿に

記入して校長に提出するものとする。

第５章　国の補助

（児童生徒数の配分の基礎となる資料の提出）

第25条　都道府県の教育委員会は、毎年度、７月

１日現在において当該都道府県立の小学校、中

学校及び義務教育学校並びに中等教育学校の前

期課程又は特別支援学校の小学部及び中学部の

児童及び生徒のうち教育扶助（生活保護法（昭

和25年法律第144号）に規定する教育扶助をい

う。以下同じ。）を受けている者の総数を、第

３号様式により１月10日までに文部科学大臣に

報告しなければならない。

２　市町村の教育委員会は、毎年度、７月１日現

在において当該市町村立の小学校、中学校及び

義務教育学校並びに中等教育学校の前期課程又

は特別支援学校の小学部及び中学部の児童及び

生徒のうち教育扶助を受けている者の総数を、

第４号様式により12月20日までに都道府県の教

育委員会に報告しなければならない。

３　都道府県の教育委員会は、前項の規定により

市町村の教育委員会から報告を受けたときは、

これを第５号様式により１月10日までに文部科

学大臣に報告しなければならない。

（児童生徒数の配分方法）

第26条　令第10条第３項の規定により都道府県の

教育委員会が行う配分は、付録の算式により算

定した数を基準として行うものとする。

（配分した児童生徒数の通知）

第27条　都道府県の教育委員会は、令第10条第３

項及び前条の規定により各市町村ごとの小学

校、中学校及び義務教育学校並びに中等教育学

校の前期課程又は特別支援学校の小学部及び中

学部の児童及び生徒の被患者の延数の配分を

行ったときは、文部科学大臣に対しては第６号

様式により、各市町村の教育委員会に対しては

第７号様式によりすみやかにこれを通知しなけ

ればならない。

第６章　安全点検等

（安全点検）

第28条　法第27条の安全点検は、他の法令に基づ

くもののほか、毎学期１回以上、児童生徒等が

通常使用する施設及び設備の異常の有無につい

て系統的に行わなければならない。

２　学校においては、必要があるときは、臨時

に、安全点検を行うものとする。

（日常における環境の安全）

第29条　学校においては、前条の安全点検のほ

か、設備等について日常的な点検を行い、環境

の安全の確保を図らなければならない。

第７章　雑　則

（専修学校）

第30条　第１条、第２条、第５条、第６条（同条

第３項及び第４項については、大学に関する部

分に限る。）、第７条（同条第６項については、

大学に関する部分に限る。）、第８条、第９条

（同条第１項については、学生に関する部分に

限る。）、第10条、第11条（大学に関する部分に

限る。）、第12条から第21条まで、第28条及び前
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条の規定は、専修学校に準用する。この場合に

おいて、第５条第１項中「６月30日までに」と

あるのは「当該学年の始期から起算して３月以

内に」と、第７条第８項中「学校医又は学校歯

科医」とあるのは「医師」と、第９条第２項

中「学校医その他の医師」とあるのは「医師」

と、第12条中「第５条」とあるのは「第30条に

おいて準用する第５条」と、第19条第２号、第

３号及び第４号中「学校医その他の医師」とあ

るのは「医師」と、第19条第５号及び第６号並

びに第21条第１項中「学校医」とあるのは「医

師」とそれぞれ読み替えるものとする。

２　第22条の規定は、専修学校の医師の職務執行

の準則について準用する。

　附則　及び　付録　〈省略〉
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様
式

１
１

氏
　

名

印

裏
面

に
続

き
ま

す
、

ご
覧

く
だ

さ
い

。

西
暦

　
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日

定
義

《
軽

い
運

動
》
　

同
年

齢
の

平
均

的
児

童
に

と
っ

て
、

ほ
と

ん
ど

息
が

は
ず

ま
な

い
程

度
の

運
動

。

《
中

等
度

の
運

動
》
　

同
年

齢
の

平
均

的
児

童
に

と
っ

て
、

少
し

息
が

は
ず

む
が

息
苦

し
く
な

い
程

度
の

運
動

。
パ

ー
ト

ナ
ー

が
い

れ
ば

楽
に

会
話

が
で

き
る

程
度

の
運

動
。

《
強

い
運

動
》
　

同
年

齢
の

平
均

的
児

童
に

と
っ

て
、

息
が

は
ず

み
息

苦
し

さ
を

感
じ

る
ほ

ど
の

運
動

。
心

疾
患

で
は

等
尺

運
動

の
場

合
は

、
動

作
時

に
歯

を
食

い
し

ば
っ

た
り

、
大

き
な

掛
け

声
を

伴
っ

た
り

、
動

作
中

や
動

作
後

に
顔

面
の

紅
潮

、
呼

吸
促

迫
を

伴
う

ほ
ど

の
運

動
。

そ
の

他
注

意
す

る
こ

と

１
・
２

年
生

ま
ね

っ
こ

遊
び

（
鳥

、
昆

虫
、

恐
竜

、
動

物
な

ど
）

運 　 　 動 　 　 領 　 　 域 　 　 等
水

遊
び

表
現

リ
ズ

ム
遊

び

表
現

運
動

* 体 つ く り 運 動

補
助

具
を

使
っ

た
ク

ロ
ー

ル
、

平
泳

ぎ
の

ス
ト

ロ
ー

ク
な

ど

基
本

的
な

技
マ

ッ
ト

（
前

転
、

後
転

、
開

脚
前

転
・
後

転
、

壁
倒

立
、

補
助

倒
立

な
ど

）
跳

び
箱

（
短

い
助

走
で

の
開

脚
跳

び
、

抱
え

込
み

跳
び

、
台

上
前

転
な

ど
）

鉄
棒

（
補

助
逆

上
が

り
、

転
向

前
下

り
、

前
方

支
持

回
転

、
後

方
支

持
回

転
な

ど
）

連
続

技
や

組
合

せ
の

技

５
・
６

年
生

ク
ロ

ー
ル

、
平

泳
ぎ

浮
く
運

動
（
伏

し
浮

き
、

背
浮

き
、

く
ら

げ
浮

き
な

ど
）

泳
ぐ

動
作

（
ば

た
足

、
か

え
る

足
な

ど
）

５
・
６

年
生

そ
の

場
で

の
即

興
表

現

基
本

的
な

動
作

マ
ッ

ト
（
前

転
、

後
転

、
壁

倒
立

、
ブ

リ
ッ

ジ
な

ど
の

部
分

的
な

動
作

）
跳

び
箱

（
開

脚
跳

び
な

ど
の

部
分

的
な

動
作

）
鉄

棒
（
前

回
り

下
り

な
ど

の
部

分
的

な
動

作
）

強
い

動
き

の
あ

る
日

本
の

民
謡

体
を

移
動

す
る

運
動

遊
び

（
這

う
、

走
る

、
跳

ぶ
、

は
ね

る
な

ど
の

動
き

で
構

成
さ

れ
る

遊
び

）
力

試
し

の
運

動
遊

び
(人

を
押

す
、

引
く
、

運
ぶ

、
支

え
る

，
力

比
べ

で
構

成
さ

れ
る

遊
び

）

体
を

移
動

す
る

運
動

(這
う

，
走

る
、

跳
ぶ

，
は

ね
る

な
ど

の
動

き
で

構
成

さ
れ

る
運

動
力

試
し

の
運

動
（
人

を
押

す
、

引
く
動

き
や

力
比

べ
を

す
る

動
き

で
構

成
さ

れ
る

運
動

）
基

本
的

な
動

き
を

組
み

合
わ

せ
る

運
動

動
き

を
持

続
す

る
能

力
を

高
め

る
運

動
（
短

な
わ

、
長

な
わ

跳
び

、
持

久
走

）
力

強
い

動
き

を
高

め
る

運
動

ウ
ォ

ー
キ

ン
グ

、
軽

い
立

ち
幅

跳
び

用
具

を
操

作
す

る
運

動
遊

び
（
用

具
を

持
つ

、
降

ろ
す

、
回

す
、

転
が

す
、

く
ぐ

る
な

ど
の

動
き

で
構

成
さ

れ
る

遊
び

な
ど

）
１

・
２

年
生

体
ほ

ぐ
し

の
運

動
遊

び
多

様
な

動
き

を
つ

く
る

運
動

遊
び

体
ほ

ぐ
し

の
運

動
多

様
な

動
き

を
つ

く
る

運
動

体
ほ

ぐ
し

の
運

動
体

力
を

高
め

る
運

動

ゆ
っ

く
り

と
し

た
ジ

ョ
ギ

ン
グ

、
軽

い
ジ

ャ
ン

プ
動

作
（
幅

跳
び

・
高

跳
び

）

５
・
６

年
生

用
具

を
操

作
す

る
運

動
（
用

具
を

つ
か

む
、

持
つ

、
回

す
、

降
ろ

す
、

な
わ

な
ど

の
動

き
で

構
成

さ
れ

る
遊

び
な

ど
）

巧
み

な
動

き
を

高
め

る
た

め
の

運
動

（
リ

ズ
ム

に
合

わ
せ

て
の

運
動

、
ボ

ー
ル

・
輪

・
棒

を
使

っ
た

運
動

）

ボ
ー

ル
運

動

１
・
２

年
生

３
・
４

年
生

１
・
２

年
生

走
・
跳

の
運

動
３

・
４

年
生

陸
上

運
動

５
・
６

年
生

体
の

バ
ラ

ン
ス

を
と

る
運

動
遊

び
（
寝

転
ぶ

、
起

き
る

、
座

る
、

立
つ

な
ど

の
動

き
で

構
成

さ
れ

る
遊

び
な

ど
）

軽
い

リ
ズ

ム
ダ

ン
ス

、
フ

ォ
ー

ク
ダ

ン
ス

、
日

本
の

民
謡

の
簡

単
な

ス
テ

ッ
プ

３
・
４

年
生

ボ ー ル 運 動 系 器 械 運 動 系

走
・
跳

の
運

動
遊

び
ケ

ン
パ

ー
跳

び
遊

び
全

力
で

の
か

け
っ

こ
、

折
り

返
し

リ
レ

ー
遊

び
低

い
障

害
物

を
用

い
て

の
リ

レ
ー

遊
び

全
力

で
の

か
け

っ
こ

、
周

回
リ

レ
ー

、
小

型
ハ

ー
ド

ル
走

短
い

助
走

で
の

幅
跳

び
及

び
高

跳
び

そ
の

場
で

ボ
ー

ル
を

投
げ

た
り

、
つ

い
た

り
、

捕
っ

た
り

し
な

が
ら

行
う

的
当

て
遊

び
ボ

ー
ル

を
蹴

っ
た

り
止

め
た

り
し

て
行

う
的

当
て

遊
び

や
蹴

り
合

い
陣

地
を

取
り

合
う

な
ど

の
簡

単
な

鬼
遊

び

基
本

的
な

操
作

（
パ

ス
、

キ
ャ

ッ
チ

、
キ

ッ
ク

、
ド

リ
ブ

ル
、

シ
ュ

ー
ト

、
バ

ッ
テ

ィ
ン

グ
な

ど
）

簡
易

ゲ
ー

ム
（
場

の
工

夫
、

用
具

の
工

夫
、

ル
ー

ル
の

工
夫

を
加

え
、

基
本

的
操

作
を

踏
ま

え
た

ゲ
ー

ム
）

ゲ
ー

ム
（
試

合
）
形

式

変
化

の
あ

る
動

き
を

つ
な

げ
た

表
現

（
ロ

ッ
ク

、
サ

ン
バ

な
ど

）

ま
ね

っ
こ

遊
び

（
飛

行
機

、
遊

園
地

の
乗

り
物

な
ど

）
リ

ズ
ム

遊
び

（
弾

む
、

回
る

、
ね

じ
る

、
ス

キ
ッ

プ
な

ど
）

表 現 運 動 系

３
・
４

年
生

全
力

で
の

短
距

離
走

、
ハ

ー
ド

ル
走

助
走

を
し

た
走

り
幅

跳
び

、
助

走
を

し
た

走
り

高
跳

び

い
ろ

い
ろ

な
歩

き
方

、
ゴ

ム
跳

び
遊

び

雲
梯

、
ろ

く
木

を
使

っ
た

運
動

遊
び

マ
ッ

ト
、

鉄
棒

、
跳

び
箱

を
使

っ
た

運
動

遊
び

５
・
６

年
生

ゲ
ー

ム
、

ボ
ー

ル
ゲ

ー
ム

・
鬼

遊
び

（
低

学
年

）
ゴ

ー
ル

型
・
ネ

ッ
ト

型
・
ベ

ー
ス

ボ
ー

ル
型

ゲ
ー

ム
（
中

学
年

）

学
校

行
事

、
そ

の
他

の
活

動
　

　
　

▼
運

動
会

、
体

育
祭

、
球

技
大

会
、

新
体

力
テ

ス
ト

な
ど

は
上

記
の

運
動

強
度

に
準

ず
る

。

　
　

　
▼

陸
上

運
動

系
・
水

泳
系

の
距

離
（
学

習
指

導
要

領
参

照
）
に

つ
い

て
は

、
学

校
医

・
主

治
医

と
相

談
す

る
。

雪
遊

び
、

氷
上

遊
び

、
ス

キ
ー

、
ス

ケ
ー

ト
、

水
辺

活
動

雪
遊

び
、

氷
上

遊
び

ス
キ

ー
・
ス

ケ
ー

ト
の

歩
行

、
水

辺
活

動
ス

キ
ー

・
ス

ケ
ー

ト
の

滑
走

な
ど

文
　

化
　

的
　

活
　

動
体

力
の

必
要

な
長

時
間

の
活

動
を

除
く
文

化
活

動
右

の
強

い
活

動
を

除
く
ほ

と
ん

ど
の

文
化

活
動

体
力

を
相

当
使

っ
て

吹
く
楽

器
（
ト

ラ
ン

ペ
ッ

ト
、

ト
ロ

ン
ボ

ー
ン

、
オ

ー
ボ

エ
、

バ
ス

ー
ン

、
ホ

ル
ン

な
ど

）
、

リ
ズ

ム
の

か
な

り
速

い
曲

の
演

奏
や

指
揮

、
行

進
を

伴
う

マ
ー

チ
ン

グ
バ

ン
ド

な
ど

　
　

　
▼

指
導

区
分

、
”
E
”
　

以
外

の
児

童
の

遠
足

、
宿

泊
学

習
、

修
学

旅
行

、
林

間
学

校
、

臨
海

学
校

な
ど

の
参

加
に

つ
い

て
不

明
な

場
合

は
学

校
医

・
主

治
医

と
相

談
す

る
。

（
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

）
ク

ラ
ブ

（
　

　
　

　
）
年

　
（
　

　
　

　
）
カ

月
後

　
　

　
　

　
管

理
不

要

水
に

つ
か

っ
て

の
リ

レ
ー

遊
び

、
バ

ブ
リ

ン
グ

・
ボ

ビ
ン

グ
な

ど

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
運

動
強

度
体

育
活

動
軽

い
運

動
　

（
C

・
D

・
E
は

　
”
可

”
）

中
等

度
の

運
動

　
（
D

・
E
は

　
”
可

”
）

強
い

運
動

　
（
E
の

み
　

”
可

”
）

浮
く
動

作
（
け

伸
び

な
ど

）
泳

ぐ
動

作
（
連

続
し

た
ボ

ビ
ン

グ
な

ど
）

水
泳

運
動

体
の

バ
ラ

ン
ス

を
と

る
運

動
（
寝

転
ぶ

、
起

き
る

、
座

る
、

立
つ

、
ケ

ン
ケ

ン
な

ど
の

動
き

で
構

成
さ

れ
る

運
動

な
ど

）

水 泳 系

５
・
６

年
生

器
械

・
器

具
を

使
っ

て
の

運
動

遊
び

器
械

運
動

マ
ッ

ト
、

跳
び

箱
、

鉄
棒

１
・
２

年
生

陸 上 運 動 系

水
に

慣
れ

る
遊

び
（
水

か
け

っ
こ

、
水

に
つ

か
っ

て
の

電
車

ご
っ

こ
な

ど
）

浮
く
・
も

ぐ
る

な
ど

の
運

動
遊

び
（
壁

に
つ

か
ま

っ
て

の
伏

し
浮

き
、

水
中

で
の

ジ
ャ

ン
ケ

ン
・
に

ら
め

っ
こ

な
ど

）
１

・
２

年
生

体
の

柔
ら

か
さ

を
高

め
る

運
動

（
ス

ト
レ

ッ
チ

ン
グ

を
含

む
）
、

軽
い

ウ
ォ

ー
キ

ン
グ

ジ
ャ

ン
グ

ル
ジ

ム
を

使
っ

た
運

動
遊

び

３
・
４

年
生

３
・
４

年
生学

　
校

　
生

　
活

　
管

　
理

　
指

　
導

　
表

　
　

　
（
小

学
生

用
）

＜
令

和
４

年
度

改
訂

＞

男
　

・
　

女
年

　
　

　
　

　
組

学
校

名
 :
　

【
指

導
区

分
：
A

・
・
・
在

宅
医

療
・
入

院
が

必
要

　
　

B
・
・
・
登

校
は

で
き

る
が

運
動

は
不

可
　

　
C

・
・
・
軽

い
運

動
は

可
　

　
D

・
・
・
中

等
度

の
運

動
ま

で
可

　
　

E
・
・
・
強

い
運

動
も

可
】

*
新

体
力

テ
ス

ト
で

行
わ

れ
る

シ
ャ

ト
ル

ラ
ン

・
持

久
走

は
強

い
運

動
に

属
す

る
こ

と
が

あ
る

。

①
診

断
名

（
所

見
名

）
②

指
導

区
分

③
運

動
ク

ラ
ブ

活
動

④
次

回
受

診
医

療
機

関

　
　

　
　

　
年

　
　

　
月

　
　

　
日

生
（
　

　
　

　
）
才

 可
 （

た
だ

し
、

　
　

  
  
  
  
  
  
 　

　
　

）・
禁

　
ま

た
は

異
常

が
あ

る
と

き
医

　
　

　
師

要
管

理
：　

A
  
 ・

  
B

  
・ 

 C
  
・ 

 D
  
・ 

 E

－
２

６
－

裏
面
に
続
き
ま
す
。
ご
覧
く
だ
さ
い
。
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・
学

校
生

活
管

理
指

導
表

に
つ

い
て

学
校

生
活

管
理

指
導

表
で

は
、

教
科

体
育

に
掲

げ
ら

れ
て

い
る

前
運

動
種

目
を

取
り

上
げ

、
そ

の
種

目
へ

の
取

組
方

に
よ

っ
て

強
度

を
分

類
し

て
い

ま
す

。

こ
の

管
理

指
導

表
は

、
小

学
校

と
中

学
校

及
び

高
等

学
校

で
は

、
運

動
種

目
の

呼
称

等
が

大
き

く
異

な
る

た
め

、
小

学
生

用
と

中
・
高

校
生

用
に

分
け

て
作

成
し

て
い

ま
す

。

・
指

導
区

分
に

つ
い

て

A
 ：

 在
宅

医
療

・
入

院
が

必
要

B
 :
 登

校
は

出
来

る
が

、
運

動
は

不
可

C
 :
 「

同
年

齢
の

平
均

的
児

童
生

徒
に

と
っ

て
の

」
軽

い
運

動
に

は
参

加
可

D
 :
 「

同
年

齢
の

平
均

的
児

童
生

徒
に

と
っ

て
の

」
中

等
度

の
運

動
も

可

E
 ：

 「
同

年
齢

の
平

均
的

児
童

生
徒

に
と

っ
て

の
」
強

い
運

動
も

可

・
運

動
部

（
ク

ラ
ブ

）
活

動
に

つ
い

て

す
べ

て
の

運
動

部
に

制
限

な
く
参

加
で

き
る

場
合

は
、

運
動

種
目

や
参

加
内

容
を

規
定

せ
ず

、
「
可

」
に

○
を

つ
け

て
く
だ

さ
い

。

制
限

が
あ

る
場

合
は

、
（
　

　
　

）
内

に
参

加
で

き
る

活
動

を
記

載
し

ま
す

。

注
）
運

動
部

活
動

欄
の

記
載

に
あ

た
っ

て

学
校

差
や

個
人

差
が

大
き

い
こ

と
を

考
え

る
と

、
運

動
の

種
目

の
み

で
参

加
の

可
否

を
決

定
で

き
ま

せ
ん

の
で

、
そ

れ
ぞ

れ
の

児
童

生
徒

の
部

活
動

の
状

況
を

確
認

し
て

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

・
そ

の
他

の
学

校
行

事
な

ど
に

つ
い

て

児
童

生
徒

の
参

加
の

可
否

を
決

定
し

て
く
だ

さ
い

。

ま
た

、
運

動
部

活
動

は
、

選
手

と
し

て
の

参
加

の
ほ

か
に

、
記

録
係

な
ど

強
い

身
体

活
動

を
要

求
さ

れ
な

い
担

当
部

署
へ

の
参

加
も

あ
る

こ
と

を
鑑

み
、

指
導

区
分

が
C

及
び

D
の

児
童

生
徒

に
も

参
加

形
態

の
条

件
を

つ
け

て
参

加
の

機
会

を
与

え
て

く
だ

さ
い

。

一
覧

表
に

例
示

さ
れ

て
い

な
い

体
力

テ
ス

ト
や

学
校

行
事

も
、

運
動

強
度

の
定

義
を

参
考

に
、

同
年

齢
の

平
均

的
な

児
童

生
徒

に
と

っ
て

、
そ

の
活

動
が

ど
の

運
動

強
度

に
属

す
る

程
度

の
も

の
で

あ
る

か
を

考
慮

し
て

、
各

指
導

区
分

の

運
動

強
度

の
定

義

（
１

）
軽

い
運

動

同
年

齢
の

平
均

的
児

童
生

徒
に

と
っ

て
、

ほ
と

ん
ど

息
が

は
ず

ま
な

い
程

度
の

運
動

。

球
技

で
は

、
原

則
と

し
て

フ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
伴

わ
な

い
も

の
。

（
２

）
中

等
度

の
運

動

同
年

齢
の

平
均

的
児

童
生

徒
に

と
っ

て
、

少
し

息
が

は
ず

む
が

、
息

苦
し

く
は

な
い

程
度

の
運

動
。

パ
ー

ト
ナ

ー
が

い
れ

ば
、

楽
に

会
話

が
で

き
る

程
度

の
運

動
。

（
３

）
強

い
運

動

同
年

齢
の

平
均

的
児

童
生

徒
に

と
っ

て
、

息
が

は
ず

み
息

苦
し

さ
を

感
じ

る
ほ

ど
の

運
動

。

等
尺

運
動

の
場

合
は

、
動

作
時

に
歯

を
食

い
し

ば
り

、
大

き
な

掛
け

声
を

伴
う

、
動

作
中

や
動

作
後

に
顔

面
の

紅
潮

及
び

呼
吸

促
迫

を
伴

う
ほ

ど
の

運
動

。

注
）
等

尺
運

動
：
関

節
を

動
か

さ
な

い
で

、
筋

肉
に

力
を

入
れ

る
運

動

－
２

７
－
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様
式

１
１

氏
名

印

裏
面

に
続

き
ま

す
、

ご
覧

く
だ

さ
い

。

　
　

　
　

　
年

　
　

　
月

　
　

　
日

生
（
　

　
　

）
才

学
校

名
 :

年
　

　
　

　
組

器
械

運
動

（
マ

ッ
ト

、
跳

び
箱

、
鉄

棒
、

平
均

台
）

準
備

運
動

、
簡

単
な

マ
ッ

ト
運

動
、

バ
ラ

ン
ス

運
動

、
簡

単
な

跳
躍

簡
単

な
技

の
練

習
、

助
走

か
ら

の
支

持
、

ジ
ャ

ン
プ

・
基

本
的

な
技

（
回

転
系

の
技

を
含

む
）

演
技

、
競

技
会

、
発

展
的

な
技

軽
い

運
動

　
（
C

・
D

・
E
は

　
”
可

”
）

体
ほ

ぐ
し

の
運

動

中
等

度
の

運
動

　
（
D

・
E
は

　
”
可

”
）

強
い

運
動

　
（
E
の

み
　

”
可

”
）

ゆ っ く り な 運 動

ラ ン ニ ン グ の な い

基
本

動
作

（
パ

ス
、

シ
ュ

ー
ト

、
ド

リ
ブ

ル
、

フ
ェ

イ
ン

ト
、

リ
フ

テ
ィ

ン
グ

、
ト

ラ
ッ

ピ
ン

グ
、

ス
ロ

ー
イ

ン
グ

、
キ

ッ
キ

ン
グ

、
ハ

ン
ド

リ
ン

グ
な

ど
）

試
合

・
競

技

テ
ニ

ス

西
暦

　
　

　
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日

①
診

断
名

（
所

見
名

）
②

指
導

区
分

要
管

理
：
　

A
 ・

 B
  
・
 C

 ・
 D

  
・
 E

管
理

不
要

③
運

動
部

活
動

（　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）部

 可
  
（
た

だ
し

、
　

　
　

　
　

　
  
  
 　

）
・
 禁

男
　

・
　

女

医
　

　
　

師

④
次

回
受

診
（
　

　
　

）
年

　
（
　

　
　

　
）カ

月
後

　
　

ま
た

は
異

常
が

あ
る

と
き

医
療

機
関

学
　

校
　

生
　

活
　

管
　

理
　

指
　

導
　

表
　

　
　

（
中

学
・
高

校
生

用
）

礼
儀

作
法

、
基

本
動

作
（
受

け
身

、
素

振
り

、
さ

ば
き

な
ど

）
基

本
動

作
を

生
か

し
た

簡
単

な
技

・
形

の
練

習

バ
ド

ミ
ン

ト
ン

（ 身 体 の 強 い 接 触 を 伴 わ な い も の ）

フ ッ ト ワ ー ク を 伴 う 運 動

タ イ ム レ ー ス ・ 応 用 練 習

簡 易 ゲ ー ム ・ ゲ ー ム ・ 競 技

【
指

導
区

分
：
A

・
・
・
在

宅
医

療
・
入

院
が

必
要

　
　

B
・
・
・
登

校
は

で
き

る
が

運
動

は
不

可
　

　
C

・
・
・
軽

い
運

動
は

可
　

　
D

・
・
・
中

等
度

の
運

動
ま

で
可

　
　

E
・
・
・
強

い
運

動
も

可
】

体
の

柔
ら

か
さ

及
び

巧
み

な
動

き
を

高
め

る
運

動
、

力
強

い
動

き
を

高
め

る
運

動
、

動
き

を
持

続
す

る
能

力
を

高
め

る
運

動
最

大
限

の
持

久
運

動
、

最
大

限
の

ス
ピ

ー
ド

で
の

運
動

、
最

大
筋

力
で

の
運

動
運

動
体

力
を

高
め

る
運

動

水
　

　
泳

（
ク

ロ
ー

ル
、

平
泳

ぎ
、

背
泳

ぎ
、

バ
タ

フ
ラ

イ
）

水
慣

れ
、

浮
く
、

伏
し

浮
き

、
け

伸
び

な
ど

ゆ
っ

く
り

な
泳

ぎ
競

泳
、

遠
泳

(長
く
泳

ぐ
）
、

タ
イ

ム
レ

ー
ス

、
ス

タ
ー

ト
・
タ

ー
ン

仲
間

と
交

流
す

る
た

め
の

手
軽

な
運

動
、

律
動

的
な

運
動

基
本

の
運

動
（
投

げ
る

、
打

つ
、

捕
る

、
蹴

る
、

跳
ぶ

）

陸
上

競
技

（
競

走
、

跳
躍

、
投

て
き

）
基

本
動

作
、

立
ち

幅
跳

び
、

負
荷

の
少

な
い

投
て

き
、

軽
い

ジ
ャ

ン
ピ

ン
グ

（走
る

こ
と

は
不

可
）

ジ
ョ

ギ
ン

グ
、

短
い

助
走

で
の

跳
躍

長
距

離
走

、
短

距
離

走
の

競
走

、
競

技
、

タ
イ

ム
レ

ー
ス

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
運

動
強

度
体

育
活

動

雪
遊

び
、

氷
上

遊
び

、
ス

キ
ー

、
ス

ケ
ー

ト
、

キ
ャ

ン
プ

、
登

山
、

遠
泳

、
水

辺
活

動
水

・
雪

・
氷

上
遊

び

定
義

《
軽

い
運

動
》
　

同
年

齢
の

平
均

的
生

徒
に

と
っ

て
、

ほ
と

ん
ど

息
が

は
ず

ま
な

い
程

度
の

運
動

。

《
中

等
度

の
運

動
》
　

同
年

齢
の

平
均

的
生

徒
に

と
っ

て
、

少
し

息
が

は
ず

む
が

息
苦

し
く
な

い
程

度
の

運
動

。
パ

ー
ト

ナ
ー

が
い

れ
ば

楽
に

会
話

が
で

き
る

程
度

の
運

動
。

《
強

い
運

動
》
　

同
年

齢
の

平
均

的
生

徒
に

と
っ

て
、

息
が

は
ず

み
息

苦
し

さ
を

感
じ

る
ほ

ど
の

運
動

。
心

疾
患

で
は

等
尺

運
動

の
場

合
は

、
動

作
時

に
歯

を
食

い
し

ば
っ

た
り

、
大

き
な

掛
け

声
を

伴
っ

た
り

、
動

作
中

や
動

作
後

に
顔

面
の

紅
潮

、
呼

吸
促

迫
を

伴
う

ほ
ど

の
運

動
。

そ
の

他
注

意
す

る
こ

と

学
校

行
事

、
そ

の
他

の
活

動

ダ
ン

ス
創

作
ダ

ン
ス

、
フ

ォ
ー

ク
ダ

ン
ス

基
本

動
作

（
手

ぶ
り

、
ス

テ
ッ

プ
、

表
現

な
ど

）
各

種
の

ダ
ン

ス
発

表
会

な
ど

現
代

的
な

リ
ズ

ム
の

ダ
ン

ス

体
力

を
相

当
使

っ
て

吹
く
楽

器
（
ト

ラ
ン

ペ
ッ

ト
、

ト
ロ

ン
ボ

ー
ン

、
オ

ー
ボ

エ
、

バ
ス

ー
ン

、
ホ

ル
ン

な
ど

）
、

リ
ズ

ム
の

か
な

り
速

い
曲

の
演

奏
や

指
揮

、
行

進
を

伴
う

マ
ー

チ
ン

グ
バ

ン
ド

な
ど

運 　 　 動 　 　 領 　 　 域 　 　 等

＊
体

つ
く
り

　
　

　
▼

運
動

会
、

体
育

祭
、

球
技

大
会

、
新

体
力

テ
ス

ト
 な

ど
は

上
記

の
運

動
強

度
に

準
ず

る
。

　
　

　
▼

指
導

区
分

、
”
E
”
　

以
外

の
生

徒
の

遠
足

、
宿

泊
学

習
、

修
学

旅
行

、
林

間
学

校
、

臨
海

学
校

な
ど

の
参

加
に

つ
い

て
不

明
な

場
合

は
学

校
医

・
主

治
医

と
相

談
す

る
。

野
外

活
動

登
山

、
遠

泳
、

潜
水

、
カ

ヌ
ー

、
ボ

ー
ト

、
サ

ー
フ

ィ
ン

、
ウ

イ
ン

ド
サ

ー
フ

ィ
ン

な
ど

文
　

化
　

的
　

活
　

動
体

力
の

必
要

な
長

時
間

の
活

動
を

除
く
文

化
活

動
右

の
強

い
活

動
を

除
く
ほ

と
ん

ど
の

文
化

活
動

武
　

道

＜
令

和
４

年
度

改
訂

＞

ス
キ

ー
、

ス
ケ

ー
ト

の
歩

行
や

ゆ
っ

く
り

な
滑

走
平

地
歩

き
の

ハ
イ

キ
ン

グ
、

水
に

浸
か

り
遊

ぶ
な

ど

基
本

動
作

を
生

か
し

た
動

き
の

激
し

さ
を

伴
わ

な
い

ダ
ン

ス
な

ど

応
用

練
習

、
試

合

球 　 　 技

ゴ
ー

ル
型

バ
ス

ケ
ッ

ト
ボ

ー
ル

＊
新

体
力

テ
ス

ト
で

行
わ

れ
る

シ
ャ

ト
ル

ラ
ン

・
持

久
走

は
強

い
運

動
に

属
す

る
こ

と
が

あ
る

。

ハ
ン

ド
ボ

ー
ル

サ
ッ

カ
ー

ラ
グ

ビ
ー

　
　

ゴ
ル

フ
基

本
動

作
（
軽

い
ス

イ
ン

グ
な

ど
）

ク
ラ

ブ
で

球
を

打
つ

練
習

柔
道

、
剣

道
、

相
撲

ベ
ー

ス
ボ

ー
ル

型
ソ

フ
ト

ボ
ー

ル
基

本
動

作
（
投

球
、

捕
球

、
打

撃
な

ど
）

野
球

基
本

動
作

を
生

か
し

た
簡

易
ゲ

ー
ム

（
ゲ

ー
ム

時
間

、
コ

ー
ト

の
広

さ
、

用
具

の
工

夫
な

ど
を

取
り

入
れ

た
連

携
プ

レ
ー

、
攻

撃
・
防

御
）

ネ
ッ

ト
型

バ
レ

ー
ボ

ー
ル

基
本

動
作

（
パ

ス
、

サ
ー

ビ
ス

、
レ

シ
ー

ブ
、

ト
ス

、
フ

ェ
イ

ン
ト

、
ス

ト
ロ

ー
ク

、
シ

ョ
ッ

ト
な

ど
）

卓
球

－
２

８
－

裏
面
に
続
き
ま
す
。
ご
覧
く
だ
さ
い
。
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・
学

校
生

活
管

理
指

導
表

に
つ

い
て

学
校

生
活

管
理

指
導

表
で

は
、

教
科

体
育

に
掲

げ
ら

れ
て

い
る

前
運

動
種

目
を

取
り

上
げ

、
そ

の
種

目
へ

の
取

組
方

に
よ

っ
て

強
度

を
分

類
し

て
い

ま
す

。

こ
の

管
理

指
導

表
は

、
小

学
校

と
中

学
校

及
び

高
等

学
校

で
は

、
運

動
種

目
の

呼
称

等
が

大
き

く
異

な
る

た
め

、
小

学
生

用
と

中
・
高

校
生

用
に

分
け

て
作

成
し

て
い

ま
す

。

・
指

導
区

分
に

つ
い

て

A
 ：

 在
宅

医
療

・
入

院
が

必
要

B
 :
 登

校
は

出
来

る
が

、
運

動
は

不
可

C
 :
 「

同
年

齢
の

平
均

的
児

童
生

徒
に

と
っ

て
の

」
軽

い
運

動
に

は
参

加
可

D
 :
 「

同
年

齢
の

平
均

的
児

童
生

徒
に

と
っ

て
の

」
中

等
度

の
運

動
も

可

E
 ：

 「
同

年
齢

の
平

均
的

児
童

生
徒

に
と

っ
て

の
」
強

い
運

動
も

可

・
運

動
部

（
ク

ラ
ブ

）
活

動
に

つ
い

て

す
べ

て
の

運
動

部
に

制
限

な
く
参

加
で

き
る

場
合

は
、

運
動

種
目

や
参

加
内

容
を

規
定

せ
ず

、
「
可

」
に

○
を

つ
け

て
く
だ

さ
い

。

制
限

が
あ

る
場

合
は

、
（
　

　
　

）
内

に
参

加
で

き
る

活
動

を
記

載
し

ま
す

。

注
）
運

動
部

活
動

欄
の

記
載

に
あ

た
っ

て

学
校

差
や

個
人

差
が

大
き

い
こ

と
を

考
え

る
と

、
運

動
の

種
目

の
み

で
参

加
の

可
否

を
決

定
で

き
ま

せ
ん

の
で

、
そ

れ
ぞ

れ
の

児
童

生
徒

の
部

活
動

の
状

況
を

確
認

し
て

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

・
そ

の
他

の
学

校
行

事
な

ど
に

つ
い

て

各
指

導
区

分
の

児
童

生
徒

の
参

加
の

可
否

を
決

定
し

て
く
だ

さ
い

。

ま
た

、
運

動
部

活
動

は
、

選
手

と
し

て
の

参
加

の
ほ

か
に

、
記

録
係

な
ど

強
い

身
体

活
動

を
要

求
さ

れ
な

い
担

当
部

署
へ

の
参

加
も

あ
る

こ
と

を
鑑

み
、

指
導

区
分

が
C

及
び

D
の

児
童

生
徒

に
も

参
加

形
態

の
条

件
を

つ
け

て

一
覧

表
に

例
示

さ
れ

て
い

な
い

体
力

テ
ス

ト
や

学
校

行
事

も
、

運
動

強
度

の
定

義
を

参
考

に
、

同
年

齢
の

平
均

的
な

児
童

生
徒

に
と

っ
て

、
そ

の
活

動
が

ど
の

運
動

強
度

に
属

す
る

程
度

の
も

の
で

あ
る

か
を

考
慮

し
て

、

参
加

の
機

会
を

与
え

て
く
だ

さ
い

。

運
動

強
度

の
定

義

（
１

）
軽

い
運

動

同
年

齢
の

平
均

的
児

童
生

徒
に

と
っ

て
、

ほ
と

ん
ど

息
が

は
ず

ま
な

い
程

度
の

運
動

。

球
技

で
は

、
原

則
と

し
て

フ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
伴

わ
な

い
も

の
。

（
２

）
中

等
度

の
運

動

同
年

齢
の

平
均

的
児

童
生

徒
に

と
っ

て
、

少
し

息
が

は
ず

む
が

、
息

苦
し

く
は

な
い

程
度

の
運

動
。

パ
ー

ト
ナ

ー
が

い
れ

ば
、

楽
に

会
話

が
で

き
る

程
度

の
運

動
。

（
３

）
強

い
運

動

同
年

齢
の

平
均

的
児

童
生

徒
に

と
っ

て
、

息
が

は
ず

み
息

苦
し

さ
を

感
じ

る
ほ

ど
の

運
動

。

等
尺

運
動

の
場

合
は

、
動

作
時

に
歯

を
食

い
し

ば
り

、
大

き
な

掛
け

声
を

伴
う

、
動

作
中

や
動

作
後

に
顔

面
の

紅
潮

及
び

呼
吸

促
迫

を
伴

う
ほ

ど
の

運
動

。

－
２

９
－
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編　集　後　記

　平成22年度に第41回全国学校保健・学校医大会が群馬県医師会担当で開催されたことを機

会に平成25年４月に初版の「学校医Ｑ＆Ａ―健康診断と保健活動のポイント集―」が発刊さ

れましたが、近年、学校保健の現場では新たに様々な健康課題が顕在化しているため、９年

ぶりに改訂を行いました。

　改訂版では、初版の掲載内容を見直すとともに、運動器検診の目的と方法、高度肥満児対

策の目的と方法、がん教育、タバコ・飲酒・薬物乱用防止教育、子どものメディア対策の５

項目を追加しました。初版のＱ＆Ａ方式を受け継ぎ、群馬県の情報を盛り込みながら、でき

るだけ分かりやすく簡潔に掲載することに心がけました。さらに、ワンポイントメモとして

５歳児就学前健診の目的、認定こども園の説明を挿入しました。

　本書が学校医の先生方において健康診断と保健活動にご活用いただければ幸いです。

　最後に、本書の刊行にあたり、コロナ禍の影響で多くの制約があるにもかかわらず細部に

わたる内容の検討をしていただいた編集委員の皆様、そしてお忙しい中、快く執筆にご協力

いただいた先生方や群馬県教育委員会の皆様に心からお礼を申し上げます。

　　令和４年９月

 群馬県医師会学校保健担当理事　今　泉　友　一　
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